
① 圏域数（障害保健福祉圏域等） ２１

② 人口（H31.1.1現在） ３，３４８，９５６人

③ 医療的ケア児数 ２６１人（H30.4.1現在）

④ 医療的ケア児支援のための協議の場

１ 医療的ケア児支援部会
２ 北海道小児在宅医療推進協議会
（小児等在宅 医療連携拠点事業）

３ 特別支援学校における医療的ケア連絡協議会

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者
数

１１６人（R1.9.1現在）

⑥ 医療型短期入所事業所数 １８（H31.3.1現在）

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
（11医療機関 H29ＮＤＢ「訪問診療（全体）（0～14
才）」 ※「＊」は1として暫定的に計算

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

559事業所【H30年４月】
（16事業所 ：「小児の訪問看護を実施している訪問
看護ステーション数」（H25介護サービス施設・事業
所調査［厚生労働省］））

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

8.0％ 35箇所（H28.4.1現在）
５箇所（H31.3.31現在）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療
的ケア児数

特別支援学校 316名

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護
師配置数

小・中学校 42名

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工
呼吸器を使用している通学生数

特別支援学校 ４名
小・中学校 ３名

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 北海道

【保健福祉部地域医療推進局地域医療課】

○「小児等在宅医療連携拠点事業」（H27～）
目 的：在宅で療養する小児等及びその家族を地域で支える体制を整備する。
内 容：①小児在宅医療推進協議会の開催等

小児在宅医療の現状や課題について、全道・圏域単位で情報共有・協議等行う。
※圏域については、既存の会議を活用して実施。

②補助事業
ア 全道事業
研修等実施による人材育成、道民への普及啓発、イに掲げる事業者等への支援

イ 地域モデル事業（３地域）
関係者の連携強化に向けた取組（意見交換会の開催や地域資源の情報収集、発信等）、

患者・家族への相談支援

※補助対象医療機関、医師会、市町村等
※実施主体
全道事業（H27～30） 医療法人稲生会（札幌市）
地域モデル事業（H30） 医療法人稲生会（札幌圏域）

社会福祉法人地域で一緒に暮らそう会（十勝圏域）
特定非営利活動法人かしわの森（十勝圏域）

【保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課】
○「在宅障がい児者巡回療育相談等事業」
・在宅障がい児者に対し、道（児童相談所）又は市町村が専門の医師とともに家庭訪問し、診断、相談及び療育に関する助言指導を実施
○「障がい児等自立支援研修事業」
・医療的ケアが必要な障がい児者に対する医療・看護・療育の支援として高度な専門知識・技術を習得するための研修に対し補助
○「重度障がい者医療的ケア等支援事業」
・居宅以外の場所で医療的ケアを行う事業を実施する市町村に対し補助
○医療的ケア児等コーディネーター養成研修
○道・圏域・市町村の各段階における医療的ケア児支援体制の整備

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 北海道

【教育庁学校教育局特別支援教育課】

○「特別支援学校医療的ケア体制整備事業」
・道教委が「登録研修期間」となり、特別支援学校の教員を対象とした基本研修の実施や認定特定行為業務従事者の認定等を実施
・特別支援学校への看護師の配置及び研修の実施
○「高度な医療的ケア等に対応した校内支援体制整備充実事業」
（文部科学省「学校における高度な医療的ケア等に対応した校内支援体制整備事業」委託）
・指導医による医療的ケアを実施している特別支援学校への巡回相談
・特別支援学校の看護師等による医療的ケアを実施している小・中学校への巡回相談
・特別支援学校の看護師を対象とした研修の実施
・「医療的ケアハンドブック」の改訂
・成果報告会（12月20日 拓北養護学校）

【保健福祉部地域医療推進局地域医療課】
・協議会開催等による小児在宅医療の現状や課題の共有
・補助事業実施による在宅医療を担う医療機関等担い手の拡大、地域の関係者との顔の見える関係づくりか
ら連携体制の構築

【保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課】
・市町村における医療的ケア支援体制の推進
・圏域と市町村との医療的ケア支援に係る連携体制の構築

【教育庁学校教育局特別支援教育課】

○「特別支援学校医療的ケア体制整備事業」
・医療的ケア指導医の配置による連携協議会の充実及び巡回相談の実施
・「医療的ケアハンドブック」のWebページを活用した公開

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



① 圏域数
（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いている圏域）

６圏域（二次医療圏）

② 人口 １，２４８，340人
（R1.7.1 推計）

③ 医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの
（名称、事業名）

・医療的ケア児支援体制検討部会
（H30設置）
・特別支援学校における医療的ケ
ア運営協議会 （H15設置）

④ 医療的ケア児等コーディネーター養
成研修修了者数

３４人 （H30年度修了者）

⑤ 医療型短期入所事業所数 ４か所（R1.8.1）

⑥ 医療的ケア児に対して訪問診療を行
う医療機関数

不明

⑦ 医療的ケア児に対して入院治療を受
け入れる病院数

不明

⑧ 訪問看護事業所数
(うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数)

１２１か所（不明）
（R1.8.1 東北厚生局データ）

⑨ 看護師を配置している保育所の割合
（数）（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

４８．７%（248か所）
（うち医ケア児対応 3か所）
（H30.9.1）

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校に
おける医療的ケア児数

８５人（H30.5.1）

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校に
おける看護師配置数

20人（H30.5.1）

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校にお
ける人工呼吸器を使用している通学生数

9人（H30.5.1）

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

①青森圏域 （１市３町1村）

②津軽圏域 （３市３町2村）

③八戸圏域 （１市６町１村）

④西北五圏域（２市４町）

⑤下北圏域 （１市１町３村）

⑥上十三圏域（２市５町１村）



２．医療的ケア児支援のための取組概要① 青森県

【医療薬務課】
○在宅医療・訪問看護事業者に対する専門研修・多職種連携研修（Ｈ２５～）
○在宅医療に取り組む医療機関及び訪問看護ステーションに対する設備整備支援
（Ｈ２８～）
〇在宅医療に係る医師事務作業補助者配置支援（Ｈ３０～）

【こどもみらい課】

○管内保育所（認定こども園含む）の医療的ケア児の受入実績及び受入体制等に係
る実態調査の実施（Ｈ２９～）

○保育所等に勤務する看護師を対象とした医療的ケア研修（基本的な喀痰吸引・経管
栄養）（Ｈ３０～R1）

【障害福祉課】
○医療的ケア児支援体制検討部会の設置・開催（部会設置H30.8.2  年３回開催）
○医療的ケア児支援検討会議（圏域）の設置・開催（Ｈ３０:2圏域設置）
○医療的ケア児等支援者・コーディネーター養成研修の実施（Ｈ３０～）
○医療的ケア児支援シンポジウムの開催（Ｈ３０～）
○医療的ケア児家族交流支援事業の実施（Ｈ３０～）
○介護職員等医療的ケア研修の実施（第３号研修）（Ｈ２４～）

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要② 青森県

【学校教育課】
○特別支援学校における医療的ケア基本研修（Ｈ１５～、Ｈ２４一部変更）
○特別支援学校における医療的ケア運営協議会（Ｈ１５～）
○医療的ケア実施校担当者連絡協議会（Ｈ２１～）

○現在実施している取組

○医療的ケア児支援体制検討部会において検討した課題対応策の実現に向けた取
組を実施する。

〇令和元年度の取組を継続する。
※いずれも予定

○今後実施を予定または検討している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用い
ている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

９圏域

② 人口（H30.10） 1,240,522人

③ 医療的ケア児数（独自の調査等により把握している場合） 194人

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

岩手県重症心身障がい
児・者及び医療的ケア
児・者支援推進会議

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数（Ｒ1.9） 34人

⑥ 医療型短期入所事業所数（Ｒ1.9） 5箇所

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数（Ｈ
29.6）

不明 ※小児に訪問
診療を実施している
医療機関は２箇所

⑧
訪問看護事業所数（うち小児患者に対応できる訪問看護
事業所数）（Ｈ29.10）

104箇所（不明）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）（Ｈ30.4）

132箇所/311箇所
（不明）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア
児数（Ｈ30.5）

62名

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置
数（Ｈ30.5）

46名

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器
を使用している通学生数（Ｈ30.5）

６名

基礎情報

どのデータが、い
つの時点のデータ
か分かるように記
載願います。１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

岩手県重症心身障がい児・者及び医療的
ケア児・者支援推進会議で
岩手県の支援体制を検討



２．医療的ケア児支援のための取組概要 岩手県

１ 県における協議の場の設置（平成30年度～、実施主体：岩手県）
平成28年度からの岩手県重症心身障がい児・者支援推進会議を強化・拡充し、

重症心身障がい児・者及び医療的ケア児・者の課題を抽出し、その解決を図るた
めの方策等を検討するため「岩手県重症心身障がい児・者及び医療的ケア児・者
支援推進会議」を設置した。

２ 在宅超重症児（者）等短期入所受入体制支援事業の実施
（平成29年度～、実施主体：県、市町村）
医療的ケアを必要とする在宅の超重症児（者）及び準超重症児（者）を介助す

る家族の精神的・身体的負担の軽減に向け、短期入所の充実を図るため補助事業
を実施した。

３ 実態調査の実施（平成30年度、実施主体：県）
重症心身障がい児及び医療的ケア児の今後の入所や在宅での支援を検討する上

での基礎資料とするため、実態調査を実施した。

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 岩手県

４ 支援者育成事業の実施（平成27年度～、実施主体：県）
重症心身障がいについて、医療と福祉の連携による支援を担う人材を育成する

ために、看護職員等向けの研修と相談員等向けの研修を県内９障がい保健福祉圏
域で実施した。

５ 医療的ケア児等コーディネーター養成事業の実施（令和元年度～、実施主
体：県）
医療的ケア児支援を総合調整する医療的ケア児等コーディネーターを養成する

ために、相談支援専門員等を対象とした研修を実施した。

６ 在宅医療人材育成研修事業（小児在宅医療に関する医療従事者向け研修）
小児在宅医療に関する知識向上・技術習得等に関する研修（国の開催する各専

門 研修等の参加者等による伝達研修等）を実施した。

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 岩手県

７ 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業（療養生活支援事業）の実施
在宅で療養する小慢児童等のうち、医師の診断により人工呼吸器又は体外式補

助人工心臓等を装着している者で、一時的に在宅療養が困難になった場合に、医
療機関において一時的な預かりを行うための事業を実施した。

８ 医療的ケア体制整備事業に係る研修会（実施主体：県）
医療的ケアに関する基礎的な理解と知識を確認するとともに、各校における取

組の成果と課題 等について協議するなど、医療的ケアを必要とする児童生徒に
対する適切なケア向けて、県内特別支援学校、小・中学校等における医療 的ケ
ア実施校の任用看護師及び医療的ケア担当教員等を対象に実施している。

９ 岩手県教育支援委員会の開催（兼医療的ケア運営協議会）（実施主体：県）
医療的ケアの適切な実施に向け、看護師等の配置、特別支援学校と医師及び医

療機関の連携協力、医療安全に関する指針の提示など総括的に管理する体制整備
を図っている。

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 岩手県

１ 県における協議の場である「岩手県重症心身障がい・者及び医療的ケア児・
者支援推進会議」での意見交換等の実施

２ 在宅超重症児（者）等短期入所受入体制支援事業の実施

３ 重症心身障がい児者等支援者育成事業の実施

４ 医療的ケア児等コーディネーター養成事業の実施

５ 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業（療養生活支援事業）の実施

６ 医療的ケア体制整備事業に係る研修会

７ 岩手県教育支援委員会の開催（兼医療的ケア運営協議会）

○今後実施を予定または検討している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用
いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域
等）

7
（障害保健福祉

圏域）

② 人口［H31.1.1時点］ 228万1915人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

把握なし

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

宮城県障害者
自立支援協議
会こども部会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 36

⑥ 医療型短期入所事業所数［R1.9.1］ 9

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 把握なし

⑧
訪問看護事業所数［R1.8.1時点］
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

158

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

63
（3）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケ
ア児数［特支：H30.5.1，小・中：H29.5.1時点］

特支：102人
小・中：4人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配
置数［特支：H30.5.1，小・中：H29.5.1時点］

特支：89人
小・中：1人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸
器を使用している通学生数
特支：H30.5.1，小・中：H29.5.1時点］

特支：9人
小・中：0人

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 宮城県

【障害福祉課】
○県自立支援協議会運営事業：児童福祉法に基づく医療的ケア児支援に係る協議の場

【精神保健推進室】
○医療型短期入所モデル事業：医療型短期入所病床の確保
○医療的ケア児等コーディネーター配置事業：医療型短期入所事業所間の連携促進等
○医療的ケア児支援促進モデル事業：指定放課後等デイサービス事業所での受入促進
○医療的ケア児等コーディネーター養成研修等事業

【疾病・感染症対策室】
○小慢さぽーとせんたーの設置：小児慢性特定疾病児童やその保護者等を対象とした療養上の不安や悩みに対する相談対応，

講演会の開催
○慢性疾病児童等地域支援協議会の開催：小児慢性特定疾病児童等の長期にわたり療養を必要とする疾病にかかっている児童

等に対する地域支援に関する重要事項の審議

【特別支援教育課】
○医療的ケア運営会議：課題や対応の検討
○巡回指導医・指導看護師の派遣：医療的ケアに関する校内体制等の指導及び助言
○研修会の実施：教員や看護師の知識・技能の向上を図る。

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いている

圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）(R1.9.1現在)
８

② 人口（Ｒ１．８．１現在） 967,740人

③
医療的ケア児数（独自の調査等により把握している
場合）（Ｈ３１．４．１現在）

３２

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの

秋田県医療
的ケア児支
援協議会、
医療的ケア
推進協議会

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数
（Ｒ１．９．１現在）

３２

⑥ 医療型短期入所事業所数（Ｒ１．９．１現在） ２

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
(H30.7.1現在）

８

⑧
訪問看護事業所数（うち小児患者に対応できる訪問看護事業
所数）（H31.4.1現在）（平成25年介護サービス施設・事
業所調査より）

６５（０）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）（うち医療的ケア
児に対応できる保育所数）（平成30年５月時点）

39.5%(104)
(1)

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児数
（Ｒ１．５．１現在）

８０

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数
（Ｒ１．５．１現在） １８

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を使
用している通学生数（Ｒ１．５．１現在）

１

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 秋田県

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組

○障害福祉課
秋田県医療的ケア児等支援協議会の実施（年１回の予定）
医療的ケア児等支援者養成研修及び医療的ケア児等コーディネーター養成研修を委託事業により実施

○保健・疾病対策課
秋田県小児慢性特定疾病児童等自立支援事業（児童福祉法第１９条の２２）
・実施要綱を整備し、県内医療機関、保健所に周知
・県内８保健所に相談窓口を設置。保健所担当者を自立支援相談員として医療機関からの連絡票に基づき
相談員が家庭訪問し、小児慢性特定疾病児童等とその家族へ支援を行う。
・実施主体：各保健所（地域振興局福祉環境部）

○教育庁特別支援教育課
①【県教委】医療的ケアを必要とする幼児児童生徒が通学する特別支援学校への看護師配置
②【特別支援学校】「医療的ケア校内委員会」を設置し、具体的な医療的ケアの内容について確認・実施
③【県教委】「医療的ケア学校間連絡協議会」において各校の実施内容を確認（年１回）
④【特別支援学校】「主治医巡回指導」の実施（年１回）
⑤【県教委】「看護師研修会」の実施（年１回）
⑥【県教委】関係機関（医療・福祉・教育・保護者等）による「医療的ケア推進協議会」の実施（年１回）

・小児慢性疾病児童等地域支援協議会の設立

・「秋田県特別支援学校の医療的ケア実施の手引」（平成２８年３月秋田県教育委員会）の内容の見直し



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

４圏域

② 人口
1,078,604人
【R1.8.1】

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

136人
【R1.5.1】

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

山形県医療的
ケア児支援会議

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 0人

⑥ 医療型短期入所事業所数
4か所
【 R1.8.1 】

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
７か所
【 H29.7.1 】

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

67か所（28か
所）【R1.8.1】

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

102箇所(不
明)【H30.4.1】

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

47人【R1.6.1】

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

21人【R1.5.7】

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

3人【R1.5.1】

基礎情報

どのデータが、い
つの時点のデータ
か分かるように記
載願います。１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 山形県

○医療的ケア児支援のための協議の場の設置（県及び各圏域）
○医療的ケア児への訪問診療を行うことができる医師の養成
○医療的ケア児等コーディネーターの養成
○医療的ケア児に直接処遇する職員の養成
○医療的ケア児の在籍する県立特別支援学校に看護師を配置
○医療的ケア児複数在籍で看護師１名配置の学校において、校外学習に看護師が同行する際、
校内の医ケア児のケアを行うための後補充看護師を配置。
○医療的ケアを実施している県立特別支援学校で実施校運営会議を実施（年２回）
○医療的ケア担当教員等研修会（特別支援学校の教員、養護教諭、看護師等を対象）を実施（年
１回）
○医療的ケア連絡協議会（県内における医療的ケア児の支援についての協議(教育分野)）を実
施
○県看護協会における医療的ケア児に係る研修会実施への支援

・対象：病院看護師、訪問看護師、市町村保健師
○在宅等に移行したNICU等長期入院児等を保護者の要請に応じて一時的に受け入れる医療機
関に対し、かかる経費の一部を補助

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



① 圏域数（障害保健福祉圏域等） 7

② 人口 （R1.8.1現在） 1,846,369

③ 医療的ケア児数 （H30.4.1現在） 166

④ 医療的ケア児支援のための協議の場
(福島県周産期医療協議会・自立支援協議会こども部会合同会議)

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 0

⑥ 医療型短期入所事業所数 （R1.9.9現在） 7

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 不明

⑧ 訪問看護事業所数 （H31.4.1現在）
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

133
（不明）

⑨ 看護師を配置している保育所の割合（数）

（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）
（H31.3.31現在）

不明

（３か所）

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数 （H30.5.1現在）

148
【特別】141
【小・中】7

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数 （H30.5.1現在）

29
【特別】27
【小・中】2

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数 （H30.5.1現在）

6
【特別】6

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート
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２．医療的ケア児支援のための取組概要
福島県

＜教育庁特別支援教育課＞
特別支援学校における医療的ケア実施事業 （ H15～ ）

【概要】

特別支援学校で学ぶ幼児児童生徒の障がいの重度・重複化に伴い、吸引等の医療的ケア（日常的応急手当）を必要とする
幼児児童生徒が常在しているため、これらの幼児児童生徒が健康で安全な学校生活を送ることができるように、また保護者の負
担を軽減するために医療的ケアを実施する。
【実施内容】（ R元年度 ）

① 特別支援学校への看護師の配置（１３校２７名）
② 医療的ケアを実施するための物品購入
③ 医療的ケア実施運営協議会の実施 【教育委員会】

年１回実施
医療的ケアの実施に関する管理及び課題等についての総括的な検討

④ 研修会の実施
医療的ケア実施教員研修会
看護師研修会

⑤ 医師と連携した校内支援体制の充実 【実施校】
指導医の委嘱（実施状況に対する指導助言、主治医との連絡・調整の実施）
医療的ケアサポート会議の実施
実施校が、医療関係者、保健・福祉関係者、保護者等を委員に委嘱

• 実施校における医療的ケアの在り方、保健管理体制の整備・充実、保健・医療・福祉関係機関
との連携による支援体制の確立等について協議

※ 「福島県介護職員等喀痰吸引等研修（３号研修：特定の者対象の研修）」登録特定行為事業者：３校

○現在実施している取組



＜地域医療課＞
◆ 在宅医療推進事業
【概要】

医療機関及び医療関係団体等が①地域包括ケア・在宅医療に関わる従事者の連携・資質向上に資する研修会、②在宅医療やか
かりつけ医等の普及・啓発に資する取組、③医療従事者向け在宅医療導入研修、④訪問診療医のグループや急変時受入医療機
関による連携に向けた情報交換会を実施する場合の経費を支援する。
【実施内容】（H３０年度の実績のうち医療的ケア児の支援のみ抜粋）
１ 実施主体
福島県立医科大学

２ 研修会名称
（１）在宅医療に係る医療・福祉従事者の連携・資質向上を図るための意見交換会
（２）医療的ケア児の支援のための研修会
３ 開催実績
（１）議題

「福島県の医療的ケア児を支援する保健・医療・福祉・教育関係者のネットワーク構築のための基礎的研究」、「医療的ケア児
の在宅に向けて～NICU・GUCの現状と課題～」、「今後の医療的ケア児支援～医療的ケア児等コーディネーターに期待するもの
～」等
（２）参加人数等
○ 意見交換会 ５回開催 計１６６人参加
○ 研修会 ３回開催 計２３０人参加
４ 参加者
関係機関代表者、訪問看護ステーション、福祉関係従事者、行政等

５ 事業の効果
意見交換会を開催することで、NICUから在宅へ帰る医療的ケア児の支援について、課題を整理することができた。また、地域毎

でグループディスカッションを行うことで、地域における関係者のつながりができるきっかけとなった。
研修会では、NICUを抱える病院の実態や医療的ケア児を在宅で支援している実例をとおし、医療的ケア児に対する支援の新た

な視点が生まれ、多職種の連携について検討するきっかけとなった。

○今後実施を予定または検討している取組

未定



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用い
ている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

９圏域

② 人口（R1.8.1） 2,869,312人

③
医療的ケア児数（H30.4.1）
（独自の調査等により把握している場合）

３９０人

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

茨城県医療
的ケア児支
援体制協議
会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 今年度実施

⑥ 医療型短期入所事業所数 ９

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
※ 全体の把握はしておらず，県で把握している数

少なくとも
5ヶ所
（R1.8.1)

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

１４０
( ８１)

⑨
看護師を配置している保育所の数
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

２９５（１４）
(H31.4.1現在)

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

２２７人
（H30.5.1現在）

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

３２人
（R1.5.1現在）

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

５人
（R1.5.1現在）

基礎情報

医療的ケア児支援
の体制整備を進め
ている圏域を
図示してください。

１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 茨城県

【医療的ケア児の支援に関する研修の実施】
医療従事者，障害福祉サービス事業所等（短期入所，障害児通所支援事業所）を対象に，医療的ケア児へ

の支援方法等の研修を実施。【実施主体：国立病院機構茨城東病院（委託事業）】
【医療的ケア児受入促進事業の実施】
（１）医療的ケア児等を受け入れる医療型短期入所や児童通所支援事業所の開設に伴う設備等の購入支援を
実施。
（２）医療型短期入所事業所がない障害福祉圏域内において，医療型短期入所を開設する医療機関に診療報
酬と障害福祉サービス報酬の差額支援を実施。
【医療的ケア支援事業】（実施主体：特別支援教育課）
（１）目的
医療的ケアを必要とする児童生徒が通学する県立特別支援学校に，看護職員資格を有する非常勤嘱託看護
職員（以下「看護職員」という。）を配置し，医療的ケアを実施するとともに，医療的ケアの実施に必要な研修等を
経た教員が看護職員の援助の下に，医療的ケアを行い，児童生徒の健康の維持，増進と安全な学習環境の整
備を図ることを目的とする。
（２）事業内容
県立特別支援学校における看護職員の配置，巡回指導医の委嘱・派遣，教員及び看護職員に対する研修の
実施，医療的ケア等運営協議会の開催等

【医療的ケア児等コーディネーター養成研修事業】
医療的ケア児等への支援従事者及び医療的ケア児等の支援を総合調整する者の人材確保・育成を目的と
した研修を実施。【実施主体：国立病院機構茨城東病院（委託事業）】

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



① 圏域数 （障害保健福祉圏域） ６圏域

② 人口 （H30.10.1現在） 1,952,926人

③ 医療的ケア児数 （H28.10.1現在）
（独自の調査等により把握している場合）

361人

④ 医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの

栃木県自立支援協議会
医療的ケア児支援検討
部会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 18人

⑥ 医療型短期入所事業所数 （R1.７.1現在） ６カ所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
（※H29.8月の在宅医療的ケア児対応に関する
アンケート調査で一般診療可能と回答した数）

87カ所

⑧ 訪問看護事業所数 （H31.4.1現在）
（うち乳幼児加算の算定対象者に対応できる訪問
看護事業所数）

106カ所
（ 57か所 ）

⑨ 看護師を配置している保育所の割合（数）
(H31.4.1現在）

（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

３6.1％
（118/327か所）
（８か所）

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療
的ケア児数 （H30.5.1現在）

特別支援学校：132人
小・中学校：11人

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護
師配置数 （H30.5.1現在）

特別支援学校：29人
小・中学校：９人

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校における人工
呼吸器を使用している通学生数（H30.5.1現在）

特別支援学校：４人
小・中学校：１人

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート
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事業名 内 容

医
療
的
ケ
ア
児
レ
ス
パ
イ
ト
事
業

（１）短期入所受入
促進事業

【目的】医療的ケア児が在宅で安心して暮らせる環境づくりを推進
【概要】医療的ケア児受入れにおける重症心身障害児の短期入所事業報酬

単価との差額補助を行う市町に対し助成

助成対象等
・満20歳未満の医療的ケア児（重症心身障害児者及び小児
慢性特定疾病児童等を除く）
・一人当たり年度10日以内

補助率等 １／２ 基準額 20,000円

（２）短期入所事業
所整備促進事業

【目的】短期入所を行う事業所の整備を促進し、障害者が在宅で安心して暮
らせる環境の整備

【概要】短期入所事業所が行う医療的ケア児の新規受入等に必要な設備整
備・備品購入に対する助成

補助率等
１／２ 基準額 ・医療型短期入所事業所 4,000千円

・福祉型短期入所事業所 1,000千円

（１）医療的ケア児支援事業（障害福祉課）【平成30年度～】

２．医療的ケア児支援のための取組概要 栃木県

○現在実施している取組（主な関連事業）



事業名 内 容

医
療
的
ケ
ア
児
支
援
人
材
育
成
事
業

（１）医療的ケア児等
支援人材養成研修

【目的】医療的ケア児等に対する支援を適切に行える人材の育成
【概要】障害児通所支援事業所、保育所等の職員を対象とした2日間の研修

（２）医療的ケア児等
コーディネーター養成
研修

【目的】医療的ケア児等のライフステージに応じた切れ目ない支援を適切に行え
る人材の育成

【概要】上記（１）の研修修了者のうち、今後、地域において医療的ケア児等の
コーディネーターの役割を担う予定のある相談支援専門員、保健師等を
対象とした演習、実地研修を含む6日間の研修
※社会福祉法人に委託実施

（３）介護職員喀痰吸
引研修受講促進事業

【目的】障害福祉サービス従事者の専門性向上
【概要】喀痰吸引等研修（第三号研修）において、実地研修に必要な指導看護師

を障害福祉サービス事業所等に派遣
※（公社）栃木県看護協会に委託実施

（３）小児在宅医療体制構築事業（医療政策課）【平成29年度～】
医療的ケア児の受入れを可能とする小児在宅医療体制の構築及び充実を図るため、医師等の人材育成、

地域における小児在宅医療関係者の多職種連携、医療的ケア児の親同士の交流の場の開設等を支援する。

（４）訪問看護推進事業（医療政策課）【平成29年度～】
訪問看護の充実をはかるため、訪問看護師等を対象とした小児訪問看護研修等を開催する。

（２）重症心身障害児（者）在宅医療支援事業（障害福祉課）【平成26年度～】
重症心身障害児施設等が重症心身障害児（者）の在宅医療・介護の支援体制の構築を図るため、協議会
運営、人材育成及びネットワーク構築のための研修・講演会、 一般県民への普及啓発等を行う。



（７）総合養育支援事業（こども政策課）【平成１１年度～】

医療的ケア児の地域生活支援の向上を図るため、保育所等において医療的ケア児の受入れのための市町
による看護師等の派遣に対する助成 （１市）

未熟児に対する保健、医療福祉等の関係施設との連携強化、未熟児に対する効果的な支援体制の整備の
ため、関係者の連絡会議や研修会の実施。

（８）医療的ケア児保育支援モデル事業（こども政策課）【令和元年度】

（９）医療的ケア実施事業（特別支援教育室）【平成13年度～】
医療的ケアが必要な幼児児童生徒に対して、学校看護師による医療的ケアを実施し、安全な学習環境の整
備を図る。

（10）学校看護師配置事業（特別支援教育室）【平成14年度～】

（６）小児慢性特定疾病児童等訪問看護事業（健康増進課）【平成28年度～】
診療報酬で定められた回数を超える訪問看護（年間１００回を限度）に対する費用助成
（人工呼吸器装着、気管切開者が対象）

（５）小児慢性特定疾病児童等自立支援事業（健康増進課）【平成28年度～】
・小慢児童の介護を行う者の休養等のための一時入院支援や介護人派遣（人工呼吸器装着及び気管切開者が対象）
・小慢児童の既養育者（ピアサポーター）による助言及び相談を実施（令和元年度～）
自治医科大学とちぎ子ども医療センターにおけるピア活動及び獨協医科大学とちぎ子ども医療センターにおける養成講
座の実施

・小慢児童のセルフケア能力、コミュニケーション能力及び社会的自立の促進を支援するため、患者団体による健康教育及び
患者交流会（サマーキャンプ等）を実施（１型糖尿病やアレルギー疾患等の患者団体に委託）
・健康福祉センター保健師による相談支援等

学校において、日常的にたんの吸引や経管栄養等の医療的ケアが必要な幼児児童生徒の教育の充実を図
るため、学校に看護師を配置し、医療的ケアを実施する。
※令和元(2019)年度：特別支援学校12校で医療的ケアを実施（非常勤学校看護師29名を配置）



栃木県２．医療的ケア児支援のための取組概要

○今後実施を予定または検討している取組

・医療的ケア児対策庁内ワーキングにおいて、引き続き各課事業の情報共有、
連携強化を図る。

・医療的ケア児支援に関する保健・医療・福祉等の情報の一元化及び効果的
な情報提供のあり方について検討する。

・各課における関連研修の実施により、支援関係者の人材育成・確保、多職
種連携を図る。

・市町、圏域毎の協議の場における検討、具体的取組等について、障害保健
福祉圏域調整会議において意見交換を実施し、各地域での取組を促進する。

・医療的ケア児の動向把握、支援施策の評価等を目的として、第2回目の把
握調査を実施する。（第1回調査 平成29年3月）



① 圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたっ
て用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福
祉圏域等）

10圏域（障害保健福祉圏域
数・二次保健医療圏、令和元
年度4月現在）

② 人口 ※人口統計調査結果 1,958,615人（令和元年８
月現在）

③ 医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業
名）

設置未定

④ 医療的ケア児等ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ養成研修修了者数 ２４名（令和元年８月現在）

⑤ 医療型短期入所事業所数 ６箇所(令和元年８月現在)

⑥ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
※往診・訪問診療を行う医療機関数を計上

１９３（平成３１年１月現
在）

⑦ 医療的ケア児に対して入院治療を受け入れる病院
数

１９（H31年1月現在）

⑧ 訪問看護事業所数（うち小児患者に対応できる訪
問看護事業所数）※事業所数H30.9.1現在

323箇所（104箇所：平成
31年1月現在）

⑨ 看護師等を配置している保育所等の割合（数）
→Ｒ１.５.1時点
（うち医療的ケア児に対応できる保育所等数）→
Ｒ１.７厚生労働省調査時点

159／509施設
（うち受入6施設

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療
的ケア児数

１４８名（Ｈ30.5）

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護
師配置数

３５名（Ｈ30.5）

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校における人工
呼吸器を使用している通学生数

２２名（Ｈ30.5）

基礎情報

どのデータが、い
つの時点のデータ
か分かるように記

載願います。１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 群馬県

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組

【患者・家族等への情報提供・相談支援】
・県ホームページ及び「マッピングぐんま」により、小児
在宅に対応可能な医療機関を紹介

【在宅医療提供体制・連携体制の整備】
・小児等在宅医療に関する研修を実施
・医師向け研修
（県立小児医療センター、県小児科医会）
・訪問看護師向け研修（県看護協会）
・地域別の医療的ケア児数の把握
・医療的ケア児等の実数調査を実施
・多職種の顔の見える関係づくり
・多職種向け講演会の開催
・医療的ケア児にかかわる支援者に向けた研修会や事例
検討会）を開催（県立小児医療センター）

【家族のレスパイト支援関連事業】
・医療型短期入所開設支援事業
・要医療重症心身障害児（者）訪問看護支援事業

【教育分野（教育委員会）】
○特別支援学校医療的ケア支援事業
・運営協議会の運営
・教員等研修
・認定特定行為業務従事者養成研修
・事業対象校における研修
・看護師研修

【医療的ケア児支援者養成】
○医療的ケア児等コーディネーター養成研修
・国指定のカリキュラムに加え、研修前に施設見学を行う。
○医療的ケア児等コーディネーターフォローアップ研修



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いて
いる圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

１０圏域

② 人口
7,335,344
人（R1.6）

③ 医療的ケア児数（独自の調査等により把握している場合） ４８６人

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

・埼玉県小児在
宅医療ＷＧ
・埼玉県自立支
援協議会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 ７９人

⑥ 医療型短期入所事業所数
２５か所
（R1.9）

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
２０か所
（H29）

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

１０２か所
（H29）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

28.4%（H28)
（６施設（H29））

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

特支１９７人
小中 ２０人
（Ｈ３０）

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

特支 ４３人
小中 １１人
（Ｈ３０）

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

特支 １０人
（Ｈ３０

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要
埼玉県

○現在実施している取組

（医療整備課）
■小児在宅医療推進事業
①小児在宅医療の担い手の拡大（H26～）
医師・看護師・介護士等に対し、在宅医療を行うために必要な研修を

実施し、地域における小児在宅医療の担い手を拡大する。
②関係機関との連携（H26～）
医療・福祉・教育等の関係機関が合同で症例検討などを行う小児在

宅医療研究会を開催し、関係者の顔の見える関係づくりを行う。
③県医師会との連携（H25～）
小児在宅医療の推進のため、県医師会や周産期医療施設、在宅医

等の関係者による協議を行うための会議などを開催する。
■小児在宅医療ワーキンググループ（H27～）
医療、福祉、教育などの関連分野の連携を図るため、県庁関係各課

及び埼玉医科大学等により構成され、小児在宅医療に関する情報共有
及び意見交換を行う。



２．医療的ケア児支援のための取組概要 埼玉県

○現在実施している取組

（障害者支援課）
■在宅重症心身障害児の家族に対するレスパイトケア事業（Ｈ２７～）
医療的ケアを必要とする重症心身障害児者を在宅で介護する家族の

精神的・身体的負担を軽減するため、対象児者をショートステイ及びデ
イサービスで受け入れた施設等に対し補助を行う。

■医療的ケア児等コーディネーター養成研修（H2９～）
人工呼吸器を装着している障害児等、日常生活を営むために医療を

必要とする状態にある障害児や重症心身障害児等が地域で安心して暮
らしていけるよう、適切な支援を行える人材を養成する。

■医療的ケア児支援体制整備促進モデル事業（Ｒ１～）
医療的ケア児が地域で安心して生活できるよう、放課後等デイ―ビス
等における受入体制を整備する。
・デイサービス受入促進事業
受入に必要となる設備、備品の購入費用の補助
・医療的ケア児支援従事者養成研修
受入に必要となる職員を養成するため喀痰吸引研修費用の補助



２．医療的ケア児支援のための取組概要 埼玉県

○現在実施している取組

（特別支援教育課）
特別支援学校医療的ケア体制整備事業
１ 医療的ケアへの対応（１５校）
○ 肢体不自由特別支援学校、聴覚障害特別支援学校、肢体不自由教育部門
を有する特別支援学校、知的障害特別支援学校において、医療的ケアを実施
する。
○ 他の特別支援学校においては、継続して医療的ケアについて検討を行う。
○ 各校における「ヒヤリハット」について十分な検証を行い、改善を図る。
２ 相談医の配置（１５名）
○ 学校医や主治医とのつながりを深めるとともに、医療的ケアに対する助言等
に当たる相談医の配置体制を整備する。
３ 看護教員、養護教諭、教員の資質向上
○ 医療的ケアの安全実施を確保するために研修内容の充実を図る。
○ 担当教員研修会（第３号研修 特定の者対象 認定特定行為業務従事者）
の工夫した運営を行い、担当教員の養成を図る。

４ ガイドライン等に基づく医療的ケアの実施など
○ ガイドライン、実施要項、細則、実施手順マニュアルに基づく医療的ケアを実
施する。
○ 個別のケース等について検討を行う。



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いてい
る圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）
障害福祉圏域（千葉市圏域含む）

16圏域

② 人口（千葉市圏域含む）R1.8.1千葉県毎月常住人口調査月報 6,278,738人

③
医療的ケア児数（独自の調査等により把握している場合）
H30.４

533人

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

千葉県医療的
ケア児等支援
地域協議会

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数（平成
30年度）

44人

⑥ 医療型短期入所事業所数 R1.8.1 8

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 未調査

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）R1.8.1

418
（121）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）H31.4
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）※保育所…保育
所、保育所型認定こども園、幼保連携型認定こども園

47%(549)
(45)

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児数
H30.5.1

特支 338人
小・中33人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数
H30.5.1

特支 73人
小・中 34人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を使
用している通学生数 H30.5.1

特支 32人
小・中 1人

基礎情報

どのデータが、い
つの時点のデータ
か分かるように記
載願います。１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 千葉県

障害児等支援訪問看護センター事業（県単独事業）

○平成22年11月に「障害児等支援訪問看護センター研究会」を設置。
○医療的ケア児とその家族からの相談対応、訪問看護ステーションが行う訪問看護へ
の助言や技術的支援により、障害児の在宅生活を支援する事業。

小児等在宅医療連携拠点事業（国モデル事業）
○在宅生活の円滑なスタートに向けた支援・取組み（千葉県つながろうマップ(Web上の
資源情報） の作成、サービス活用Ｑ＆Ａパンフレットの作成・配付(5000部)等）

○主要な専門職種の実践力向上への支援・取組み
（訪問看護師育成研修（208名）、相談支援ガイドラインの作成、相談支援専門員研修
（126名）、喀痰吸引研修（118名）等）
○地域ごとの他職種協働支援（チームケア）の実践に向けた支援・取組み
（シンポジウムの開催（110名）、ワールドカフェの開催（40名）、他職種による協働支援
の事例検討会の開催（約100名）、特別支援学校との意見交換（約100名）等）

○医療機関と地域を結ぶための取組み（医師による実践報告会の開催（13名）、医療機
関における一時受入れの支援（3名の小児受入））

平成２３～２５年度

平成２５～２６年度

障害福祉事業課（平成28年までは障害福祉課）の取組み



２．医療的ケア児支援のための取組概要 千葉県

小児等在宅医療連携拠点事業（県単独、基金事業）
■人材育成研修
・訪問看護師育成研修（H30:107名） ＊25～30年度で延べ600名以上受講
・喀痰吸引研修（H28で終了） ＊25～28年度で延べ180名以上受講
・相談支援専門員研修（H28で終了） ＊25～28年度で延べ240名以上受講
・NICU看護師育成研修（H30:16名） ＊29～30年度で延べ50名以上受講
・市町村職員研修（R元:46名） ＊令和元年度新規

■チームケアコンサルテーション（H28）
医療的ケア児等がNICU等から在宅移行に向けた退院支援及び退院後の訪問看護に
対応した研修プログラムを開発。本研修プログラムによりH29NICU看護師研修を実施。
■医療的ケアのある子どもに対する相談支援手引書の作成（H28）
平成25年度に委託事業者等において作成した「医療的ケアのある子どもに対する
相談支援ガイドライン」の改訂版の作成。
■重症心身障害児者及び医療的ケア児者実態調査（H30）
県内の重症心身障害児者及び医療的ケア児者について、氏名、性別、生年月日、住所、

運動機能と知的発達の段階、手帳の取得状況、現在の生活の拠点、就学状況、日常的に
必要な医療的ケアの内容等を調査。
■千葉県医療的ケア児等支援地域協議会（H30～）
医療、保健、福祉、教育等の分野における有識者等で構成され、医療的ケア児等への

支援に関する協議、小児等在宅医療連携拠点事業に対する評価等を行う。

平成２７年度～



２．医療的ケア児支援のための取組概要 千葉県

医療的ケア児保育支援モデル事業【保育対策総合支援事業費補助金】
○保育所等において医療的ケア児の受入を促進するため、市町村が看護師等を雇用し、
保育所等に派遣する経費を助成する。
○補助率 国（間接）1/2、県1/4、市町村（指定都市・中核市を除く）1/4
○補助基準額 7,447千円/実施主体（年額）（※看護師等を配置して医療的ケアを行う場合）
○実施主体（予定） 松戸市、佐倉市、習志野市、浦安市、山武市、匝瑳市

子育て支援課の取組み



２．医療的ケア児支援のための取組概要 千葉県立
特別支援学校

○医療的ケア運営会議の開催 【年２回】
〈運営委員〉
医師（千葉県医師会、学校指導医）、看護師（千葉県看護協会、特別支援学校特別
非常勤講師）、特別支援学校保護者、特別支援学校長、特別支援学校教諭（医療
的ケアコーディネーター、養護教諭）、行政関係者（教育庁教育振興部教職員課、
同学校安全保健課、同特別支援教育課、県総合教育センター、健康福祉部健康福
祉指導課、同医療整備課、病院局経営管理課）

○「千葉県特別支援学校における医療的ケアガイドライン」に示された内容により実施
（必要に応じてガイドラインの見直し及び修正）

○対象児童生徒等の医療的ケアに関する指導・助言を行う医師として指導医の依頼
○校内検討委員会の設置
○特別支援学校に医療的ケアコーディネーターを指名
○特別非常勤講師として看護師資格を有する者を特別支援学校に配置
○看護師研修会の開催【年２回】 （講義・実地研修）
〈受講者〉特別支援学校で特別非常勤講師として勤務する看護師
○特別支援学校医療的ケア実施校連絡協議会の開催【年３回】
〈参加者〉特別支援学校教諭、養護教諭等
○医療的ケア基本研修【年２回】と実地研修
〈受講者〉医療的ケア担当教員



時期 実施内容 担当課

５月・２月（予定） 医療的ケア運営会議 特別支援教育課

５月・１０月・１月
（予定）

特別支援学校医療的ケア実施校連絡
協議会

特別支援教育課

４月・７月・８月
（予定）

特別非常勤講師（看護師）研修会 特別支援教育課

６月・８月（予定） 特別支援学校医療的ケア基本研修
（喀痰吸引等３号研修）

特別支援教育課

３．医療的ケア児支援のための来年度の
スケジュール



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いている
圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

－

② 人口（平成31年4月1日現在） 13,885,101
人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

－

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

東京都医療
的ケア児支
援関係機関
連絡会

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数）
（令和元年8月1日時点）

76名

⑥ 医療型短期入所事業所数（令和元年8月1日時点） 18か所

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
（令和元年6月5日時点）

200か所

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）
（令和元年６月末時点）

229か所

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）（平成31年3月時
点）

割合・数は
不明

30施設

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児数
（平成29年５月１日現在）

特支 711人
小中 34人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数（平
成29年５月１日現在）

特支 233人
小中 19人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を使用
している通学生数（平成29年5月1日現在）

特支 19人
小中 3人

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



医療的ケア児支援のための取組概要 東京都

＜障害福祉分野＞

○ 医療的ケア児の支援のための体制整備
【取組年度】 平成29年度～
【実施主体】 東京都
【目的・内容】
①医療的ケア児支援関係機関連絡会の開催（年３回程度）
医療的ケア児が、心身の状況に応じた適切な支援を受け地域において安心して

生活を営むことができるよう、医療的ケア児の支援に関する保健、医療、障害福
祉、保育、教育等の関係機関の連絡調整、情報交換を図る。
・保健、医療、障害福祉、保育、教育その他の関連分野の有識者及び関係機関職
員で構成

②医療的ケア児支援者育成研修の実施
医療的ケア児の支援に関わる関係機関職員の研修を実施することにより、地域

における医療的ケア児の支援の拡大を図る。

○現在実施している取組



医療的ケア児支援のための取組概要 東京都

＜障害福祉分野＞

③医療的ケア児コーディネーター養成研修の実施
【取組年度】 平成30年度
【実施主体】 東京都
【目的・内容】 医療的ケア児の支援を総合調整する者（コーディネーター）を養
成するための研修を実施し医療的ケア児が地域で安心して暮らしていけるよう体制
整備を図る。

○ 重症心身障害児等在宅療育支援事業の実施
【取組年度】 重症心身障害児を対象として平成22年度から実施。平成29年度か
ら医療的ケア児も対象化。
【実施主体】 東京都
【目的・内容】 NICU等の高度な医療施設に入院している重症心身障害児及び医
療的ケア児が在宅生活に円滑に移行できるよう訪問看護等の早期療育支援を行うと
ともに、安定した在宅生活を継続できるよう地域の訪問看護人材の育成及び関係機
関の連携を図り、重症心身障害児及び医療的ケア児の在宅療育体制の整備の推進を
図る。

○現在実施している取組



＜障害福祉分野＞

○ 重症心身障害児（者）等在宅レスパイト事業
【取組年度】 重症心身障害児(者）を対象に25年度から実施。平成29年度から
医療的ケア児も対象化。
【実施主体】 区市町村（障害者施策推進区市町村包括補助事業で実施）
【目的・内容】 在宅の重症心身障害児（者）に対し、訪問看護師が自宅に出向
いて一定時間ケアを代替し、家族の休養を図ることにより、重症心身障害児
（者）の健康の保持とその家族の福祉の向上を図る。

○ 医療的ケア児訪問看護推進モデル事業
【取組年度】 平成30年度～
【実施主体】 東京都
【目的・内容】 医療的ケア児の訪問看護に取り組む際の障害となっている点へ
の支援や新たに取り組む事業所の参入を促す取組を実施し、医療的ケア児の訪問
看護に対応する訪問看護ステーションの拡大を図る。

医療的ケア児支援のための取組概要 東京都

○現在実施している取組



＜教育分野＞

○ 医療的ケア運営協議会の開催（年３回程度）
【取組年度】 平成17年度～
【実施主体】 東京都
【目的・内容】 学識経験者、保護者、医療関係者、学校関係者等で構成
・医療技術の進歩等に伴う変化を見据え、都立特別支援学校における医療的ケア
に関する様々な課題について継続的に検討

○ 社会福祉士及び介護福祉士法に基づく「第三号研修」の実施（年４回程度）
【取組年度】 平成24年度～
【実施主体】 東京都
【目的・内容】 肢体不自由特別支援学校において、教員等が医療的ケア（特定
行為）の実施者となるための研修を実施
・平成30年度の認定特定行為業務従事者数は教員441人、教員以外146人
（※教員以外の従事者は学校介護職員）

医療的ケア児支援のための取組概要 東京都

○現在実施している取組



○ 全ての都立特別支援学校における医療的ケアの提供体制の構築
【取組年度】 平成29年度～
【実施主体】 東京都
【目的・内容】 肢体不自由以外の都立特別支援学校においても、医療的ケアを
必要とする幼児・児童・生徒が在籍する状況があることから、非常勤看護師
を必要に応じて配置し、医療的ケアを実施

○ 都立特別支援学校における人工呼吸器の管理モデル事業
【取組年度】 平成30年度～令和元年度
【実施主体】 東京都
【目的・内容】 学校看護師を実施者として人工呼吸器の管理を行うことにより、
保護者の付添いなく学校において医療的ケアを安全かつ適切に実施するために必
要な条件について、モデル校１校において検討

○ 医療的ケアを必要とする児童・生徒への通学支援
【取組年度】 平成30年度～
【実施主体】 東京都
【目的・内容】 肢体不自由特別支援学校において、医療的ケアを必要とする
児童・生徒の学習機会を拡充するため、専用通学車両を運行

医療的ケア児支援のための取組概要 東京都

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 東京都

○現在実施している取組

＜医療政策分野＞

○在宅移行支援病床運営事業
【取組年度】 平成22年度～
【実施主体】 東京都
【目的・内容】NICU・GCUと在宅療養の間に、中間病床として在宅移行支援病
床を設置し、在宅療養等に向けた準備等を行うことにより、NICU等長期入院児
の円滑な在宅療養等への移行を促進する。

○在宅療養児一時受入支援事業
【取組年度】平成24年度～
【実施主体】東京都
【目的・内容】NICU等長期入院児の在宅医療中の定期的医学管理及び保護
者の労力の一時支援を行う。



２．医療的ケア児支援のための取組概要 東京都

○現在実施している取組

○小児等在宅移行研修事業
【取組年度】平成24年度～
【実施主体】東京都
【実施内容等】東京都周産期母子医療センター、周産期連携病院における
NICU等入院児の在宅療養への円滑な移行を促進するとともに、在宅移行後の
地域における児の安心・安全な療養生活の実現を図るため、周産期センター等、
その他の病院、診療所、保健所及び区市町村における保健医療従事者に対し、
研修会を実施することにより、NICU等入院児の円滑な在宅移行を担う人材と移
行後に必要な医療、保健サービスを担う人材の確保・育成を図る。

①保健師対象研修
②診療所医師対象研修
③指定二次救急医療機関職員対象研修
④多職種合同研修



２．医療的ケア児支援のための取組概要 東京都

○現在実施している取組

○NICU等入院児在宅移行支援事業
【取組年度】 平成29年度～
【実施主体】 東京都
【目的・内容】NICU等に入院している小児の外泊訓練等を支援する周産期母子
医療センター等や訪問看護事業所に対し経費を補助することにより、NICU等入院
児の在宅療養への円滑な移行及び退院後の安定した生活の継続に資する。

○NICU入院児支援コーディネーター連絡会
【取組年度】平成27年度～
【実施主体】東京都
【目的・内容】NICU入院児支援コーディネーターやその業務を担っている看護師・
助産師・MSW等を対象として、各施設の取組の情報共有や退院支援に関わる資
質向上を図る。



医療的ケア児支援のための取組概要 ○○都道府県
（市）

○ 小児等在宅医療推進部会
【取組年度】 平成29年度～（平成28年度までは小児等在宅医療検討部会）
【実施主体】 東京都
【目 的】 関係部署（障害、難病、小児慢性、母子保健、小児医療、教育等）、関係
機関、区市町村、有識者等による会議を設置し、小児等在宅医療の推進を図る。

○ 小児等在宅医療推進事業
【取組年度】 平成29年度～
【実施主体】 東京都（区市町村への補助事業）
【目的・内容】 区市町村が、地域の実情に応じて小児等在宅医療の提供体制を整備するた
め、関係各部署、関係職種及び関係機関と連携して実施する取組を支援する。

○ 小児等在宅医療推進研修事業
【取組年度】 平成30年度～
【実施主体】 東京都
【目的・内容】 小児医療に関する在宅医向けの研修を以下のとおり実施することで、小児
等在宅医療への参入促進を図る。
・基礎編研修：座学研修により、小児等在宅医療の現状や各種制度等の最新情報を学ぶ。
・実践編研修：小児等への訪問診療を実施している診療所への同行研修により、現場
での動きや小児医療特有の機器の使用方法などを学ぶ。

○現在実施している取組



医療的ケア児支援のための取組概要 東京都

○現在実施している取組

＜保育分野＞

○医療的ケア児支援事業
【取組年度】平成29年度～
【実施主体】区市町村が補助する保育所等
【事業概要】医療的ケアを行う看護師、保健師又は助産師を保育所等に配置
し、医療的ケア児を保育所等で受け入れるための環境整備を図る。（都は区
市町村を通じて補助金交付により支援。）

○医療的ケア児保育支援モデル事業（国モデル事業）
【取組年度】平成３１年度～
【実施主体】区市町村（委託可）
【事業概要】認定特定行為業務従事者である保育士等や看護師、准看護師、
保健師又は助産師を配置し、医療的ケアに従事させることや、保育士等が医
療的ケアを行うために必要な研修受講への支援等の取組を行い、保育所等に
おいて医療的ケア児の受入れを可能とする体制を整備する。



令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

① 圏域数（二次保健医療圏・障害保健福祉圏域） ９圏域（医療）
８圏域（障害）

② 人口（令和元年８月１日 推計値） 9,199,389人

人口密度（同） 3,807人/㎢

世帯あたり人員（同） 2.21人/世帯

③ 医療的ケア児数
→小児在宅医療患者の実態調査（H29年度）
対象：外来で在宅療養指導管理料を算定している18歳以下の患者

総数 1,730件
（回答施設数：39施設）

１．神奈川県の基礎情報（１）
神奈川県ＰＲキャラクター
かながわキンタロウ



神奈川県の二次保健医療圏・障害保健福祉圏域と協議の場

川崎圏域
二次保健医療圏は川崎北部・南部の２つ

④医療的ケア児支援のための協議の場

・神奈川県小児等在宅医療推進会議（H26～）【全県】

・地域小児等在宅医療連絡会議（茅ヶ崎地域Ｈ26年度～、厚木、小田原地域Ｈ28年度～、横須賀地域Ｈ30年度～）【地域】

・保健福祉事務所母子保健担当者会議（H17～）【全県】

・神奈川県慢性疾病児童地域支援協議会（H28～）【県所管域】

・神奈川県障害者自立支援協議会（H18～）【全県】

・神奈川県立特別支援学校医療的ケア支援事業運営協議会（H15～）【全県】

・神奈川県保育対策協議会（H30～）【全県】

・医療的ケア児の支援に関する市町村意見交換会（H27～）【全県】 ・庁内連携会議の設置（H30～）【保健・医療・保育・障がい福祉・教育】

１．神奈川県の基礎情報（２）

・小児等在宅医療連携拠点事業
（平成26年度～）
・養育支援事業
（平成17年度～）
・神奈川県立特別支援学校医療的ケア
支援事業
（平成15年度～）
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１．神奈川県の基礎情報（３）

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数
（平成31年４月１日現在）

11名
（今年度も実施予定）

⑥ 医療型短期入所事業所数
（平成31年４月１日現在）

31件
（うち県所管 10件）

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
(参考値) 在宅療養支援診療所数
（令和元年７月１日現在）

842件

(参考値) 小児に対して訪問診療を行う医療機関数
（平成31年５月現在、県立医療機関の時点情報） 42件

⑧ 訪問看護事業所数
（平成31年４月１日現在） 692件

うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数
（平成31年４月１日現在）

457件
（うち条件次第：197件）

※喀痰吸引３号研修修了者数は、3,899人（前回）⇒ 4,400人（平成31年４月１日現在）



１．神奈川県の基礎情報（４）

⑨ 看護師を配置している保育所の割合（数）
（平成30年4月1日現在）

50施設
（11.9％）

うち医療的ケア児に対応できる保育所数
（平成30年4月1日現在） ３件

⑩
⑪
⑫

公立の特別支援学校及び小・中学校数
（平成30年5月1日現在）

（特支）31校
（小中）505校

在籍数
（平成30年5月1日現在）

（特支）5,966人
（小中）237,349人

医療的ケア児数
（平成30年5月1日現在）

（特支）391人
（小中）31人

人工呼吸器使用通学生数
（平成30年5月1日現在）

（特支）25人
（訪問37人）
（小中）1人

公立の特別支援学校及び小・中学校における
看護師配置校数 （平成30年5月1日現在）

（特支）17校
（小中）20校

平均配置人数
（平成30年5月1日現在）

（特支）2.6人/校
（小中） 1.4人/校



２．医療的ケア児支援のための現在の取組① 神奈川県

障害福祉サービス地域
ネットワーク強化事業
・障害福祉サービス等
地域拠点事業所配置事業

民間保育所健康管理
体制強化事業

訪問看護ステーション

障害福祉サービス
事業所

保育所

地域医療機関

県立こども医療センター 行政

小児等在宅医療連携拠点事業

重度重複障害者等支援
看護師養成研修事業

神奈川県立特別支援学校
医療的ケア支援事業

県立特別支援学校

保健福祉事務所

養育支援事業

医療的ケア児等コーディネーター等
研修事業

医療型短期入所事
業所開設促進事業

医療的ケア児
保育支援
モデル事業

ケア付き通学支援事業



神奈川県小児等在宅医療連携拠点事業（平成26年度～）

２．医療的ケア児支援のための現在の取組② 神奈川県

【小児等在宅医療を進めるための２つの柱】
① 横須賀地域をモデル地域とした取組み ②こども医療センターによる全県的な支援

【本県の課題】

医療技術の発達により、新生児が出産直後に死亡するケースが減り、ＮＩＣＵの長期入院児（１年以上入院）は増加している。また、地域では受入にあ
たり、医師や看護師、介護者の医療的ケアに対する経験不足や緊急時等の連携体制に不安がある。
【事業目的】
ＮＩＣＵを退院し、医療的ケアを必要とする児を保健、医療・福祉・教育・行政が連携をして、地域で支えていく体制をつくること

県総合療育相談センター、
神奈川県総合リハビリ
テーションセンター

・県、地域の会議への参加
・研修協力など

神奈川県 業務委託
神奈川県立こども医療センター

成果報告

○県小児等在宅医療推進会議
○モデル事業の進捗確認

連携・
協力

県在宅医療
推進協議会

【事業イメージ】

連携

連携・支援

うわまち病院
医療提供事業者
横須賀市医師会、よこすか訪
問看護ステーション

医療的ケ
アを必要
とする児

福祉提供事業者
相談支援事業所、入所施設 等

行政 横須賀市各関係部署、児童相談所、療育相談センター など

教育機関
横須賀市立養護学校
保護者代表

支援

支援

支援

＜横須賀地域モデル事業＞

・横須賀地域小児等在宅医療連絡会議による課題の抽出・課題
解決に向けた取組み

＜過去のモデル事業実施地域＞
①茅ヶ崎地域、②小田原地域、③厚木地域

②全県的な支援
○支援者向けの情報提供・相談窓口の設置
○小児在宅医療資源の拡充に向けた医療ケア研修

現行モデル事業実施地域

【実態調査】連携・協力
連携・支援

・県、地域の会議への参加

県内各地域

＜医療的ケア児の支援に係る市町村意見交換会＞
○ 県内全市町村を対象
・ 先進事例共有
・ 県実施事業の説明
・ 県及び市町村間での情報・意見交換

情報共有



重度重複障害者等支援看護師養成研修事業（平成22年度～、一部平成27年度～）

【本県の課題】
医療的ケアが必要な重度重複障害児者への支援ニーズが増加しているが、障害福祉分野における看護に対する
低い認知度や、ケアの特殊性などにより、慢性的に看護師が不足している。
【事業目的】
専門的な技術をもつ看護師の養成確保、人材の定着を図る。
【事業主体・実施形態】
県が主体となり、神奈川県看護協会（平成28年度）への委託により実施

２．医療的ケア児支援のための現在の取組③ 神奈川県

養成研修（平成22年度～）
講義、演習、実習を通し、重症心身障害児者等とそ
の家族に対する理解と必要なケアについて学ぶとと
もに、本人及び家族へのかかわりにおける看護師の
役割等についての研修を実施。

実習（2日間）を含め、10日間程度の研修

普及啓発研修（平成27年度～）
看護学生を含め広く参加者を募り、看護師の就職
先として選択されるよう、普及啓発研修を実施。

各障害保健福祉圏域を基本として、各100名程度
の定員で開催



障害福祉サービス等地域拠点事業所配置事業（平成22・23年度モデル、平成24年度～）
障害福祉サービス地域ネットワーク強化事業（平成27年度～）

【本県の課題】
重度障害者の地域生活にあたり、障害特性により支援が困難なケースに対応した障害福祉サービス事業所が少
なかったり、緊急的に支援が必要なケースに対応できる体制が構築されていなかったりという課題があった。
【事業目的】
支援が困難なケースや緊急的に支援が必要なケースに24時間365日対応できるよう、障害保健福祉圏域ごとに
拠点事業所を配置する。
地域の受皿拡大のため、人材育成（研修等）を行う（現；障害福祉サービス地域ネットワーク強化事業）。
【事業主体・実施形態】
（困難・緊急時支援） 県1/4、市町村1/4、事業者1/2
（人材養成） 県10/10（拠点事業所に対する委託により実施）

２．医療的ケア児支援のための現在の取組④ 神奈川県
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神奈川県立特別支援学校医療的ケア支援事業（平成15年度～）

【事業目的】
県立特別支援学校に在籍する幼児、児童及び生徒の健康の保持増進及び安全な学習環境の整備を図る。
【事業主体・実施形態】
県教育委員会が主体となって要綱等の整備を行い、各県立特別支援学校で医療的ケアを実施

２．医療的ケア児支援のための現在の取組⑤ 神奈川県

県立総合教育センター
[巡回診療型診療所]

担当医

管理医師長
統括

巡回診療医療的ケア

協働連携

県立特別支援学校
[診療所・診療実施場所]



民間保育所健康管理体制強化事業（平成27年度～） ※H31（R元）～拡充

【事業目的】
医療的ケアのニーズが増加している保育所において、児童の健康管理等を図るため。
【事業主体・実施形態】
市町村が実施主体となり、看護師又は保健師を雇用する保育所等に対し、保育士を雇用した場合の経費との差
額を補助する。また、保育所等で受け入れた医療的ケア児を保育するために必要な看護師等の人件費を支援する。
※H31（R元）～医療的ケア児加算を拡充
県は市町村に対して間接補助する。（負担割合： 県1/2、市町村1/2）

２．医療的ケア児支援のための現在の取組⑥ 神奈川県

雇
用
経
費
の
差
額

½補助
定額補助



２．医療的ケア児支援のための取組概要 神奈川県

時期 実施内容 担当課

年度内 【民間保育所健康管理体制強化事業】 次世代育成課

年度内 【医療的ケア児保育支援モデル事業】
保育所等において、医療的ケアを実施する看護師を補助する保育
士等の人件費を補助する（R元年度：茅ヶ崎市・厚木市事業採択）

次世代育成課

年度内 【神奈川県小児等在宅医療連携拠点事業】小児在宅医療の関係機
関での連携体制構築・県立こども医療センターを中心とした事業
（研修、相談窓口、調査）

医療課

年度内
【周産期救急医療対策日中一時支援事業】NICU等長期入院児の
在宅療養中の定期的医学管理及び保護者の労力の一時支援を目
的として、病院の病床確保経費に対し補助を実施する

医療課

年度内 【養育支援事業】各保健福祉事務所・センターで養育支援事業とし
て相談事業等を実施

健康増進課

年度内 【拠点事業所配置事業・ネットワーク強化事業・看護師養成研修事
業】地域の事業所間のネットワーク強化及び医療的ケア児等を支
援する看護師の養成確保

障害サービス課

年度内
6～7回

【喀痰吸引等研修】特定の者を対象に喀痰吸引等ができる第三号
研修を介護職員等に対して実施（今年度同程度受講者数） 障害サービス課

かながわキンタロウ○現在実施している取組



神奈川県

時期 実施内容 担当課

年度内 【医療型短期入所事業所開設促進事業】医療機関や介護老人保健
施設による医療型短期入所事業所の開設支援を行う。

障害サービス課

年度内 【医療的ケア児等コーディネーター等研修事業】医療的ケア児等の
支援を適切に行える者および支援を総合調整できる者を養成

障害福祉課

年度内 【ケア付き通学支援事業】保護者に代わり看護師等を同行させて医
療的ケア児の通学支援を行う市町村（政令市・中核市を除く）に対し
て、通学支援に要する経費を補助

障害福祉課

年度内 【医療的ケア児等支援体制整備事業】医療的ケアを要する障がい児
等に対する支援の充実を図るため、医療的ケア児の実態調査
を行う。

障害福祉課

年度内 【神奈川県立特別支援学校医療的ケア支援事業】県立特別支援学
校に在籍する幼児、児童及び生徒の健康の保持増進及び安全な学
習環境の整備を図る。

特別支援教育課



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

７

② 人口
2,224,833
(R1.8.1)

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

331人（入院児）
641人（在宅療養児）
（H27.10月調査時点）

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

小児在宅医療体制整
備連絡協議会
（H26.12設置）
県自立支援協議会療
育支援部会
（H26.3設置）

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 ９ (H31.4.1)

⑥ 医療型短期入所事業所数 ５ (H31.4.1)

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
15
（H27.10調査時点）

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

134 H30.3月時点
（57 H30.2.28）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

16.0%(97/605)
(H30.4.1)
※内数は未調査

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児数 107 (R1.5.1)

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数 44 (R1.5.1)

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を使
用している通学生数

１ (R1.5.1)

基礎情報１．新潟県の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 新潟県

○現在実施している取組

○未熟児等支援ネットワーク連絡会：H14～
・実施主体：県、保健所

・内容：医療的ケア等が必要な児の円滑な地域移行のため、ＮＩＣＵのある病院、保健所、市町村で情報共有、
支援体制の検討を行う。
○ＮＩＣＵ入院児支援事業：H23～

・実施主体：県 ※大学病院に委託
・内容：ＮＩＣＵに入院している児の地域移行支援を実施。

○慢性疾患児地域支援事業：H26～
・実施主体：県 ※一部業務をＮＰＯに委託
・内容：小児慢性特定疾病児童等及び家族への自立・就労支援

母子保健

○医療的ケア実施体制整備事業：H16～
・実施主体
県教育委員会：県立特別支援学校（H16～）／市町村教育委員会：小中学校、市立特別支援学校

・内容：医療的ケアを必要とする児童生徒等の状態に応じ、学校看護師を学校に配置
教員による補助的ケア（H18～）、認定特定行為（H24～）の実施

教育



２．医療的ケア児支援のための取組概要 新潟県

○現在実施している取組

○医療的ケア児保育支援モデル事業（保育対策総合支援事業費補助金）H30～
・実施主体：市町村
・内容：医療的ケア児が、保育所等の利用を希望する場合、受入れが可能となるよう看護師等の雇上費等に係
る経費を補助する。県内で２市が採択され、公立保育園２園において実施。

保育

○小児在宅医療体制整備連絡協議会：H26.12～
・実施主体：県
・内容：小児在宅医療の現状、実態把握について等

○地域検討会の開催：H29.3～
・実施主体：県
・内容：下越地域における小児在宅医療体制整備について

○講演会等の開催：H27.1、H28.1、H31.1、H31.3
・実施主体：県、県医師会
・内容：小児在宅医療の現状と展望、他県事例紹介（小児在宅情報ネットワークの立ち上げ）等

○実態調査の実施：H27.10
・実施主体：県
・小児科を標榜する医療機関等を対象に、調査時点での受診状況や医療的ケアの内容を調査

○小児在宅医療シンポジウムの開催：H28.10、H30.3
・実施主体：県 ※県医師会、県小児科医会共催
・内容：小児在宅医療の仕組みについて等

医療



２．医療的ケア児支援のための取組概要 新潟県

○現在実施している取組

○医療的ケア児等支援体制整備事業：H30.10～
・実施主体：県 ※療育の中核的・専門機関に委託
・内容：医療的ケア児等が、保健・医療・福祉・教育等関係機関の連携促進により、地域で適切な支援を受け

ることができるよう、医療的ケア児等コーディネーター等を育成する。また、関係機関間の連絡調整及び地域の
支援者への助言、支援者の人材育成を行う専門性の高いアドバイザーを配置する。
○障害者地域生活支援センター事業（障害児等療育支援体制整備事業）：H19～

・実施主体：県 ※当該事業実施センター７センターの内、法人等委託６センター

・内容：障害のある子ども等に対し、身近な地域で適切に療育支援を行うことができる体制の整備を推進す
るため、療育に関する社会資源の点検、療育機関等に対する支援等を行う。
○県自立支援協議会療育支援部会：H26.3～

・実施主体：県
・内容：障害児（者）の療育支援に関することについて、関係機関と協議を行う。

○障害児等療育支援事業：H27～
・実施主体：県 ※直営１ヶ所、法人等委託１ヶ所
・内容：訪問・外来等による療育指導、療育機関に対する支援等

○在宅で生活する重症心身障害児等の実態調査：H27.7～9
・実施主体：県
・内容：在宅で生活する重症心身障害児(者)や医療的ケアを要する児(者)のサービス利用状況等を把握する。

障害福祉



２．医療的ケア児支援のための取組概要 新潟県

○今後実施を予定または検討している取組

医療

〇地域検討会の開催
・実施主体：県

・内容：医療機関等とのネットワークについての検討、患者の生活面でのニーズ（相談対応や短期入所等）へ
の対応
〇小児在宅医療講演会・研修会の開催

・実施主体：県医師会
・内容：医療的ケア児の緊急時初期対応について及び在宅人工呼吸器のデモ



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用
いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

４圏域

② 人口（令和元年８月1日現在） 1,044,105人

③ 医療的ケア児数（独自の調査等により把握している場合） －

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業
名）

富山県自立支援
協議会「重症心
身障害・医療的
ケア部会」

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了
者数

3７人

⑥ 医療型短期入所事業所数（令和元年９月1日現在） ４事業所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 －

⑧
訪問看護事業所数（平成31年３月末現在）
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

71事業所
（40事業所）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）
（平成31年4月1日現在）

36％（70/194か所）

（うち医ケア児対応

2か所）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療
的ケア児数（平成30年５月1日現在）

78人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護
師配置数（平成30年５月1日現在）

22人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工
呼吸器を使用している通学生数（平成30年５月1日現在）

４人

基礎情報

それぞれの項目につ
いて、公表できる最
新の情報を記載

１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

高岡圏域

砺波圏域

富山圏域

新川圏域



２．医療的ケア児支援のための取組概要 富山県

事業者を対象とした重症心身障害児（者）への支援方法や医療的ケアについての研修の実施。

重症心身障害児（者）で医療的ケアが必要な児（者）の受入れに必要な医療備品や施設改修に対して補助を実施。

県において、医療・看護・保健・福祉・教育・保育等の関係者により構成された協議の場をもち、関係者間の情報共有や検討・協
議を進め、支援体制を構築。

国のカリキュラムに基づき支援者及びコーディネーターを養成し、各圏域に配置。」

在宅の医療的ケア児（医療的ケアを日常的に必要とする０～19歳の子ども）の実数や生活状況、ニーズ等を調査し、在宅生活を
支える体制を検討するための基礎資料とすることを目的に実施。

小児在宅医療従事者の育成を目的とした実技研修会の開催に対して補助を実施。

○現在実施している取組

福祉（県障害福祉課）

重症心身障害児（者）等受入促進事業 Ｈ29～

重症心身障害児（者）在宅サービス提供体制整備促進事業 Ｈ24～

医療（県医務課）

医療的ケア児実習研修事業 Ｈ29～

富山県自立支援協議会「重症心身障害・医療的ケア部会」 Ｈ30～

医療的ケア児等支援者及びコーディネーター養成研修 Ｒ１～

医療的ケア児実態調査 Ｒ１



２．医療的ケア児支援のための取組概要 富山県

県型保健所（厚生センター等）にて個別ケア（市町村との同行訪問等）、療養相談会、関係機関との連絡会及び研修会等により
支援を実施。

富山県難病相談・支援センターに自立支援員を１名配置し、各種相談や支援を実施。

専門家等から構成する運営協議会及び校内委員会の設置、学校における的確な医療的ケア体制の点検・管理。

日常的に医療的ケアを必要とする児童生徒が在籍する特別支援学校に看護師を配置。看護師は、医師の指示書及び手順表に
従い医療的ケアを実施。

教員及び看護師等に、医療的ケアに関する知識・技能等の専門的資質向上のための研修を実施。

○現在実施している取組②

保健（健康課）

小児慢性特定疾病の相談・支援 Ｈ26～

長期療養児ケア・ネットワーク事業 Ｈ９～

教育（教育委員会）

特別支援学校医療的ケア体制整備事業運営協議会の設置 Ｈ16～

特別支援学校の教員及び看護師等のための研修の実施 Ｈ16～

特別支援学校への看護師の配置 Ｈ16～



２．医療的ケア児支援のための取組概要 富山県

○今後実施を予定または検討している取組

福祉（県障害福祉課）

○自立支援協議会「重症心身障害・医療的ケア部会」において検討された課題への対応に向けた
取組

○養成した医療的ケア児等コーディネーターのフォローアップ研修等の検討

©富山県



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するに
あたって用いている圏域。例：二次医療圏、
障害保健福祉圏域等）

４圏域
（R1.8.1現在）

② 人口

1,154,008人
（H27.10現在）
出典：平成27年国勢調
査

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

１１９人
（R1.5.1現在）

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、
事業名）

石川県医療的ケア児支
援連絡会

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修
修了者数

０人
（R1.8.1現在）

⑥ 医療型短期入所事業所数
６事業所
（R1.8.1現在）

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療
機関数

小児患者に対応できる
医療機関数：２６機関
（H28.9現在）

基礎情報

どのデータが、い
つの時点のデータ
か分かるように記
載願います。１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

能登北部圏域

能登中部圏域

石川中央圏域

南加賀圏域



⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所
数）

43.3％（161/ 372
か所）
（医療的ケア児に対応
できる保育所数は不
明）
（H31.4.1現在）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校におけ
る医療的ケア児数

９６人
（R1.5.1現在）

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校におけ
る看護師配置数

２６人
（R1.5.1現在）

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校におけ
る人工呼吸器を使用している通学生数

３人
（R1.5.1現在）

基礎情報

どのデータが、い
つの時点のデータ
か分かるように記
載願います。１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

能登北部圏域

能登中部圏域

石川中央圏域

南加賀圏域

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業
所数）

１１７事業所（訪問看
護ステーション数）
（R1.8.1現在）
３７事業所（指定小児
慢性特定疾病医療機関
として指定を受けた訪
問看護事業所数）
（H31.4.1現在）



２．医療的ケア児支援のための取組概要 石川県

【医療分野】
石川県小児医療ネットワーク事業（H22年度～）
実施主体：県（金沢大学附属病院へ委託）
実施内容： ・小児医療の連携体制の強化のための合同検討会を開催。

・H28年10月、小児科医を中心に小児等在宅医療連携推進部会を立ち
上げた。

・R1年度はリハビリ部門研修会を１回、看護部門研修会を１回、教育
部門研修会１回、福祉部門研修会を１回、全体研修会１回を実施予定。

小児等在宅医療連携推進部会構成員
・周産期母子医療センター医師（大学病院を含む）
・障害児入所施設医師 ・ソーシャルワーカー
・在宅医、地域の小児科医 ・相談支援専門員
・特別支援学校 ・県、市町
・県医師会、県小児科医会

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 石川県

【教育分野】
１ 特別支援教育拠点化事業（重度・重複支援）（H15年度～）

実施主体：県教育委員会
実施内容： ・県立特別支援学校に在籍する医療的ケアが必要な児童生徒のうち、

通学している児童生徒に対して必要な医療的ケアを行う看護師の
配置

・介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修（３号研修）を
修了した県立特別支援学校教員による、看護師と連携した医療的
ケアの実施

・県立特別支援学校に勤務する看護師対象の連絡会の開催
・医療的ケア実施特別支援学校における校内安全体制整備

２ 教育支援体制整備事業事業費補助金（切れ目ない支援体制整備充実事業）
特別支援教育専門家等配置 【医療的ケアのための看護師】

（文部科学省直接補助事業）（H29年度～）
実施主体：市町教育委員会
実施内容：公立小・中学校へ看護師の配置を進める

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 石川県

3  医療的ケア指導アドバイザー巡回事業（R1年度～）
実施主体：県教育委員会
実施内容：医療的ケアが行われている県立学校へ指導医並びに指導看護師を医

療的ケア指導アドバイザーとして派遣し、医療的ケア実施体制の充実を
図る

４ 県立特別支援学校における人工呼吸器による医療的ケアを必要とする児童生徒
の通学及び学校看護師の対応のためのガイドラインの策定（気管切開を可とした）

５ 県立特別支援学校における酸素療法による医療的ケアを必要とする児童生徒の
通学及び学校看護師の対応のためのガイドラインの策定

６ 看護師研修会を実施
・看護師と教員、養護教諭を対象とした研修会
・看護師のみを対象とした研修会

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 石川県

【母子保健分野】
１ 小児慢性特定疾病自立支援事業 実施主体：県
（１）相談支援事業（H27年度～）

実施内容：自立支援員や専門医等による相談
（２）地域療養支援事業（H27年度～）

実施内容：患児や家族等の交流会、病気との付き合い方を学ぶ講演会、関係
者向けの研修会、親の会支援等を実施

（３）小児慢性特定疾病地域対策協議会（仮称）（R1年度～予定）
実施内容：地域の支援体制等について関係者で検討する。

２ 健やか妊娠育児強化支援事業（H8年度～）
実施主体：県
実施内容：保護者の同意のもと、医療機関と市町、保健所が連携し、必要に応じ

て入院中から病院訪問を行い、退院後も継続して、訪問、相談支援
等を実施

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 石川県

【障害福祉分野】
１ 在宅障害児等療育相談支援事業（H8年度～） 実施主体：県（社会福祉法人等へ委託）

（１）在宅支援訪問療育等指導事業
実施内容：医療的ケア児を含む障害児（者）やその保護者を訪問し、療育指導、

健康診査を実施
（２）在宅支援外来療育等指導事業

実施内容：医療的ケア児を含む障害児（者）やその保護者が施設に通所し、療
育指導を受ける

（３）施設支援一般指導事業
実施内容：医療的ケア児を含む障害児の通う保育所等の職員に対して療育技

術を指導

２ 心身障害児在宅療育総合支援事業（H16年度～）
実施主体：県
実施内容： ・医療的ケア児を含む在宅障害児等やその家族に対して療育相談を

実施
・各市町母子保健担当者研修会の実施

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 石川県

３ 介護職員等による喀痰吸引等の実施のための研修（３号研修）（H23年度～）
実施主体：県（県社会福祉協議会へ委託）
実施内容：在宅障害児（者）等に対し、痰の吸引等の医療的ケアを行う介護職員

等を養成する。

○現在実施している取組



石川県

【母子保健分野】（健康福祉部少子化対策監室）
＜継続事業＞※再掲

・小児慢性特定疾病自立支援事業

【医療分野】（健康福祉部地域医療推進室）
＜継続事業＞ ※再掲

・石川県小児医療ネットワーク事業

【障害福祉分野】（健康福祉部障害保健福祉課）
＜継続事業＞ ※再掲

・在宅障害児等療育相談支援事業
・心身障害児在宅療育総合支援事業
・介護職員等による喀痰吸引等の実施のための研修（３号研修）

＜令和元年度＞
・医療的ケア児等コーディネーター養成研修の開催

主 催：石川県
期 日：令和２年２月～３月頃
対 象：相談支援専門員、保健師、訪問看護師 等

○今後実施を予定または検討している取組



基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

福井・坂井

奥越
丹南

嶺南

① 圏域数（障害保健福祉圏域） ４圏域

② 人口（Ｒ元.8.1推計） 768,470人

③ 医療的ケア児数（Ｈ30年度福井県実態調査） 119人

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※福井県設置

小児在宅医
療推進協議
会（Ｈ29～）

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 未実施

⑥ 医療型短期入所事業所数（Ｒ元.9.1現在） ３か所

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
（Ｈ３０年度福井県実態調査）

２か所

⑧
訪問看護事業所数（Ｒ元.6.1現在）
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

８６か所
（４５か所）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）H30年度
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

４８/２８２園
（６園）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数（Ｒ元.5.1現在）
(特別支援学校訪問教育１８人、小中学校２人含む)

６３人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数（Ｒ元.5.1現在）（小中学校２人含む）

１５人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数（Ｒ元.5.1現在）

３人



２．医療的ケア児支援のための取組概要 福井県

【長寿福祉課】
○小児在宅医療実践研修会の開催(平成３０年度～）
県医師会と協力をして、在宅医をはじめとした医療従事者を対象にカニューレ
交換等の実技研修。

【障がい福祉課】
○小児在宅医療推進協議会の開催(平成２９年度～）
医療的ケア児の支援の関係機関の連絡調整、情報交換を図る。

○医療的ケア児の実態調査(平成３０年度）
県内医療機関、障害児通所支援事業所（児童発達、放課後等デイサービス）、
短期入所事業所、訪問看護ステーションを対象に調査を実施。

○県内市町でのモデル事業の実施(平成３０年度）
県内市町のうち、モデル地区を選定し、医療、福祉等の連絡体制の構築を検討。

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 福井県

【障がい福祉課】
○重症心身障害児者と家族のための在宅生活サポート事業（平成２７年８月～）
障害児通所支援事業所および短期入所事業所が、医療的ケアが必要な重症
心身障害児者の受け入れを促進するため、受け入れまたは送迎した場合に
補助金を交付

※平成３０年度補助金交付実績
障害児通所支援事業所１４か所、短期入所事業所３か所

○「重症心身障害児（者）の福祉サービス情報ハンドブック」の作成

平成２７年１１月発行、平成２８年１１月改訂

在宅の重症心身障害児者が利用できる福祉サービス等や相談窓口を紹介

市町、障害福祉サービス事業所に配布し、県ホームページにも掲載

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 福井県

【教育庁】

○特別支援学校、小学校に医療的ケア看護師を配置（令和元年度：１１校１５名）

○医療的ケアに関する協議会等の開催
・特別支援学校等の担当者による協議会（年2回：特別支援学校９校、小学校１校、中学校１校）
（内容）・医療的ケア実施に係る手続きの確認、各校での課題等の情報交換
・医療的ケア運営協議会（年２回：８名）
（内容）・医療、福祉、教育、法曹、保護者等の関係者による協議

・医療的ケアの安全な実施のための助言や医行為の判断に係る協議
・人工呼吸器使用等高度医療を必要とする児童生徒の通学に向けた
受入体制の整備に係る協議
・医療的ケア実施ガイドライン策定に係る協議

○医療的ケア指導医等による巡回指導、研修等の実施
・医療的ケア指導医（主治医含む）によるケア実施場面の観察、指導・助言
・医療的ケア指導医、ＰＴ・ＯＴ等を招聘した教職員対象の校内研修
・主治医、学校看護師、保護者、関係機関を交えた校内ケース会議

○医療的ケア（特定行為従事者）研修の開催
特別支援学校教員等を対象とした第３号研修：平成３０年度受講者２３名）

○医療的ケア看護師研修の開催
学校看護師を対象としたアンビューバック使用についての研修（予定）

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 福井県

【障がい福祉課】

○各種人材育成研修の実施
・医師向け研修
医療的ケア児の受診に興味や意欲のある医師を対象に啓発研修や、県在宅医療サポートセンターに
よる実地研修を行う。

・看護師向け研修
医療的ケア児への看護を希望する看護師を対象に、専門看護師による座学研修、モデル人形を用いた
実技研修、病院での実地研修を行う。

・コーディネーター養成研修
相談支援事業所等で医療的ケア児への支援を総合調整するコーディネーターの役割を希望する職員を
対象に、国のカリキュラムに基づく研修を行う。

・支援者養成研修
事業所、保育所、放課後デイ、学校等で医療的ケア児の支援を希望する職員を対象に、国のカリキュ
ラムに基づく研修を行う。

○今後実施を予定または検討している取組



① 圏域数（障害福祉圏域） 4

② 人口 812,741人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

91人
(H31.4.1)

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業
名）

山梨県医療的ケア児者
支援検討会議

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了
者数

0人
(R1.9.1）

⑥ 医療型短期入所事業所数 4事業所(R1.9.1)

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関
数

病院2以下、診療所2以
下(H29年度)

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所
数）

55箇所（内数不明）
※1(R1.8.1)

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

45施設
（H31.4.1）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医
療的ケア児数

特別支援学校56人
(R1.5.1)

小・中学校2人(R1.5.1)

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看
護師配置数

12人
(R1.5.1)

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人
工呼吸器を使用している通学生数

１人
(R1.5.1)

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

全圏域を対象として
医療的ケア児(者)支援の
体制整備を進めています

※１ 小児慢性特定疾病児が利用している訪問看護ステーションの数 １２箇所



山梨県

１．山梨県医療的ケア児者支援検討会議（H30.11月設置） 【年２回程度】

障害福祉課

医療的ケア児者が安心して地域で暮らせるよう、保健、医療、教育、保育、障害福祉等の関係者により構成さ
れた支援検討会議を開催し、関係機関等が連携を図りながら課題を共有し、適切な支援のあり方について協議
を進め、全県での支援体制を検討する。

[協議内容]
①医療的ケア児者支援における課題の整理 ②関係機関等の取組状況や課題の整理
②関係機関等の連携体制や支援のあり方についての検討 ④その他、支援の為に必要と認める事項

県内の医療的ケア児者数を把握するため、実態調査を実施した。

２．医療的ケア児支援のための取組概要

○現在実施している取組①

２．山梨県障害者自立支援協議会重症心身障害児者部会（H28.4月～）

地域自立支援協議会からの要望を受けて、医療・福祉・支援学校・市・保護者などの関係者が一同に集まり、
医療的ケアを必要とする障害児者への支援に関する課題を検討し、その結果について取り組みを実施している。

各市町村における地域生活支援事業にかかる実態調査

医療的ケア児者の受け入れをしている機関において、今後医療的ケア児者への支援に携わる見込みのある者（主に看護
師、事業所職員）を対象とした重症心身障害児者の支援者研修

【構成員】
学識経験者、地域療育コーディネーター（※１）、圏域マネージャー（※２）
※１ 地域療育コーディネーター：地域で相談、関係機関との連絡調整等を行う者
※２ 圏域マネージャー：障害保健福祉圏域毎に地域のネットワーク構築に向けた指導・調整等を行う者

【オブサーバー】
医療従事者、障害児通所施設関係者、相談支援事業従事者、障害者の保護者、
特別支援学校教員、地域自立支援協議会事務局（市役所福祉行政担当者）



２．医療的ケア児支援のための取組概要 山梨県

障害福祉課

３．重症心身障害児（者）関係機関連絡会

４．介護職員等医療的ケア研修事業 （H24.4月～）

県内における重症心身障害児者に関わる事業者が、支援内容を向上させることを目的として、研修及び
情報交換を行っている。

障害児者の支援に携わる介護職員等がたんの吸引、胃ろう又は腸ろうによる経管栄養等の医療行為
を行うための研修を実施している。

【実施主体】 第１、２号（不特定の者）対象：健康長寿推進課
／第３号（特定の者）対象：障害福祉課

○現在実施している取組②

５．医療的ケア児等支援者養成研修

医療的ケアが必要な障害児者に対する支援の質の向上を図るため、医療関係者及び福祉関係者を対
象とした研修会を実施している。（平成29.30年度は、自立支援協議会重症心身障害児部会において開催）

研修期間（予定） 令和元年10月17日、18日

【事業実施団体】相談支援ネットワークやまなし



２．医療的ケア児支援のための取組概要 山梨県

障害福祉課

６．医療的ケア児等コーディネーター養成研修 （令和元年度～）

医療的ケアを必要とする重度障害児者等の支援を総合調整する、医療ニーズとともに福祉支援の両面
に精通したコーディネーターの育成を目的に、相談支援専門員、保健師や訪問看護師等を対象に、重症
心身障害に関する専門知識や支援のスキルを習得するための研修を実施する。

研修期間（予定） 令和元年10月17日、18日、12月4日、5日（計4日間）
定員 40名

○現在実施している取組③

【事業実施団体】相談支援ネットワークやまなし



２．医療的ケア児支援のための取組概要 山梨県

高校改革・特別支援教育課（県教育委員会）

７．インクルーシブ教育推進事業 （H28.4月～）

・ 「インクルーシブ教育システム連携推進会議（医療・福祉・労働・教育）」（年２回）および専門部会として
「医療的ケア運営部会（協議会）」（年３回）を開催する。
・ 医療的ケアを必要とする児童生徒が通学する特別支援学校へ看護師（１２名）を配置している。
・ 学校における医療的ケアの確認・実施・体制整備を図るため、各学校に「医療的ケア検討委員会」を
設置している。（実施校５校）

８．医療的ケアに係る研修事業 （H25.４月～）

・ 県教育委員会が「登録研修機関」となり、特別支援学校教員を対象とし、認定特定行為業務従事者の
認定に向け、基本研修・実地研修を実施している。また学校看護師を対象に指導看護師養成講習を
実施している。

・ 特別支援学校に配置した学校看護師、養護教諭を対象とした専門研修を実施している。

９．巡回医療相談指導医を委嘱（18名） （H17.４月～）

○現在実施している取組④



２．医療的ケア児支援のための取組概要 山梨県

健康増進課

１０．小児慢性特定疾病児童等自立支援事業 （H22.4月～）

慢性的な疾病で長期にわたり療養を必要とする小児慢性特定疾病児童等及びその家族の相談に応じ、
必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機関との連絡調整等を行う。

１．長期療養児等療育相談事業 （H22.4月～） 【実施主体】保健所
（１）療育相談指導事業（遺伝相談含む）
①療育相談事業
②巡回相談指導事業
③遺伝等専門相談事業

（２）ピアカウンセリング、交流会、学習会
（３）支援関係者連絡会議

２．自立支援員による支援 （H27.4月～） 【委託先】県看護協会
（１）自立支援に向けた支援策の利用計画の作成・フォローアップ
（２）関係機関との連絡調整等
（３）長期療養児等療育相談事業との連携

○現在実施している取組⑤



２．医療的ケア児支援のための取組概要 山梨県

子育て政策課

市町村が保育所等に看護師等を配置する場合に要する経費の１／２を助成する。

保育所等に看護師が配置されれば、当該施設の体調不良児に対応できる他、医療的ケアが必要な
児童への対応も可能となる。

１１．やまなし子育て安心保育推進事業費補助金 （H29.4月～）

○現在実施している取組⑥



２．医療的ケア児支援のための取組概要 山梨県

・ 県における協議の場である「山梨県医療的ケア児者支援検討会議」において、関係機関の連
携体制や支援のあり方について引き続き検討・協議を進める。

・ 医療型短期入所施設の整備促進を図るため、病院等の医療機関と介護保険事業者に対して、
医療的ケア児者に対する報酬上の評価などについて説明会を実施する。（R元年度開催予定）

・ 医療的ケア児等支援者・コーディネーター養成研修を継続して実施する。

・ 児童福祉法に基づく、小児慢性特定疾病児童等自立支援事業については任意事
業である療養生活支援事業等の実施について、関係機関が協議する場において、現
状把握や課題を整理し、検討する。

○今後実施を予定または検討している取組

障害福祉課

健康増進課



① 圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：障害保健福祉圏域等）

10

② 人口 2,051,465
(R1.8.1)

③ 医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

長野県医療
的ケア児等
支援連携推
進会議

④ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 61
（H31.3.31)

⑤ 医療型短期入所事業所数 16
(R1.8.1)

⑥ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 18
(H27.9.1)

⑦ 医療的ケア児に対して入院治療を受け入れる病院数 45
(H27.9.1)

⑧ 訪問看護事業所数 107
(R1.8.31)

⑨ 看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

9％（51）
（15）
(H27.5.11)

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

246
(H30.5.1)

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

70
(H30.5.1)

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

6
(H30.5.1)

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

H30年度より、各圏域に
おいて、医療的ケア児
等支援連携推進会議
(自立支援協議会等を
活用)を開催し、課題等
について検討・協議を進
めている。



２．医療的ケア児支援のための取組概要 長野県

県及び各圏域において、医療・教育・保育・福祉・行政の関係者により構成された連携推進会議を
開催し、関係者間の情報共有や検討・協議を進め、全県での支援体制を構築

医療的ケア児等の支援に関する庁内での情報共有、検討等を実施

連携会議での助言や圏域コーディネイターの支援や多職種連携の促進等

医療的ケア児数、障がいの状況、必要な医療的ケア、利用サービス内容等の調査を全県で実施

医療的ケア児等への支援者、コーディネーター、地域リーダー医師、地域看護リーダーを養成

医療的ケア児の支援に関する連携会議（H30～）

○現在実施している取組①

医療的ケア児等支援者・コーディネーター等養成研修（H30～）

庁内関係課による連携会議（H28～）

人材育成に関する取組

関係者連携に関する取組

支援体制等に関する取組

スーパーバイザーの配置（H30～）

実態調査の実施（R元～）



長野県

分野 事業名【実施主体】 事業概要
実
年度

福祉
障がい児・者施設訪問看護サービス事業 【市町村】

看護職員加配加算や医療連携体制加算の対象外となっ
ている事業所への看護師派遣や看護師等の配置を補助

H15～

喀痰吸引等研修事業補助金 【県】 第一号、第二号研修の実地研修経費に対する補助 H25～

医療 在宅重度心身障がい児（者）訪問歯科健診等事業 【県】 在宅重度障がい児（者）に対する訪問歯科健診の実施 H19～

保育 医療的ケア児保育支援モデル事業 【市町村】 保育所等の体制整備に対する補助 H30～

教育 医療的ケア体制整備事業（特別支援学校）【県】

担当教員に対する研修事業の実施 H17～

医療的ケア運営協議会の開催 H17～

該当校へ医師等を派遣した研修の実施 H23～
各校コーディネーター間の研修会、情報交換等の実施 H23～

看護師に対する学校現場での研修を実施 H24～

人工呼吸器使用児童・生徒の生活や健康状態への理解
を図るための研修を実施

H28～

摂食指導に係る専門性向上のための研修会を実施 H27～

○現在実施している取組②

法定サービス以外の県独自の取組



取組計画

長野県

目標
現在の取組を継続するとともに、医療的ケア児等に関する現状や課題を把握し、
支援等について検討を進める。

時期 実施内容 担当課

R元年度
下半期

県連携推進会議の開催 障がい者支援課

圏域連携推進会議の開催 各圏域保健福祉事務所

医療的ケア児等支援者・コーディネーター等養成研修の実施 障がい者支援課

R2年度
（予定）

県連携推進会議の開催 障がい者支援課

圏域連携推進会議の開催 各圏域保健福祉事務所

医療的ケア児等支援者・コーディネーター等養成研修の実施 障がい者支援課

随時 庁内連携会議の実施 障がい者支援課

○今後実施を予定または検討している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いている圏域。
例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

5圏域

② 人口（令和元年8月1日時点） 1,990,226人

③
医療的ケア児数（独自の調査等により把握している場合）
（※岐阜県小児・障がい児在宅医療・福祉資源調査（平成26年3月
時点）にて把握した、重症心身障がい児者の数）

―
（676人）

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

岐阜県障がい者
総合支援懇話会
（重症心身障が
い・医療的ケア部

会）

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数
（平成31年3月31日時点）

66人

⑥ 医療型短期入所事業所数 24ヶ所

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
※岐阜県小児・障がい児在宅医療・福祉資源調査（平成26年3月時
点）にて把握した、障がい児対象の医療機関数

86ヶ所

⑧

訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）
※上記の内数ではなく、別途実施した岐阜県小児・障がい児在宅医
療・福祉資源調査結果（平成26年3月時点）による

173ヶ所
（56ヶ所※訪問看
護ステーションに

限る）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）
（平成31年４月１日時点）

15.0%（52施設）
（10施設）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児数
（平成30年5月1日時点）

269人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数
（平成30年5月1日時点）

61人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を使用して
いる通学生数（平成30年5月1日時点）

5人

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

※重症心身障がい児者支援に包括して、筋ジス、ＡＬＳ
患者をはじめ、医療的ケア児の支援を実施しているため、
施策によっては医療的ケアを要しない方々も混在してい
る（以下同じ）。



岐阜県

岐阜県庁岐阜県庁
◎医療福祉連携推進課（小児等在宅医療）

■在宅障がい児者家族支援の推進（レスパイトの充実） ■医療・福祉人材の育成・確保 ■多職種連携・普及啓発の推進

保健医療課（保健）、障害福祉課（障害福祉）、子育て支援課（保健・保育）、特別支援教育課（教育）

重症心身障がい在宅支援センター
み ら い

■相談支援体制の充実
■家族間のネットワークづくり
■看護人材の育成・確保

関係団体・関係機関関係団体・関係機関

・医師会・小児科医会・歯科医師会
・薬剤師会・看護協会・理学療法士会
・岐阜大学・喀痰吸引等登録研修機関 など

保健所
保健センター

福祉事業所
相談支援事業所
児童発達支援事業所
放課後等デイサービス
短期入所・日中一時支援
福祉型障害児入所施設
居宅介護・重度訪問介護
その他の障害福祉サービス など

訪問看護
ステーション

子育て・教育
保育所・認定こども園
幼稚園
小中学校
特別支援学校

福祉事務所福祉事務所
子ども相談センター
市町村（福祉課）

医療機関
三次周産期医療機関
地域中核病院
かかりつけ医
小児科診療所
在宅療養支援診療所

医療型障害児入所施設
医療型短期入所
医療型児童発達支援 など

訪問看護
訪問リハ

通 園
通 学

通院・診療
緊急時対応
入 院
訪問診療
施設入所
レスパイト
通園・療育

相 談
訪 問
家族支援

相 談
サービス
利用

相談支援
通所・療育
レスパイト
施設入所
訪問介護
日中活動

健 診
相 談
訪 問

※重症心身障がい児者支援に包括して、筋ジス、
ＡＬＳ患者をはじめ、医療的ケア児の支援を
実施しているため、施策によっては医療的ケア
を要しない方々も混在している（以下同じ）。

２．医療的ケア児支援のための取組概要
○現在実施している取組



岐阜県の小児・障がい児者医療支援施策

3

（平成２３年度以降）

▽23年度~、☆24年度~、□25年度~、○26年度~、◎27年度~、●28年度~、★29年度~、■30年度~

＜多職種連携・普及啓発＞

＜障がい児者入所施設の整備＞

＜施策立案調査＞

▽『かけはしノート』の活用
◎在宅障がい児者病診連携事業
○障がい児者支援を考える公開連続講座

○圏域版小児在宅医療研究会（西濃圏域）
○東海三県小児在宅医療研究会
□岐阜県小児在宅医療研究会

□小児・障がい児在宅医療・福祉資源調査
○重症心身障がい者入所施設整備調査

○在宅重症心身障がい児者実態調査

＜医療・福祉人材の育成・確保＞

○喀痰吸引等研修の受講促進支援

□重症心身障がい児看護マニュアル

○重症心身障がい児者看護人材育成研修

◎岐阜県小児在宅医療実技講習会
○障がい児者医療学寄附講座

◎小児等在宅医療個別指導事業

●福祉事業所等医療的ケア支援事業費補助金
●小児・障がい児（者）リハビリテーション専門研修

★医療的ケア児等コーディネーター養成研修

＜在宅障がい児者家族支援＞

○専任看護師の確保による短期入所モデル事業

◎重症心身障がい在宅支援センター「みらい」の運営

●短期入所等利用促進体制整備事業費補助金
●在宅重度障がい児者短期入所等支援事業費補助金

★要電源重度障がい児者災害時等支援ﾈｯﾄﾜｰｸの構築

☆岐阜県総合医療センター障がい児施設「すこ
やか」の整備（入所定員30名、うち短期入所3名）

☆希望が丘こども医療福祉センターの再整備
（入所定員50名、うち短期入所最大5名）

■小児在宅移行支援看護人材育成研修

【R1新規】在宅重度障がい児者等実態調査
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予算額予算額県看護協会（委託事業）事業実施団体事業実施団体 R1 : 12,000千円

・在宅重症心身障がい児者の家族や関係機関向け相談窓口を整備（H27.4.10開所）。障がい児看護に知見のある
看護師を雇用し、常勤１名、非常勤３名で運営。特に医療面からの電話や訪問等による相談対応のほか、必要に
応じてサービス調整のための多職種カンファレンス等も実施

・障がい児者の家族が気楽に集まって情報交換する場づくり（H27.2～）や、家族同士をつなぐ機関誌の発行（H27.7
～）、メールやホームページを活用した情報提供サービスを実施

・「みらい」のサテライト拠点として、飛騨サテライト（H30.6、飛騨市）、
中濃サテライト（H31.4、可児市）、東濃サテライト（H31.4、多治見市）を設置

＜平成30年度の実績＞

・ 相談件数 326件（電話176件、訪問111件、来所17件、メール22件）（平成29年度：334件）
サービス利用、就園、進学等に悩む家族、小児在宅に参入したい訪看、医ケアが不安な特支からの相談 など

・ 医療・福祉・教育などのサービス調整カンファレンスの実施 25件
・ 家族交流会 飛騨地区（H30.6：飛騨市 85人参加） 岐阜地区（H30.9：岐阜市 88人参加）

西濃地区（H30.10：大垣市 54人参加） 東濃地区（H30.11：中津川市 109人参加）
中濃地区（H31.3：関市 90人参加）

・ 機関誌発行：（H27.7創刊～）第７号発行（H30.7）、第８号発行（H31.2）
・ 小児訪問看護人材育成研修（Ｈ31.2.24）

重症心身障がい在宅支援センター「みらい」の運営

在宅障がい児者家族支援

相談するところがない、相談支援が
機能しない、親同士の交流で救わ
れたなどの声を聞いたことをきっかけ
に立案。他県の取組も参考に企画。
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在宅重度障がい児者短期入所等支援事業費補助金

岐阜県（補助事業）事業実施団体事業実施団体 予算額予算額 R1 : 18,000千円

・特に医療型短期入所事業所（医療機関）が不足している地域を中心に、重症心身障がい児者に対応可能な看
護師を配置する福祉事業者が重要な受け皿となっている現状を踏まえ、福祉施設が行う短期入所事業、日中一時
支援事業も対象とする。

・重症心身障がい児者と同水準の障がいの運動ニューロン疾患患者（筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）、脊髄性筋
萎縮症（ＳＭＡ）等）を受け入れている事業所もあり、対象として明確に位置づける。

これまでの医療型短期入所事業所に加え、福祉施設へ
の支援を推進し、レスパイトサービスの受け皿の確保を目
指す。

在宅の医療的ケア(たん吸引、経管栄養等)が必要
な重症心身障がい児者が、短期入所事業や日中
一時支援事業を利用できる機会を増やしたい。

事業のポイント

【課題】 【施策の方向性】

＜期待される効果＞

レスパイトサービス
の受け皿の確保事業内容

対象機関 医療機関 福祉施設

対象事業 短期入所事業 短期入所事業・日中一時支援事業

対象者
重症心身障がい児者、運動ニューロン疾患患者（筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）、脊髄性筋萎
縮症（ＳＭＡ）等）、遷延性意識障がい児者のうち医療スコアが１０点以上の超・準超重症児者

医療的ケアの必要な超重症児者・準超重症児者に対して短期入所・日中一時支援を行った
場合に必要となる経費の一部について一定額を補助。

レスパイト（短期入所等）の運営支援



○重症難病患者の入院施設の確保や受け入れ体制の整備等が円滑に行われるよう、難病医療拠点・協力病院

が行う医療機器等の整備に対し助成を実施

【助成対象】

医療機器（人工呼吸器・患者監視装置）の整備 非常用電源装置（非常用発電機・無停電電源装置）の整備

【助成内容等】

・設備ごとに定める基準額の２／３を助成（国：1／3 県：1／3）

人工呼吸器 2,４５２,０００円／1台あたり 患者監視装置 １,5６３,０００円／1台あたり

非常用発電機 ２１２,０００円／１台あたり 無停電電源装置 ４１,１００円／１台あたり

設 備 整 備 の 状 況

○Ｈ３０年度整備実績
総合医療センター・・人工呼吸器 ４台
松波総合病院・・・・・人工呼吸器 ５台

患者監視装置 １０台
可児とうのう病院・・・人工呼吸器 １台
東濃厚生病院・・・・・患者監視装置 ２台
下呂温泉病院・・・・・人工呼吸器 １台

患者監視装置 ３台
○Ｈ３１（Ｒ１）年度整備予定

土岐市立総合病院・・人工呼吸器 １台
患者監視装置 １台

総合医療センター・・・ 人工呼吸器 ２台
羽島市民病院・・・・・ 患者監視装置 ５台
可児とうのう病院・・・・ 人工呼吸器 ２台
下呂温泉病院・・・・・・患者監視装置 ４台
東濃厚生病院・・・・・・患者監視装置 １台

岐阜医療圏・・・ １３
西濃医療圏・・・ ６
中濃医療圏・・・ ５
東濃医療圏・・・ ６
飛騨医療圏・・・ ３

岐阜大学医学部
附属病院

難病医療拠点病院 難病医療協力病院 33

岐阜県における難病医療提供体制

重症難病患者拠点・協力病院設備整備事業
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・岐阜大学障がい児者医療学寄附講座と連携し、医療従事者を対象とした実技講習会を開催。
・令和元年度は、医師、看護師向け実技講習会＋一般向け講演会の２段構成により開催。

講演会：県外医師による基調講演（２題）「病院（小児科）からみた小児在宅医療」、「子育て支援
としての小児在宅医療」

講習会：県内の勤務医、開業医、看護師等を対象に、NPPVマスクフィッティング、気管カニューレ、胃瘻
の交換方法など医療的ケアに関する実践的な講演、講義、実習等を実施

事業実施団体事業実施団体 予算額予算額岐阜大学（委託事業）

岐阜県小児在宅医療実技講習会
準備のプロセスを含
め、県全体のチーム
づくりにも貢献。

医師、看護師、セラピスト向け

R1 : 1,500千円

【平成３０年度】 平成３０年７月２２日 岐阜県総合医療センター（岐阜市）
基調講演：福富 悌 福富医院 院長

「医療からみた岐阜県特別支援学校の医療的ケアの歩みと今後の課題」
参 加 者： ＜第１部：講演会＞受講者129名（医師、看護師、福祉、教育関係者等）

＜第２部：実技講習会＞受講者32名（医師16名、看護師16名）

【令和元年度】 令和元年７月２１日 岐阜県総合医療センター（岐阜市）
基調講演１：中村 知夫 国立成育医療研究センター総合診療部 診療部長

「病院（小児科）からみた小児在宅医療」
基調講演２：田中 総一郎 あおぞら診療所ほっこり仙台 院長

「子育て支援としての小児在宅医療」
参 加 者： ＜第１部：講演会＞受講者142名（医師、看護師、福祉、教育関係者等）

＜第２部：実技講習会＞受講者78名（医師12名、看護師12名等）

医療・福祉人材の育成・確保
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日程：令和元年6月4日～令和2年2月13日
（全１３日、のべ７８時間）

９日間：講義
４日間：施設等における実習（総合病院、診療所、訪問看護ステーション、特別支援学校、

生活介護施設）

受講者：３０名（病院、訪問看護ステーション、福祉施設、保育所の看護師、保健師）

研修概要（令和元年度）

・重症心身障がい児者の在宅支援に重点を置き、訪問看護ステーションや特別支援
学校と連携した実習を組み込むなど、重症児看護に関する年間約80時間の通年型
プログラムによる本格的な専門研修を実施
（H26年度～H30年度の５ヶ年で計152名修了）

岐阜県看護協会（委託事業）事業実施団体事業実施団体 予算額予算額 R1 : 4,000千円

重症心身障がい児者看護人材育成研修

日本重症心身障害
福祉協会の重症心
身障害看護師研修
を参考に、実習重
視でアレンジ

看護師向け
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○日程：平成30年9月12日～平成31年2月21日（計6日間）
3日間：講義（9,10月）

（講師：埼玉医科大学総合医療センター（埼玉県）田村特任教授、
ひばりクリニック（栃木県）高橋院長、在宅ケアセンターあたご（高知県）安岡所長 等）

1日間：実習（各圏域の訪問看護事業所）（11,12月）
2日間：演習（1,2月）

○受講者：15名
（対象者：ＮＩＣＵやＧＣＵを有する急性期医療機関や小児科病棟で指導的立場にある主任看護師等）

○研修内容
・ 医療的ケアが必要な重度障がい児の退院と家族形成支援
・ 小児在宅移行支援に伴う意思決定支援
・ 重度障がい児者の成長・発達に必要な保健・医療・福祉制度
・ 医療的ケアが必要な子どもと家族の生活の場の理解（同行訪問実習）
・ 小児在宅移行支援（教育支援）プログラムの作成

研修概要（平成30年度）

・ＮＩＣＵ等を有する急性期医療機関の主任看護師等を対象に、小児在宅移行支援に必要な知
識の習得や、看護力の向上を図るための実践的な研修を実施

岐阜県看護協会（委託事業）事業実施団体事業実施団体 予算額予算額 R1 : 2,000千円

小児在宅移行支援看護人材育成研修

看護師向け
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小児・障がい児（者）リハビリテーション専門研修

事業実施団体事業実施団体 予算額予算額岐阜県理学療法士会（委託事業）

【平成３０年度実績】
日時：平成31年2月10日～11日
場所：岐阜県総合医療センター
講師：群馬パース大学 中 徹 教授
受講者数：41名
内容：講義と実技を交えた研修会

『活動と参加の評価と介入を中心に』

理学療法士ほかセラピスト向け

・在宅の重症心身障がい児者の家族が今後最も利用したい医療サービスはリハビリ。
・しかし、入口となる小児を対象としたリハビリテーションを学んだ理学療法士等が少ないため、病院等にお
いてもなかなか受け入れが進まない現状にある。

・このため、受入れマインドの醸成に向けて、小児・障がい児（者）を対象としたリハビリテーションに関する
専門研修を実施。

R1 : 500千円

【平成２９年度実績】
日時：平成30年2月11日～12日
場所：岐阜県総合医療センター
講師：群馬パース大学 中 徹 教授
受講者数：43名
内容：講義と実技を交えた研修会

『構造と機能の評価と介入を中心に』
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医療的ケア児等コーディネーター養成研修

相談支援専門員等向け

事業実施団体事業実施団体 予算額予算額岐阜県福祉事業団（委託事業）

【平成３０年度実績】
日 時：平成31年2月14日、15日、3月7日、8日

（計4日間：講義2日、演習2日）
場 所：ひまわりの丘事務棟（関市）
受講者数：36名（修了者：36名）
内 容：講義と演習を交えた研修会

・ 重症心身障がい医療の特徴、具体的な医療的ケア等に関する講義
・ 在宅支援関連施設等の理解、医療・福祉・教育の連携等に関する協議
・ 事例をもとにした計画作成等の演習
・ 事例検討、スーパーバイザーによる計画作成指導等の演習

・医療的ケアを要する重度障がい児者等の支援を総合調整するコーディネーターの育成を目的に、相
談支援専門員等を対象に、重症心身障がいに関する専門知識や支援のスキルを習得するための研
修を実施。

R1 : 1,700千円

【平成２９年度実績】
日 時：平成30年2月15日、16日、3月1日、2日

（計4日間：講義2日、演習2日）
受講者数：31名（修了者：30名）



12

・在宅重症心身障がい児者の支援者のすそ野を広げ、相互に顔の見える関係づくりを進めるために開催。
・全国の小児在宅医療分野で活躍する講師による講演と県内の関係者による事例発表を実施。
・H26年2月に第1回目を開催し、これまでに９回開催。参加者数はのべ約2,300名。家族も多数参加。
愛知県、三重県、滋賀県、静岡県等、県外からの参加者も増加中。

【第９回】
平成３０年１２月９日 岐阜県立看護大学
テ ー マ：小児在宅医療における地域連携支援について
基調講演：土畠 智幸 生涯医療クリニックさっぽろ 院長
シンポジウム：岐阜県内の様々な取組み、総合討論
参 加 者： 約２００名

事業実施団体事業実施団体 岐阜県（県直轄） R1 : 1,000千円予算額予算額

岐阜県小児在宅医療研究会

多職種連携・普及啓発

小児・障がい児者医療
支援施策への取組を
目に見える形にすること
がもう一つの目的。

【第８回】 ※H29年度は、東海三県研究会として実施
平成３０年２月１０日 じゅうろくプラザ
テ ー マ：地域における小児・障がい児者の在宅支援と今後の展望
基調講演：島津 智之 熊本再春荘病院 小児科医長
シンポジウム：東海三県内の様々な取組み、総合討論
【第７回】
平成２８年１２月１８日 岐阜県立看護大学
テ ー マ：ＮＩＣＵから広がる支援の輪～在宅児Ａちゃんのケースから～
基調講演：紅谷 浩之 オレンジホームケアクリニック代表
シンポジウム：Ａちゃんを支える多職種の取組み、総合討論
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・障がい児者医療に携わる医師、看護師、理学療法士等を講師に、医療・福祉関係者や県民が障がい児者支援を考
えるための公開連続講座を平成26年度から開催（平成26年度：全11回、1,293名参加、平成27年度：全8回、
1,527名参加、平成28年度：全6回、936名参加、平成29年度：全6回、1,056名参加）

・平成30年度は、8月から平成31年1月まで毎月１回開催：全6回、参加者のべ917名

事業実施団体事業実施団体 岐阜県（直轄事業） 予算額予算額

＜令和元年度のプログラム＞

第１回（８月） 障害福祉分野における医療的ケア児等支援施策の動向について
刀根 暁 氏（厚生労働省 障害福祉課 障害児・発達障害者支援室 障害福祉専門官）

第２回（９月） 障がい児の視機能検査の実際
矢ヶ﨑 悌司 氏（日本弱視斜視学会 副理事長）

第３回（10月） 重症心身障害児および医療的ケア児とその家族に対する生活支援 ～こたえていく かなえていく～
伊藤 順幸 氏（(一社)オレンジキッズケアラボ 保育士）

第４回（11月） 発達障害のある子の育ちと育みの支え ～医療の役割を考える～
岡田 俊 氏（名古屋大学医学部附属病院 親と子どもの心療科 准教授）

第５回（12月） 子供たちの今と未来を支える社会資源作り
岡本 久子 氏（(社福)くるみ 理事長）

第６回（１月） 病気や障がいのある子どもの「きょうだい」を応援する ～子どもが「子ども」でいられるように～
清田 悠代 氏（ＮＰＯ法人しぶたね 代表）

障がい児者支援を考える公開連続講座

R1 : 700千円
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○調査期間：令和元年（2019年）6月1日～令和2年（2020年）2月29日
（調査時点：令和元年（2019年）6月1日時点）

○調査対象者
（１）岐阜県、岐阜市が保有する身体障害者手帳取得者情報と、岐阜県が保有する療育手帳取得者情報を

もとに以下の方々を対象とする。
① 身体障害者手帳１級又は２級を持つ２０歳未満の方
② 身体障害者手帳３級、４級、５級、６級又は７級を持つ７歳未満の方
③ 療育手帳Ａ１、Ａ２、Ｂ１又はＢ２を持つ７歳未満の方
④ 身体障害者手帳１級又は２級（肢体不自由のうち体幹・下肢・移動機能）かつ療育手帳Ａ、Ａ１

又はＡ２を併せ持つ２０歳以上の方
（２）岐阜県教育委員会、各特別支援学校が保有する医療的ケアが必要な幼児児童生徒情報をもとに該当

する方々を対象とする。
（３）岐阜県、岐阜市が保有する小児慢性特定疾病の認定情報をもとに該当する方々を対象とする。
（４）(１)、(２)、(３)の調査対象者と同等の障がいの状態であると考えられる方も対象とする。

調査概要

・県内に在住する在宅の重度障がい児者等（医療的ケア児を含む）の生活実態や支援ニーズを把
握し、今後の支援策等の充実に向けた基礎資料とするため、実態調査を実施する。

岐阜県看護協会（委託事業）事業実施団体事業実施団体 予算額予算額 R1 : 4,800千円

施策立案調査
【R1新規】小児在宅重度障がい児者等（医療的ケア児を含む）実態調査
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○今後実施を予定または検討している取組

時期 実施内容 担当課

令和２年度通年
・重症心身障がい在宅支援センターみらいの運営
・現在医療型短期入所事業所が手薄な地域を中心として、
インセンティブとなる補助制度の活用により、レスパイトの受け
皿（事業所、ベッド数、利用頻度等）を拡充
・レスパイト、訪問看護など、重度障がい児者（医療的ケア
児）の在宅生活に必要なサービスの担い手となる医師、看
護師、セラピストのほか、痰吸引・経管栄養管理に対応でき
る介護職員や在宅支援を総合調整するコーディネーター等
の育成・確保に向けた研修等を実施
・医療・福祉・教育等の関係者を対象とした研究会の開催、
小児等在宅医療の普及啓発・多職種連携の促進に向け
た事業を実施
・障がい者総合支援懇話会（重症心身障がい・医療的ケ
ア部会）の開催（医療・福祉・教育・保育・保健・行政等
の有識者・関係機関における現状や課題の共有、連携の
促進。年2回程度）

医療福祉連携推進課
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時期 実施内容 担当課

令和２年６月～
令和３年１月（年３
回）

令和２年度医療的ケア運営協議会 特別支援教育課

令和２年７月下旬予
定

令和２年度医療的ケア看護講師研修会 特別支援教育課

令和２年８月上旬予
定

医療的ケア専門研修
～（仮）特別支援学校における医療的ケアの実際～

教育研修課
（特別支援教育課）

令和２年８月・１１月
（年２回）

医療的ケア担当者会 特別支援教育課



清水町

三島市

函南町熱
海
市

伊東市

長
泉
町

裾野市

浜松市

川根本町

磐田 市

掛川市

菊川市

牧之原市

御前崎市

森町 伊豆市

沼津市

伊豆の国市

東伊豆町
西伊豆町

松崎町

南伊豆町

下田市

河津町

静岡市

富士宮市

島田市

富士市

焼
津
市

吉
田
町

御殿場市

小山町

袋井市

藤枝市

湖西市

富士 

静岡 

西部 

賀茂 

熱海伊東 

駿東田方 

中東遠 

志太榛原 

 

① 圏域数 ８圏域

② 人口 2,157,860人（推計人口）【R1.８.１現在】

③ 医療的ケア児数（独自調査等により把握している場合） 統計データなし

④ 医療的ケア児支援のための協議の場 ※県又は政令市設置のもの 重症心身障害児（者）在宅支援推進連絡調整会議

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 85人

⑥ 医療型短期入所事業所数 ６箇所【H31.４.１現在】

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 統計データなし

⑧ 訪問看護事業所数（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）
126箇所【Ｒ１.８.１現在】
（小児対応 82箇所）【H30.6調査結果（廃止等差引後）】

⑨
看護師を配置している保育所の割合（うち医療的ケア児に対応できる保
育所数）

統計データなし

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児数 313人【H30.5.１調査時点】

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数 51人【H30.5.１調査時点】

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を使用している
通学生数

５人【Ｈ30.5.１調査時点】

基礎情報 （県内政令指定都市を除く）

１．県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

静岡県
県内全ての圏域において、体制整備を進めている



２．医療的ケア児支援のための取組概要 静岡県

県重症心身障害児者在宅支援ネットワーク

重症心身障害児者在宅支援推進連絡調整会議
（県自立支援協議会重心部会）

重心施設関係者、親の会、医療関係者、学識関係者、行政関係者等で構成

圏域自立支援協議会重心部会（児童部会）（８圏域）

○現在実施している取組



事業名 事業内容 R1予算

障害児者ライフサポ
ート事業費助成

障害福祉サービスを補完し、地域ニーズに合っ
たきめ細かいサービスを実施する市町に対し
て助成
○重心単価を拡充
・ヘルパー派遣、短期入所、デイサービス
○重心利用に係る補助限度額の加算

1４，０００

在宅重症心身障害児
（者）等利用施設医療
支援事業費

医療的ケアが必要な重症児者が利用する通所
施設等において看護師配置を促進
○通年利用型（年間を通じて受入）
○スポット利用型事業所（定期的又は一時的
に受入）

３，４２６

難病患者介護家族リ
フレッシュ事業費助成

家族の介護負担の軽減のため、在宅及び学校で訪問看護を提供する
市町に対して助成
○在宅支援事業
（診療報酬に基づく訪問看護に引き続き行う滞在型の訪問看護）
○就学支援事業
（登下校時や在校時における医療的ケアに要する経費）
実施主体 各市町
負担割合 患者：市町：県＝１ ： ４．５ ： ４．５
H30実績 県内17市町で実施 件数362件

８，５００

１．サービス資源の開発と活用－１

単位（千円）



１．サービス資源の開発と活用―２

区分 内容

事業名
在宅重症心身障害児者短期入所利用確保事業費助成（Ｈ２９
年度～）

目的

在宅重症心身障害児者の生活支援のため、保護者のレスパイ
トを目的とした医療機関における重症心身障害児者の短期入
所を促進する助成制度を創設する。あわせて、医療機関に専門
家を派遣するなど開設支援を行う。

事
業
内
容

短期入所

助成

入院診療単価と医療型短期入所に係る報酬との差額を補助

○補助率－県１／２、市町１／２

開設支援
医療型短期入所事業所の開設を希望する医療機関に対して開
設支援、受入支援を行う専門家を派遣

整備促進 医療機関等への働きかけ、制度啓発

Ｒ１予算 ２，０００千円



２．在宅重症心身障害児者を支援する人材の養成―１

区分 対象者 内容

看護従事者研修
重心関連施設、訪問看護ステージョン及び医
療機関等に勤務し、重症児者の医療的ケアを
行っている（予定のある）看護師

講義 １日

実習 １日

介護従事者研修
重症児者の介護を行っている（予定のある）障
害児者関連施設に勤務する福祉・介護職員及
びホームヘルパー

講義 １日

実習 １日

単位（人）

区分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 計

看護 ７２ ６９ ５５ ４７ ５２ ５０ ５９ ７０ ５６ ５３０

介護 ９３ ６１ ５６ ５４ ６０ ６２ ５０ ４８ ３７ ５２１



２．在宅重症心身障害児者を支援する人材の養成―２

区分 内容

事業名 在宅重症心身障害児者対応多職種連携研修事業（Ｈ２９年度～）

目的
地域において医療及び福祉の専門職が連携して在宅重症心身障害児
者の支援にあたることができる人材養成研修を実施する。

対象者 医師、看護従事者、介護従事者、ケアマネジメント従事者

研修内容
・圏域単位で実施（県内８会場）

・多職種が合同でケーススタディ等を実施して連携方法を学ぶ



２．在宅重症心身障害児者を支援する人材の養成―３

区分 内容

事業名 医療的ケア児等コーディネーター養成研修事業（Ｈ３０年度～）

目的
医療的ケア児等が地域で安心して暮らしていけるよう、医療、福祉等の
各種支援を総合的に調整する医療的ケア児等コーディネーターを要請
する研修を実施する。

対象者
相談支援専門員、保健師、訪問看護師等、今後地域においてコーディ
ネーターの役割を担う予定のある者

研修内容
講義 ７時間×２日間

演習 ７時間×２日間



○医療的ケア児の移行期医療について、難病における神経系の分野別拠点病院へ
県立こども病院から紹介し、成人（18歳以上）になっても在宅診療所と連携して
フォローしていく体制づくり

静岡県

○今後実施を予定または検討している取組



① 圏域数 １１（令和元年９月１日現在：障害保健福祉圏域）

② 人口 ７，５５２，３１０人（令和元年８月１日現在）

③ 医療的ケア児数（独自の調査等により把握している場合） 未把握（令和元年度に調査実施中）

④ 医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

■愛知県障害者自立支援協議会医療的ケア児支
援部会
■各障害保健福祉圏域会議（１１圏域（名古屋市を除く））
■医療的ケア連絡協議会（教育委員会所管）

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 107人（平成３０年１１月末現在）

⑥ 医療型短期入所事業所数 １３事業所（平成３１年４月１日現在）

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 １，５０５箇所
（平成２７年度「訪問診療を実施している診療所・
病院の数」うち、医療的ケア児に対して訪問診療
を行う医療機関数は把握していない）

⑧ 訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

７４６箇所（令和元年８月1日時点）
うち、重症心身障害児者の対応訪問看護事業所
370箇所（平成28年9月時点:愛知県医療療育総
合センター調べ）

⑨ 看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

２５．３５％（２１６園）うち２７園
（平成３１年４月１日現在）※名古屋市除く

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児数 ３８０人（平成３０年５月１日現在）※名古屋市除く

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数 １０４人（平成３０年５月１日現在）※名古屋市除く

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を使
用している通学生数

２０人（平成３０年５月１日現在）※名古屋市除く

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 愛知県

○現在実施している取組

＜障害分野＞
○医療的ケア児等コーディネーター養成研修
〔開催日〕令和元年10月28日～29日及び11月19日～20日の４日間

〔内容〕医療・療育・教育現場の支援者が、個々の疾患特性や行動特性に合わせた支
援方法について理解を深める。
〔参加者〕100名程度(各市町村から推薦を受けた者１～２名。)
〔事業開始年度〕平成30年度
〔30年度実績〕研修修了者107人（相談支援専門員、保健師、保育士、看護師等）

◯医療的ケア児者実態把握調査
〔概要〕県内における医療的ケア児者の概数及び困りごとや施策ニーズを把握
〔時期〕（一次:実数調査）平成31年4月～令和元年7月

（二次：実態調査）令和元年8月～令和2年3月
〔備考〕名古屋市と合同で調査を実施

○重症心身障害児・者短期入所利用支援事業

・重症心身障害児・者の短期入所を行う県内指定事業者（病院及び診療所を除く）に対
し短期入所の支給決定を行った市町村が、短期入所事業の運営にかかる費用を補助
した場合、市町村が支出した経費の一部を補助する。



２．医療的ケア児支援のための取組概要 愛知県

(医療介護総合確保基金事業・愛知県医療療育総合センター主催)
○遺伝療育講演会
〔開催日〕令和元年12月7日(土）

〔内容〕医療・療育・教育現場の支援者が、個々の疾患特性や行動特性に合わせた支
援方法について理解を深める。
〔参加者〕100名(内訳：障害児者の在宅医療にかかわる医師、看護師、リハビリスタッフ、
教員、療育福祉関係者など)

○重症心身障害児(者）医療療育推進講演会
〔日時〕令和元年7月13日（土）
〔内容〕重症心身障害児者が地域で安心して生活できるよう、支援者として必要な知識、
情報を提供し、在宅生活・在宅支援の充実を図る。
〔参加者〕80名(内訳：重症心身障害児(者)短期入所利用支援事業指定事業者、生活
介護・通園施設等関係施設の職員、県障害者相談支援アドバイザー)



２．医療的ケア児支援のための取組概要 愛知県

(医療介護総合確保基金事業・愛知県医療療育総合センター・名古屋大学障害児(者)
医療学寄附講座との共催)
○第６回東海三県小児在宅医療研究会（第8回あいち小児在宅医療研究会）
〔開催日〕令和2年2月9日（日）

〔内容〕東海三県の小児期発症の発達の障害のある児(者)の在宅医療体制の拡充を図
るため、小児在宅医療の関係者が一堂に会した研究会を実施することにより、相互に
理解を深めて、小児在宅医療の推進に寄与することを目的とする。
テーマ「小児在宅のこれから、新しい潮流」 基調講演・シンポジウム・総合討論

〔参加者〕400名(内訳：病院小児科・新生児科・救急担当科等の勤務医、小児在宅医療
に関心のある診療所医師、看護師、理学・作業療法士、教員、研究者、療育福祉関係
者など)

○重症心身障害児（者）関係施設等職員実践基礎研修（介護職コース）
〔開催日〕令和元年6月22日（土）
〔内容〕重症心身障害児者への理解を深め、医療と生活支援について講義と実践を通
して学び、介助技術の向上を支援する。
〔参加者〕20名(内訳：県内の重症心身障害児者に関心のある関係施設の介護職員)



２．医療的ケア児支援のための取組概要 愛知県

○重症心身障害児（者）関係施設等職員実践研修（看護職コース）

〔開催日〕令和元年10月26日（土）
〔内容〕福祉施設で勤務する看護師が、重症心身障害児・者の医療について理解を深
め、地域で生活する障害者へ安全、安心な支援ができるよう看護技術向上を支援する。

〔参加者〕20名(内訳：重症心身障害児(者)を受け入れている病院、関連施設等の看護
師)

○重症心身障害児(者）の呼吸ケア研修
〔開催日〕令和元年11月24日（日）
〔内容〕重症心身障害児(者）の医療を行う上では、呼吸ケアの知識・技術が必要となる
ため、呼吸障害の病態生理とそれらに対する治療法や対象法を学ぶことで、理解を深
めスキルアップを図る。
〔参加者〕41名(内訳：障害児者医療・在宅医療に関わる医師、看護師、訓練士)

○重症心身障害児（者）看護研修［特別支援学校向け］
〔開催日〕令和元年7月26日（金）〔内容〕特別支援学校において医療的ケアを必要とす
る児童生徒は年々増加しており、安全を確保しケアを提供することが求められています。
安心して学校生活が送れるよう医療的ケアに関する知識を習得する。
〔参加者〕50名(内訳：医療的ケアを必要とする児童生徒を支援する教諭・看護師・養護
教諭・栄養教諭・栄養士・介護職員など)



２．医療的ケア児支援のための取組概要 愛知県

○重症心身障害児(者）看護研修[訪問看護ステーション向け]
〔開催日〕講義①令和元年8月25日（日）実習②8月26日（月）③8月27日（火）④8月28日
（水）のいずれか1日
〔内容〕小児の在宅人工呼吸器装着患者等のケア（観察と援助）と、その家族への関わ
り方を学び在宅での訪問看護に活かせるように支援する。講義及び実習

〔参加者〕講義82名 実習18名（各日6名×3回）(内訳：訪問看護ステーションに勤務す
る看護師)

○重症心身障害児者療育ネットワーク会議
〔日時〕令和元年7月13日（土）
〔目 的〕・医療ケアの必要な短期入所利用者・在宅困難者を受け入れるために、愛知
県内の施設が分担・協力してセーフティーネットを築き、在宅の家族をサポートする。
・愛知県内の重症心身障害児者を支援するために関係施設等の協力体制をつくり、医
療療育を充実させる。 ・医療従事者の育成、研修活動の推進を図る。
〔構成員〕愛知県医師会 名古屋大学医療学寄付講座 県内重症心身障害児者関係
施設・病院・診療所・愛知県・名古屋市 医療療育総合センター



２．医療的ケア児支援のための取組概要 愛知県

○重症心身障害児者療育ネットワーク実務者会議(相談支援担当者）
〔開催日〕【第１回】平成元年8月8日（木）【第２回】未定
〔目 的〕医療的ケアの必要な短期入所利用者・在宅困難者を受け入れるために、県
内の施設が分担・協力してセーフティ―ネットを築き、在宅の家族をサポートする。
〔構成員〕県内重症心身障害児者入所施設相談支援担当者・愛知県担当者

○重症心身障害児者療育ネットワーク実務者会議(看護療育担当者）
〔開催日〕【第１回】令和元年6月4日（火）【第２回】未定
〔目 的〕愛知県内の重症心身障害児者を支援するため、関係施設等の協力体制を作
り、療育を充実させること。
〔構成員〕県内重症心身障害児者入所施設及び重症児対応訪問看護ステーション看
護療育担当者 愛知県担当者

○重症心身障害児者療育ネットワーク実務者会議(栄養部門担当者）
〔開催日〕【第１回】令和元年7月19日（金）【第２回】未定
〔目 的〕愛知県内の重症心身障害児者を支援するため、関係施設等の協力体制を作
り、食事 形態や調理方法、摂食方法などの栄養に関する技術を充実させていく。
〔構成員〕県内重症心身障害児者入所・通所施設等担当者、愛知県担当者



２．医療的ケア児支援のための取組概要 愛知県

＜保育分野＞
○事業名：医療的ケア児保育支援モデル事業

概要：医療的ケア児の受入れを行う保育所に、医療機関との連携の下、看護師等を配
置し、医療的ケアを実施するために必要な費用の一部を補助する。
実施市町村：１市（平成３１年度） ※政令市・中核市除く

＜医療分野＞
○小児在宅医療普及推進事業
【主な事業内容】
地域の医療従事者等を対象に医療的ケア児等の処置や多職種の連携構築に関す
る研修会を実施する。
【事業実施主体】 【取組年度】

愛知県医師会 平成28年度、平成29年度、平成30年度、平成31年度

◯在宅人工呼吸器使用者非常用電源整備事業
【事業内容】
訪問診療が必要な人工呼吸器使用患者（医療的ケア児含む。）を診療している医療
機関において、停電時に備えて患者に貸し出せる簡易自家発電装置等の購入経費
について補助を行う。
【財源】 【取組年度】

国1/2、事業者1/2 平成31年度



２．医療的ケア児支援のための取組概要 愛知県

＜保健分野＞

○小児慢性特定疾病児童等自立支援事業
小児慢性特定疾病児童等自立支援事業
1 地域支援協議会
小児慢性特定疾病児童等の支援について検討予定。

2 研修会
講演テーマを「慢性疾患を持つ児とその家族を地域で支える～寄り添う支援と

は～」として開催
3 相談支援事業
各保健所で相談支援、関係機関等連携会議等を開催予定。

4 人工呼吸器装着児の災害時対応の準備に関する実態調査

＜教育健分野＞

○私立幼稚園特別支援教育費補助事業
【主な事業内容】
障害児（医療的ケア児を含む）を就園させている私立幼稚園の経常的経費に対して補
助し、特別支援教育の充実を図る。
【財源】 【事業実施主体】
国1/2、県1/2 県



２．医療的ケア児支援のための取組概要 愛知県

＜教育分野＞
○愛知県立特別支援学校における医療的ケア連絡協議会
●平成１７年度から設置。県教育委員会主催。
●愛知県立特別支援学校において実施すべき医療的ケアの内容
及び実施・連絡体制並びに緊急時の対応方法等について協議
●年間３回実施（６月・１０月・２月）
●医療的ケア実施校の校長、愛知県医師会学校保健部会代表、小児科医師等（各
校指導医）、看護師に関する団体等の職員代表（大学教授（看護学科））、愛知県
福祉局福祉部障害福祉課長、愛知県教育委員会関係課長、医ケア実施校の
保健主事・養護教諭・看護師の代表で構成

○国庫補助事業を活用した小学校・中学校・特別支援学校への看護師配置・増員
●令和元年度、文部科学省国庫補助事業（切れ目ない支援体制整備充実事業）
を活用し、県立特別支援学校に１０名を増員
●県教育委員会が主体
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○医療的ケア研修会
●平成１７年度より、公立特別支援学校の保健主事、看護師、養護教諭、関係教諭
を対象に年１回実施

●気管切開、人工呼吸器、重度・重複障害児、てんかんなどのテーマについて、指導
医が持ち回りで実技を交えた講義を行う
●県教育委員会主催

○医療的ケア対象児童生徒が在籍する県立特別支援学校への指導医の配置（委嘱）
●平成１７年度より、県立特別支援学校において実施される医療的ケアを、安全かつ
円滑に実施するため、小児科医等を学校に派遣し、医療的ケアに関する指導・助言
等を実施
●県教育委員会は、学校１校につき１名の医療的ケアに関する指導医を小児科医等
の中から委嘱
●指導医は、年に１回以上、学校を訪問し、医療的ケアに関する個別の指導・助言、
教職員及び看護師への医療的ケアの基礎知識に関する研修を行う
●指導医に対して、予算の範囲内において謝金及び旅費を支給



愛知県
○今後実施を予定または検討している取組

○協議の場の設置及びコーディネーターの養成【継続】（関係機関等との連携）
○医療的ケア児等支援社会資源の現況調査及び分析【新規】
○小児慢性特定疾病児童等自立支援事業の実施【継続】
○医療的ケア児保育支援モデル事業の実施【継続】
○小児在宅医療普及促進事業の実施【継続】
○私立幼稚園特別支援教育費補助事業の実施【継続】

○国庫補助事業を活用するなどして、看護師の適正配置や必要に応じた増員を行っ
ていく。【継続】
○看護師研修の充実を図る【継続】



圏域名 圏域に属する市町村

名古屋・尾張中部 名古屋市、清須市、北名古屋市、豊山町

海部 津島市、愛西市、弥富市、あま市、大治町、蟹江町、飛島村

尾張東部 瀬戸市、尾張旭市、豊明市、日進市、長久手市、東郷町

尾張西部 一宮市、稲沢市

尾張北部 春日井市、犬山市、江南市、小牧市、岩倉市、大口町、扶桑町

知多半島 半田市、常滑市、東海市、大府市、知多市、阿久比町、東浦町、南知多町、美浜町、武豊町

西三河北部 豊田市、みよし市

西三河南部東 岡崎市、幸田町

西三河南部西 碧南市、刈谷市、安城市、西尾市、知立市、高浜市

東三河北部 新城市、設楽町、東栄町、豊根村

東三河南部 豊橋市、豊川市、蒲郡市、田原市

障 害 保 健 福 祉 圏 域



基礎情報１．県の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

4つの地域ネット
ワークとともに、
県内全域で医療的
ケア児・者の支援
体制整備を進めて
います。

e-ケアネットそういん
（H27～）

e-ケアネットよっかいち
（H24～）

にじいろネット
（H29～）

みえる輪ネット
（H28～）

① 圏域数（医療的ケア児支援体制を整備するにあたって用
いている圏域）

4圏域（障害保健福祉圏
域は9圏域）

② 人口（R1.7.1現在） 1,781,294人

③ 医療的ケア児数（0～20歳未満）（H30年度調査） 241人

④ 医療的ケア児支援のための協議の場
（H27年度～）

三重県障害者自立支援
協議会医療的ケア課題
検討部会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数
（R1.8.1現在）

71人
（H30:36人、R1:35人）

⑥ 医療型短期入所事業所数（R1.8.1現在） 8事業所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 不明
（参考）H28年度に小児
患者の訪問診療を実施
した医療機関数：14機関

⑧ 訪問看護事業所数（R1.8.1現在）
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数 H28.8現在）

966事業所
（41事業所）

⑨ 看護師を配置している保育所の割合（数）（H30年度）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

11か所
（11か所）

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア
児数 （H30年 調査 通学生のみ）

100人

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置
数 （H30年度 調査）

40人

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器
を使用している通学生数（H30年 調査）

3人



小児中核病院

・訪問診療・訪問看護等、医療を受けながら生活することができる体制の整備
・小児在宅医療に関わる従事者の育成 等

【事業】
・小児在宅医療・福祉連携事業
・地域療育支援施設運営事業
・地域療育支援施設設備整備事業
・日中一時支援事業

・医療的ケア児・者に関わる人材育成（コーディネーター、SVチーム、介護人材）
・医療的ケアに対応できる短期入所や障害児通所支援等の確保 等

【事業】 ●＝受け皿整備事業
・県障害者自立支援協議会 医療的ケア課題検討部会
●医療的ケア児・者コーディネーター養成研修
●医療的ケアを必要とする障がい児・者の地域連携・人材育成事業
●医療的ケアを必要とする障がい児・者の受入体制整備事業
●喀痰吸引等実施介護人材確保事業
・喀痰吸引等研修（第三号研修）事業
・重症心身障がい児（者）相談支援事業
・相談支援従事者初任者・現任者研修

・医療的ケア児とその家族のニーズ把握及び適切な情報提供等の支援、
関係機関との連携（コーディネート的機能）や地域支援者向け人材育成 等

・医療的ケア児の保育所での受入を目的とした保育所等の体制整備 等

【事業】
・母子保健支援者育成事業
・医療的ケア児保育支援モデル事業

訪問薬局

小児科診療所
在宅療養支援診療所

小児地域医療センター

市町
保健センター

相談支援事業所

医療連携体制

地域の
保健・福祉・教育機関の連携

日中一時支援
短期入所

居宅介護
重度訪問介護
生活介護

医療的ケア児・者
コーディネーター

歯科診療所

NICU等から退院

支援

訪問診療・訪問看護
学校

特別支援学校

保育所等
児童発達支援

放課後等デイサービス

三重大学医学部
附属病院
小児トータル
ケアセンター

訪問看護

障害児支援利用計画
サービス等利用計画

医療関係

保健・保育関係

障がい福祉関係

訪問リハビリ

・学校への看護師等の配置
・乳幼児から学校卒業後までの一貫した教育相談体制の整備 等

【事業】
・特別支援学校メディカル・サポート事業
・学校における医療的ケア実施体制構築事業

教育関係

医療体制と地域の保健・福祉・教育機関の連携
三重県

○現在実施している取組

県庁内：小児在宅医療推進ワーキンググループ
（県庁各課＋小児トータルケアセンター）

２．医療的ケア児支援のための取組概要

各地域ネットワークにおける連携（協議の場）

スーパーバイズチームによる
支援者支援・地域づくり



事業名 事業概要 開始年度
三重県障害者自立支援協議会 三重県における協議の場（医療的ケア課題検討部会） H27年度
医療的ケア児・者コーディネーター養成研修事業 医療的ケア児等コーディネーター研修を実施する R1年度

医療的ケアを必要とする障がい児・者の地域連携・人材育成事業
①地域ネットワークの側面的支援
②障害福祉サービス等事業所への医療的ケア技術スキルアップ研修
③地域ネットワークにおけるスーパーバイズ機能構築に向けた研修

R1年度

医療的ケアを必要とする障がい児・者の受入体制整備事業
障害福祉サービス事業所等が人工呼吸器・介護ベッドその他の医療機
器等を購入する際の費用の一部を補助する

H27年度

喀痰吸引等実施介護人材確保事業
障害福祉サービス事業所等における喀痰吸引等が実施可能な介護職員
を確保するため、１号研修・２号研修を受講する際の費用の一部を補
助する

H28年度

介護職員等によるたんの吸引等（特定の者対象）の研修 喀痰吸引等研修（第三号研修）を実施する H23年度

重症心身障がい児（者）相談支援事業

相談支援員を配置し、在宅の障がい児(者)及び保護者・家族に対し、
外来、訪問等の方法により、医師、看護師、保育士の協力を受けて療
育の指導・助言を行う。関係機関との連携し、療育機関等福祉サービ
スの情報提供などを行う

H20年度

相談支援従事者初任者研修
相談支援従事者初任者研修において、医療的ケア児者の支援に関する
講義を設ける

H18年度

相談支援従事者現任研修
相談支援従事者現任研修において、医療的ケア児者の支援に関する講
義を設ける

H21年度

小児在宅医療・福祉連携事業
①小児在宅医療・福祉連携体制整備
②レスパイト・短期入所体制整備

H27年度

地域療育支援施設運営事業 地域療育施設の運営に必要な経費について補助を行う H25年度

地域療育支援施設整備事業
地域療育支援施設として必要な医療機器等の備品購入費用について補
助を行う

H28年度

日中一時支援事業
日中一時支援事業に必要となる病床や看護師などの確保にかかる経費
について補助を行う

H26年度

医療的ケア児保育支援モデル事業
医療的ケア児の保育所での受入が可能となるよう保育所等の体制を整
備する

H29年度

母子保健支援者育成事業
母子保健コーディネーターを育成する事業で、医療的ケア児への支援
についての研修内容を一部盛り込む

H26年度

特別支援学校メディカル・サポート事業
特別支援学校において常勤講師（看護師免許所有）及び教員が連携し
て医療的ケアを実施する

H11年度

学校における医療的ケア実施体制構築事業
高度な医療的ケアを必要とする特別支援学校において、医師等と連携
した校内支援体制を整備する

H29年度



医療的ケア児・者の地域ネットワークにおける
スーパーバイズ機能構築に向けて

【スーパーバイズ機能】
各地域ネットワーク単位で組織するスーパーバイズチームが担う機能

（１）アドバイス機能（支援者支援）
各地域において医療的ケア児・者の生活を支える関係職種（相談支援専門員、医師、訪問看護師、
薬剤師、福祉事業所関係者等）に対する助言指導を行う。

（２）コンサルテーション機能（地域づくり）
医療的ケア児・者の地域における受け皿の拡充を目指し、地域の状況把握、地域で不足している
事業所等の課題に対する助言指導を行う。

※三重大学医学部附属病院小児トータルケアセンター作成 「2019年度スーパーバイズ機能構築研修 医療的ケア児をとりまく現況と支援について」一部改訂

三重県○今後実施を予定または検討している取組

※令和元年度からSV機能構築に向けた研修事業を実施中



① 圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用い
ている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

７圏域
(二次医療圏）

② 人口（平成31年４月１日時点） 1,411,498人

③ 医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）
（平成31年４月１日時点）

滋賀県障害者自立
支援協議会
（H18.4.1設置）

④ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数
（令和元年９月１日時点）

０人

⑤ 医療型短期入所事業所数（令和元年９月１日時点） ６か所

⑥ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
（H26.12.1時点）

47か所
※小児患者に対応
できる医療機関数

⑦ 医療的ケア児に対して入院治療を受け入れる病院数
（Ｒ1.9.1時点）

30か所
※小児科を標榜し
ている病院数

⑧ 訪問看護事業所数（うち小児患者に対応できる訪問看護
事業所数）（H30.9.1時点）

●訪問看護ステー
ション数 106か所
（66か所）

⑨ 看護師を配置している保育所の割合（数）（H31.3月末時
点） （うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

94／308園(31％）
（27園）

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア
児数（H30.5.1時点）

１７９人

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置
数
（H30.5.1時点）

５１人

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器
を使用している通学生数（H30.5.1時点）

２９人

基礎情報１．県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

※⑨公私立の保育所、認定こども
園（保育所型、幼保連携型、幼稚
園型）を計上。

准看護師のみの配置も入れると
84園 29％

※学校生活において日常的に人
工呼吸器を使用している通学生
数

※隣接施設から登校する児童生
徒を含む



２．医療的ケア児支援のための取組概要 滋賀県

医療関係

～医療的ケアが必要な児が身近な医療機関で医療やケアを受けられる医療体制づくり～

～小児在宅医療の課題～
小児在宅医療体制の不足 （保護者の声）
・身近なかかりつけ医がほしい。医療的ケアが必要な児の多くはかかりつけ医がいない現状
・緊急時、近くの病院は断られ、遠い主治医病院を受診するように言われた
・風邪であっても近医受診できず、遠方の病院まで通っている
・自宅に往診してくれる近医がいない。

１ 体制の検討（平成27年度～）
小児在宅医療システム事業

医師や看護師、薬剤師等の多職種を含めた小児在宅医療体制の検討
（Ｈ30実績：在宅支援研究会シンポジウム開催）

２ 人材育成（平成27年度～）
小児在宅医療人材強化事業

小児在宅医療を担う人材（医師、看護師等）の育成、強化
（Ｈ30実績：座学研修会1日、実地研修4機関にて受入れ）

３ 在宅療養移行の促進（平成25年10月～）
NICU等後方支援事業

NICU等長期入院児の円滑な在宅療養への移行促進
（Ｈ30実績：4医療機関に委託 10床体制）

４ 在宅療養中の管理・支援（平成27年度～）
日中一時支援事業

在宅療養中の家族の負担軽減、児を預かり、療養上の管理と支援
地域で医療的ケアが必要な児を支える医療機関の増加
（Ｈ30実績：4医療機関に委託）



２．医療的ケア児支援のための取組概要 滋賀県

【医療的ケア児童生徒の通学に係る保護者支援研究事業について】

■現状
本県の県立特別支援学校では、スクールバスを整備している知肢併置の８校に在籍する医療的ケアを必要と
する児童生徒の内、人工呼吸器の使用や痰の吸引など登下校中に医療的な処置を必要とする児童生徒につ
いては、安全上の配慮から保護者による送迎としている。
平成30年度は、65名（13市２町）が保護者による送迎で通学している。

■事業概要
県立特別支援学校の登下校時に、医療的ケアを必要とする児童生徒の送迎を行う保護者の負担軽減の方策
について、平成26年度から検証を進めている。
市町が行う障害福祉サービスである移動支援事業などを活用し、事業所の送迎車両に看護師を添乗させ、医
療的ケアが必要な児童生徒を送迎する実証研究を行っている。

医療的ケアを必要とする児童生徒の送迎に係る保護者の負担軽減に向けた方策の方向性を探るため、医師、
大学教授、県市町福祉教育行政担当者等を委員とした医療的ケア児童生徒保護者支援研究会議を開催した。

・ 平成29年度までに10市１町がモデル事業を実施した。令和元年度は、未実施の市町を中心に実証研究を進め
る予定。

■課題
重度の障害児に対応できる看護師の確保と送迎車両（事業所）の確実な確保

地域の医療機関との連携
市町立小中学校に通学する、医療的ケアを必要とする児童生徒の保護者支援
県、市町、保護者の応分の負担についての検討

・ 本格実施に向けた制度のスキームを検討



２．医療的ケア児支援のための取組概要 滋賀県

医療的ケア児・者に関する協議会

＜議題＞（平成30年度）
第１回 （H30.12.27)
・動ける医療的ケアの人の現状について

第２回（H30.3.16）
・医療的ケア児等の実態把握について

平成29年５月 滋賀県障害者自立支援協議会内に「医療的ケア児・者に関する協議会」を設置

分野 機 関

医療 びわこ学園医療福祉センター草津、小児保健医療センター小児科

福祉 びわこ学園障害者支援センター、小児保健医療センター療育部、重心放課後デーサービス事
業所

行政（県） 健康寿命推進課、障害福祉課、子ども・青少年局、リハビリテーションセンター、教育委員会特
別支援教育課

事務局 滋賀県障害者自立支援協議会、（障害福祉課、健康寿命推進課）

構成機関

※本年度医療的ケア児等の実態調査を行う予定。



２．医療的ケア児支援のための取組概要 滋賀県

【医療的ケア児等コーディネーター養成研修について 令和元年度より実施 】

■目的
人工呼吸器を装着している障害児の他、日常生活を営むために医療を用する状態にある障害児等や重症心身障
害児等（以下、「医療的ケア児等」と言う。）が地域で安心して暮らしているよう医療的ケア児等に対する支援が適切
に行える人材を養成するとともに医療的ケア児等の支援に携わる保健、医療、福祉、教育等の関係機関等の連携
体制を構築することにより、医療的ケア児等の地域生活支援の向上を目的とする。

■事業概要
医療的ケア児等の支援を総合調整する者の養成や地域の障害児通所支援事業所、保育所、放課後児童クラブ
及び学校等において医療的ケア児等への支援に従事出来る者を養成する研修を実施する。
●研修日程：４日間（8/31、9/1、10/5、10/6）
●カリキュラム：28時間（講義14時間、演習14時間）
●定員：30名（講義部分については、定員を100名とし、保健、医療、福祉、教育等の関係者に広く周知。）

■医療的ケア児等コーディネーターに期待している役割
支援の総合調整はもとより、地域において医療的ケア児等の支援に携わる保健、医療、福祉、教育等の各分野
の関係機関等と現状把握・分析、連絡調整、支援内容の協議等、地域全体の医療的ケア児等の支援に関する課
題と対応策の検討を中心的に行う。



①
圏域数
※京都府障害保健福祉圏域図（保健福祉圏域2次医療圏域）

６圏域

② 人口 ※令和元年9月1日推計人口(京都市除く) 1,117,492人

③
医療的ケア児数 ※平成31年3月31日現在

（独自の調査等により把握している場合）
111人

④

医療的ケア児支援のための協議の場
■医療的ケアが必要な児童等への支援方策検討のための協議の場((仮称)
（令元～）29年度のワーキンググループのまとめをもとに設置予定

■運営会議（府立特別支援学校における医療的ケア等体制充実事業）
（H22～）年2回開催

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 86人

⑥ 医療型短期入所事業所数 ７か所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 ７８か所

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

３０９人

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）※28.4.１現在

22.3％
(45か所)

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

124人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

２７人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

15人

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

丹後圏域

中丹圏域

南丹圏域

京都乙訓圏域
京都市サブ圏域

乙訓サブ圏域

山城北圏域

山城南圏域



２．医療的ケア児支援のための取組概要 京都府

４．府内の各機関で在宅療養児を支えるための研修

２．在宅療養児支援体制検討委員会の開催

＜内容＞
研 修 対 象 者 研 修 実 施 者

１ 地域のかかりつけ医
京都府医師会
（小児在宅医療の基礎知識、基礎技術等）

２ 病院及び地域の看護職
京都府看護協会
（在宅療養児支援に関する基礎知識、看護技術、連携
等）

３ 訪問看護師
京都府訪問看護ステーション協議会
（小児在宅看護の基礎知識、看護技術）

４
障害児支援施設職員等

南京都病院（基礎知識、ケア実習等）

５ 花ノ木医療福祉センター（ケア実習等）

６ 医療・福祉・保健・教育関係者（圏域毎）
京都府保健所
（事例検討、多職種連携等）

医療的ケアを必要とする在宅療養児支援の連携体制を構築するため検討委員会を実施

１．医療的ケアが必要な児童等への支援方策検討のための協議の場

医療的ケアが必要な児童等への支援方策検討ワーキングのまとめをもとに協議の場を設置（予定）

障害者支援課
こども・青少年総合対策室

○現在実施している取組

こども・青少年総合対策室

こども・青少年総合対策室

地域で在宅療養児を支える府内各関係機関が適時・適切な支援が実施できるよう対象領域別
の研修を実施

３．医療的ケア児等を支える人材の育成研修
医療的ケア児等コーディネーター養成研修・医療的ケア児等支援者養成研修を実施

障害者支援課



２．医療的ケア児支援のための取組概要 京都府

○現在実施している取組

６．医療的ケア児保育支援モデル事業の実施 こども青少年総合対策課

７．特別支援学校における医療的ケア「運営会議」の開催 特別支援教育課

・特別支援学校における医療的ケアを必要とする幼児児童生徒への支援、体制
整備について協議
（医師会、看護協会、医療関係者、保護者等の外部有識者及び健康福祉部、
教育委員会により構成）

５．医療的ケア児者・重症心身障害児者福祉サービス利用等促進事業 障害者支援課

・レスパイト機能を担う医療型短期入所事業所の拡大のため、看護師の加配等
に要する経費の補助
・医療型短期入所の受入までに行う状態把握等に要する経費を補助等
・相談支援事業者が医療的ケア児への相談支援を実施する場合の補助
・児童発達支援センター設置促進事業

・保育士が喀痰吸引等を実施するための研修受講等を支援
・医療的ケア児を受け入れる保育所への看護師等の配置を支援



２．医療的ケア児支援のための取組概要 京都府

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組

２．小児在宅医療支援に係る多職種連携を推進するための研修
こども青少年総合
対策室

医療的ケア児支援に係る多職種連携を推進するため支援者に対する研修を実施

１．医療的ケア児等コーディネーター研修修了者の役割発揮に向けた取組

上記研修修了者が、地域で役割を発揮するため広報、フォローアップ等の取組を実施

８．「医療的ケア担当者会」を構成し、研修等を実施 特別支援教育課

各特別支援学校からの代表により次の部会を構成し、計画的な研修実施や医療
的ケアに関する情報提供及び啓発を行う
・研修会チーム：特別支援学校の教員等を対象に年１回の研修を企画、運営
・ヒヤリハットチーム：各校から報告のヒヤリハット事例について集約・分析・発信
・喀痰吸引等研修実施委員会
府立特別支援学校と市町小・中学校の教員を対象とする喀痰吸引等研修を
年２回実施。その実施概要等について「運営会議」で報告

特別支援学校に配置された看護師を対象に年２回研修を実施し、講義や教員と
の協働に向けた協議、喀痰吸引等研修での指導について講習や確認を行う

。
障害者支援課



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

8
【重症心身障がい児者支援を二次医療圏域ご
とに実施】

② 人口 8,823,634人【R1.8.1現在】

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

調査未実施

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

大阪府障がい者自立支援協議会医療依存度
の高い重症心身障がい児者等支援部会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数
0【R1.8.1現在】
※令和元年度養成予定人数：34人

⑥ 医療型短期入所事業所数 24件【R1.8.1】

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
不明
※参考：訪問診療を実施する病院、診療所数
2,143（医療施設調査 H29年）

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

1,218カ所
【全国訪問看護事業協会より Ｈ31年4月1日現
在】
※参考：小児の訪問看護を実施している訪問
看護ステーション数28カ所【H25介護サービス
施設・事業所調査】

⑨
看護師を配置している公立保育所・認定こども園数
（うち医療的ケア児に対応できる保育所・認定こど
も園数）

199か所（うち123か所） 【H31.4.1時点】

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

公立の特別支援学校：490
（通学籍、訪問籍、入院する病院に併設する支
援学校への通学生を含む）
公立小・中学校：131
【H30.5.1 現在 政令市を除く】

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

公立の特別支援学校：90
公立小・中学校：158
【H30.5.1.現在 政令市を除く】

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

公立の特別支援学校：49
公立小・中学校：9
【H30.5.1 現在 政令市を除く】

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

大阪市

堺市

三島圏域

豊能圏域

北河内
圏域

中河内
圏域

南河内圏域

泉州圏域



２．医療的ケア児支援のための取組概要（福祉：障がい）
大阪府



２．医療的ケア児支援のための取組概要（福祉：子ども）
大阪府

府内で、６市町が採択され、１６施設で医療的ケア児２０人を受入れ（H30実績）

厚生労働省（保育対策総合支援事業費補助金）【Ｈ２９～】

医療的ケア児保育支援モデル事業

医療的ケア児が保育所等の利用を希望する場合に、受入れが可能となるよう、
保育所等の体制を整備し、医療的ケア児の地域生活支援の向上を図る。

実施主体 ： 都道府県、市町村

補助内容
医療的ケア児の受入れを行う保育所等に、認定特定行為従事者である保育

士等又は看護師等の対象児童の医療的ケアに従事する職員を配置し、医療的ケ
アを実施する。
あわせて、医療的ケア児を受け入れるに当たって以下の取組を実施。
・ 保育士のたん吸引等を実施するための研修受講を支援する（当該研修
に係る代替職員の配置等）
・ 医療的ケア児受入れの際に、医療的ケア児の保育を行う保育士等の
加配を行う 等



大阪府

■障がい・難病児等療育支援体制整備事業
（平成２７年より小児慢性特性疾病児自立支援事業）

・（保健所）家庭訪問、専門相談等を実施。また、患者交流会や講演会
を実施し、児やその家族への支援を実施している。
・（保健所）「小児在宅生活支援連携シート（府基本版）を活用し、
ケースカンファレンスや関係機関会議を開催し、関係機関連体制の
構築を行っている。

■小児かかりつけ医確保事業 （H２９年度～R元年）
・地域の小児科医や小児科医以外の医師が医療的ケア児の診療ができ
るう、また、小児の医療機関から成人移行が円滑に行われるための
「かかりつけ医」を確保するため、医師等に対する技術研修と同行訪問
研修を実施している。

■在宅生活の継続に必要な医療を含む地域での支援体制について検討中

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組

２．医療的ケア児支援のための取組概要（母子保健）



大阪府２．医療的ケア児支援のための取組概要（教育）

府立支援学校における医療的ケア

取組み・事業 開始年度 備 考

医療的ケア実施
体制整備事業

H24年度～
法定研修を含めた医療的ケアに関
する研修会を看護協会等と連携して
実施。

安全対策事業 H８年度～
宿泊行事等の実施にあたり、看護師
の付添いにかかる経費を措置。

医療的ケア実施
体制構築事業
（国委託事業）

H29年度～
医療と連携し、高度な医療的ケアを
必要とする幼児児童生徒が学校で
安全安心に学習できる環境を整備。

高度医療サポート
看護師配置事業
（国委託事業）

H27年度～
高度な医療的ケアを必要とする幼児
児童生徒が在籍する学校に、専門的
知識と技術のある看護師を配置。

府立支援学校における医療的ケア児数、
医療的ケア実施行為数及び学校看護師配置数

1,796

490

90

0

500

1000

1500

2000

2500

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

実施行為数

医ケア児数（人）

看護師配置数（人）

大阪府教育庁
「平成30年度医療的ケア実施体制構築事業 実践報告」

医療的ケア通学支援事業（令和元年度モデル実施）

【事業目的】府立支援学校において、通学バスを利用できない医療的ケアが必要な児童生徒の学習機会の保障と
保護者負担の軽減を図る。本モデル事業では、車両・看護師の確保・手配、乗車中の医療的ケアの
実施、車両運行等の観点から、課題・対応策を検証する。

【事業内容】（１）対 象：府立支援学校の５校５人程度をモデルとする。
（２）内 容：通学途上で医療的ケアが必要なために通学バスを利用できない児童生徒について、

介護タクシー等に看護師が同乗することにより通学を可能にする。



大阪府の小・中学校における医療的ケア
取組み・事業 開始年度 備 考

市町村医療的ケア体
制整備推進事業

H18年度
～

R２年度
終了

小・中学校に看護師を配置する市町村に対して、その
経費の一部について補助
（Ｈ30は29市町146校で事業活用）

市町村医療的ケア等
実施体制サポート事
業

H30年度
～

小中学校に勤務する看護師に対する医療講習会を実
施
（Ｈ30は24市町99人参加）
※大阪府看護協会に委託

「学校看護師」という職の普及・啓発を目的に、教職員、
学校看護師（ナースセンターに登録中の求職者含む）
等を対象に実践報告会を実施

医療的ケア児の転入学に伴う施設整備が必要な市町
村に対して、その初期費用の一部について補助

市町村医療的ケア連
絡会

H19年度
～

市町村教育委員会の支援教育担当指導主事等を対象
に年１回実施

各市町村における医療的ケア体制整備の工夫や先進
的な事例の共有

145

169
180

119

146

202

100

120

140
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180
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220

H28 H29 H30

医療的ケアが

必要な児童生

徒数（小中計）

看護師配置数

医療的ケア児在籍者数等の推移
（文部科学省調査より）

医療的ケアが必要な児童生徒
が在籍する学校数（校数）

医療的ケアが必要な児童生徒数（人） 【H30.5.1現在 政令市を含む】

小学校 中学校 総計 小学校 中学校 小・中学校計

114 29 143
通常の学級 支援学級 通常の学級 支援学級 通常の学級 支援学級 総計

6 141 2 31 8 172 180

内
訳

２．医療的ケア児支援のための取組概要（教育） 大阪府



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

10圏域

② 人口【令和元年８月１日】 5,466,995人

③
医療的ケア児数 （独自の調査等により把握してい
る場合）

－

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

医療的ケア
児支援連携
協議会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 １７０人

⑥ 医療型短期入所事業所数 ２１事業所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 －

⑧
訪問看護事業所数 【平成３１年４月１日現在】
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

644事業所
（147事業所）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

－

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数（平成30年５月１日現在）

３８７人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数（平成30年５月１日現在）

１６５人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数(平成30年５月１日現在) ４１人

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

丹波圏域

北播磨圏域 阪神北圏域

但馬圏域

中播磨圏域

神戸圏域
阪神南圏域

西播磨圏域

東播磨圏域

淡路圏域



２．医療的ケア児支援のための取組概要 兵庫県

①医療的ケア児支援関係者連絡会議
医療的ケア児が地域において必要な支援を円滑に受けることができるよう、保健、医療、福祉、教育、その他関係機関との
連絡調整、連携体制を行う。

②医療的ケア児等コーディネーター養成研修等
国が定める研修カリキュラムに基づき、医療的ケア児等に対する支援が適切に行える人材を養成することを目的とする。

③医療的ケア児等医療提供体制確保事業
各医療機関における障害児者の短期入所受け入れを促進するため、空床を確保し、医療を必要とする障害児者の地域生

活維持を図る。

④小児在宅医療人材育成基盤整備事業補助金
兵庫県医師会が実施する医療的ケア児に係る在宅医療に関する医療機関ネットワークの構築及び医療的ケア児を支援でき

る医療スタッフ等の育成、拡大のための講習会の開催を支援する。
＜平成30年度実績＞
・第３回小児在宅医療講習会【平成31年３月17日 開催】＜実施主体：兵庫県医師会＞
医師、看護師、リハ職、特別支援学校教諭 等 250名参加
・第５回小児在宅医療実技講習会【平成30年12月２日 開催】 ＜実施主体：兵庫県医師会＞
医師、看護師、理学療法士 等 205名参加

⑤特別支援学校医療的サポート推進事業
医療的ケアの必要な幼児児童生徒が在籍する県立特別支援学校に、医療機関から医療的ケア指導医を派遣するとともに、
看護師を配置（医療的ケアのための看護師配置）している。（配置人数 71人 令和元年５月１日現在）

⑥障害種に対応した研修（肢体不自由教育）
学校における医療的ケアに係る実施体制や関係機関との連携等について理解を深めることで、肢体不自

由教育等に携わる教職員の資質向上を図る。（参加者 72人）
⑦ 兵庫県医療的ケア運営協議会の設置
年３回開催し、兵庫県内の学校における医療的ケアの実施体制の整備、関係機関との連携、教職員等の資質向上、
小・中学校等における実施上の課題等について協議し、兵庫県医療的ケア実施体制ガイドライン試案を策定する。

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 兵庫県

・上記取組の継続実施
・各郡市区医師会を主体とした地域での講習会

・医療的ケア実施体制マニュアル試案の検討

・医療的ケアに関するリーフレット等の作成、理解促進

○今後実施を予定または検討している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いてい
る圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

5圏域

② 人口（R1.8.1現在） 1,332,514人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

-

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

・医療的ケア児等支援のための「協
議の場」（令和元年度設置予定）
・小児慢性特定疾病児童等
地域支援検討会（平成30年度）

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 38名（※令和元年度終了予定人数）

⑥ 医療型短期入所事業所数（R1.9.1現在） 8施設

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
（R1.8.31現在）

179施設
※医療的ケア児の個別集計なし

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）
（R1.9.1現在）

149施設（不明）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）（R1.8.1現
在）

22.0％（55施設）
医療的ケア児対応：7施設

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児数
（H30.5.1現在）

125人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数
（H30.5.1現在）

19人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を使
用している通学生数（H30.5.1現在）

6人

基礎情報

どのデータが、い
つの時点のデータ
か分かるように記
載願います。１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

西和圏域

奈良圏域

東和圏域

中和圏域

南和圏域



２．医療的ケア児支援のための取組概要

事業名 事業内容 関係機関 開始年度

医療的ケア児等支援推
進事業

医療的ケア児等支援のための「協議の
場」を開催

医療機関、教育機
関、障害福祉サー
ビス事業所、当事
者団体等

H30年度

在宅重症心身障害児・
者支援地域医療体制
構築事業

レスパイト等を目的とした地域の医療
機関の体制整備

医療機関、教育機
関、保健所等

H24年度

医療的ケア児等支援
者・コーディネーター養
成事業

医療的ケア児等が地域で安心して暮ら
していけるよう、研修を実施し、支援が
適切に行える人材を育成する。

医療機関、教育機
関、保健所、障害
福祉サービス事業
所、当事者団体等

R1年度

奈良県

【障害福祉課】

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 奈良県
【健康推進課】

○現在実施している取組

事業名 事業内容 関係機関 取組年度

小児慢性特定疾病
児童等自立支援事業

・小児慢性特定疾病児等に対す
る相談、訪問、ピアカウンセリン
グの実施

・地域特性に応じた地域療養
ネットワーク推進会議や、就学支
援体制、災害時支援の体制等を
検討し体制整備を図る

保健所 Ｈ２７年度
（以前から他
事業で実施）

小児慢性特定疾病
児童等自立支援事業

小児慢性特定疾病等を抱える児
及び保護者が安心して暮らせる
ための体制整備を図るため、「小
児慢性特定疾病児童等地域支
援検討会」を開催

医療機関、医師会、
訪問看護ステー
ション

Ｈ２９年度

小児慢性特定疾病
児童等自立支援事業

小児慢性特定疾病児童等の自
立支援に向けた現状や課題、取
組について共有を図るため、医
療、福祉、保健、教育等の多職
種連携推進研修会を開催

医療機関、訪問看
護、保健所（自立
支援員）、県関係
各課

Ｒ１年度



２．医療的ケア児支援のための取組概要

○現在実施している取組

事業名 事業内容 関係機関 取組年度

小児慢性特定疾病
児童等自立支援事業

医療的ケア児の自主防災マニュ
アル「災害へのそなえ」（概要
版）作成検討会の開催（３回）

医療機関、訪問看
護ステーション、市
町村、保健所

R1年度

小児慢性特定疾病
児童等自立支援事業

小児慢性特定疾病児童等及び
その家族が相互に交流すること
で、療養上の情報の共有を図る
とともに、社会性を育み自立支
援を促進するための、相互交流
事業を実施

県（患者団体
委託実施）

Ｈ３０年度

奈良県
【健康推進課】



２．医療的ケア児支援のための取組概要 奈良県
学校教育課

【宿泊学習等看護師派遣事業】
医療的ケア児が宿泊を伴う行事等に参加する際に看護師を派遣（Ｈ１２～）

【要医療的ケア児救急講習事業】
医療的ケア児の緊急時の対応等について、主治医からの講習を実施（Ｈ１３～）

【医療的ケアのための看護師配置事業】
医療的ケア児（人工呼吸器使用含む）のために看護師を配置（Ｒ１～）

【特別支援教育体制整備事業（医療的ケア研修会）】
県内市町村及び特別支援学校で医療的ケアを実施する看護師対象研修会の実施
（Ｒ１～）

○現在実施している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

８圏域

② 人口
【R1.8.1推計】

925,373人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

－

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

医療的ケア児
等の支援のた
めの検討会議

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数
【H31.4.1】

５７人

⑥ 医療型短期入所事業所数
【R1.8.1現在】

５事業所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 不明

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

【R1.7.１現在】

134(36)

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

7.5%(12)
(2)

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

【H30.5.1】

91人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

【H30.5.1】

１８人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

【H30.5.1】

５人

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 和歌山県

○現在実施している取組

取組・事業 取組年度 実施内容 取組主体

医療的ケア児等の支援
のための検討会議 開
催

平成30年度～ 医療的ケアが必要な児童等とその家族が地
域で安心して生活を営むことができるよう、
保健、医療、保育、教育、障害福祉等の関
係機関が、情報共有や意見交換することで
連携のあり方や支援の方策を検討する。

医務課
健康推進課
子ども未来課
障害福祉課
県教育委員会
特別支援教育室

医療的ケア児等コー
ディネーター等養成研
修の実施

平成30年度～ 医療的ケア児等支援者養成研修、医療的ケ
ア児等コーディネーター養成研修を実施し、
医療的ケア児等に対する支援が適切に行え
る人材を養成する。

障害福祉課

特別支援学校への
看護師派遣

平成14年度～ 医療的ケアが必要な児童生徒が在籍する特
別支援学校に看護師を派遣する。

県教育委員会
特別支援教育室

学校で医療的ケアに対
応する看護師に対する
研修会の開催

平成29年度～ 医療的ケアに対応する看護師としての役割
の理解、重度心身障害児等への実践的看護
技術の獲得のため研修会を開催する。

県教育委員会
特別支援教育
室



○今後実施を予定または検討している取組

○医療的ケア児等の実態調査
○医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者のフォローアップ研修の実施
○医療的ケア児等の支援に係る庁内会議において、引き続き各課事業の情報共
有、連携強化を図る

○現在実施している取組

取組・事業 取組年度 実施内容 取組主体

公立学校における医療
的ケア運営協議会（仮
称）

令和元年度～ 公立学校における医療的ケアの安全かつ適
正な運営に係る方策等について協議を行う。

県教育委員会
特別支援教育室



⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 37名（H30.12.13現在）

⑥ 医療型短期入所事業所数 8事業所（R1.9.13現在）

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 未調査

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

70事業所（H30.4.1現在）
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数41事業所）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

42.1％（61/145施設）（R1.8.1現在）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数 37施設）

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児数 74名（R1.5.1現在）

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数 22名（R1.5.1現在）

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を使用し
ている通学生数

5名（R1.5.1現在）
※日中使用のみ

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

① 圏域数 3圏域

② 人口
556,216人

（R1.8.1現在）

③
医療的ケア児数
（独自調査）

146人
（H30.5.1現在）

④
医療的ケア児支援の
ための協議の場

鳥取県地域自立支
援協議会 医療的
ケアを要する障が
い児者支援部会

東部圏域

中部圏域

西部圏域



２．医療的ケア児支援のための取組概要1/2

部局 事業名 事業内容

子ど
も発
達支
援課

小児・医療的ケア児等に係る人材
確保事業

医療的ケア児等を受け入れることができる事業所等の拡大を目的として、事業所のＰＲ、
理解・啓発事業を通じて福祉人材の確保を図る。（H30～）

医療的ケア児者受入環境整備事業 ・医療的ケア児等コーディネーター養成研修の実施（H30～）
・医療的ケア児等及びその兄弟姉妹を対象にしたキャンプを鳥取県にある中国地方最
高峰の大山で開催する（開催日9/21～9/23）。（H30～）
・在宅生活支援事業（H15～外）
障がい児者の在宅生活を支援するため障害者総合支援法等の対象とならない事業を
実施する市町村に助成する。（要医療障がい児者受入事業所看護師配置等助成事業
等）

障がい児者事業所職員等研修事業 障がい児者が利用する事業所の職員を対象に、医療的ケア児についての基礎的な研
修を行う。（H29～）

重度障がい児者相談員設置事業 重度障がい児者とその保護者の悩みや思いに寄り添い、相談に応じ、適切な情報提供
や豊富な経験に基づく助言等を行う相談員を各圏域に１名ずつ配置する。（H26～）

重度障がい児者医療型ショートス
テイ整備等事業

医療的ケア児者が医療型ショートステイを利用できるよう医療機関へ受入費用を助成す
る。また、ヘルパー等の派遣費用を助成する。（H26～）

NICUからの地域移行支援事業 NICU等での治療が終了し、医療機関から自宅に帰る間に訪問看護師による支援が行
われた場合、訪問看護師を派遣した訪問看護事業所に助成を行う。（H27～）

医療的ケア児等及びその家族の地
域生活支援体制整備事業

医療的ケア等の在宅生活を支える人材育成事業や小児慢性特定疾病児童等の一時預
かりを行う。（R1～）

子育
て王
国課

保育サービス多様化促進事業 医療的ケア児として市町村が認めた児童の受入れを可能とするため看護職員の加配を
行う事業に補助する。（H30～、R1からは訪問看護も対象とした。）

家庭
支援
課

小児慢性特定疾病児童等自立支援
事業

慢性疾病児童等及びその家族からの各種相談対応及び情報提供、患者（保護者）同士
の交流、研修会の実施（H28～）

○現在実施している取組

鳥取県



鳥取県２．医療的ケア児支援のための取組概要2/2

部局 事業名 事業内容

特別
支援
教育
課
（教
育委
員
会）

常勤看護師・非常勤看護師の配置 常勤看護師・非常勤看護師の配置。医療的ケアの実情に応じて常勤看護師及び非常勤
看護師を配置する。（常勤H27～、非常勤H12～）

医療的ケア体制整備 今後、看護師配置を予定している市町村と連携して切れ目ない支援体制整備を行う。
（H28～）

医療的ケア研修会の実施 学校看護師、教員、養護教諭、市町村教育委員会事務局職員を対象に、ニーズに応じ
た医療的ケアに関する研修を行う。（H28～）

学校看護師の保険加入 学校看護師の損害保険加入について、2,650円を上限に助成する。（H28～）

市町村等が行う特別支援学校児童
生徒通学支援に対する交付金交付
事業

県立特別支援学校に通学する医療的ケア児等の登下校時の送迎事業を実施する市町
村に対して、交付金を交付する。（H26～）

○現在実施している取組

＜特別支援教育課（教育委員会）＞
・医療的ケア児を送迎するスクールバスの運行について検討しようとしている。
・特別支援教育推進委員会公立学校医療的ケア体制整備分科会を開催し、教育、医療、福祉、市町村教育委員会
関係者等を委員とし、公立学校における医療的ケアガイドラインの作成の検討を進めている。

○今後実施を予定または検討している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用い
ている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

７圏域

② 人口（R1.8.1現在） ６７４,７９３人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

独自調査は未実
施

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

島根県慢性疾病児
童等地域支援協議
会・医療的ケア児
支援連絡協議会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 ０人

⑥ 医療型短期入所事業所数（R1.9.1現在） ８ヵ所

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
（H29.9月現在）

２５ヵ所

⑧
訪問看護事業所数（H29.9月現在）
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

７０ヵ所
（１６ヵ所）

⑨

看護師を配置している保育所の割合（数）
（H30.4.1現在）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数
H30.3.31現在）

４１．４％
（１３０施設）

（医療的ケア児の
受け入れ ３ヵ所）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア
児数（R1.5.1現在）

４０人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置
数（R1.5.1現在）

１４人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器
を使用している通学生数（H30.5.1現在）

２人

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 島根県

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組

項目 実施内容 取組年度 実施主体

医療的ケア必要児等ハイリスク児保健・
医療連携事業

（目的）
超未熟児や先天性の障害及び慢性疾患などにより、長期にわたり濃厚な医療を受けて在宅療
養をする児とその家族に対し、関係機関が連携し、地域における在宅療養支援システムを構築
することで、在宅療養生活を支援する。
（内容）
１．個別支援（支援フロー図を参考に、関係機関が連携して支援）
2．支援体制の構築（研修会、検討会の実施）現在は、７圏域中1圏域で実施

Ｈ25～ 県健康推進課・各保健所

小児在宅医療の推進 訪問看護研修の一環として小児在宅医療研修を開催 Ｈ28～
県医療政策課・高齢者福祉課
（県看護協会へ委託）

小児在宅医療に係る施策の検討
在宅医療を必要とする小児及びその家族を対象にしたアンケート調査を実施し、生活状況と
ニーズの把握を行い、小児の地域包括ケアシステムの構築に向けた小児在宅医療に係る施策
を検討する。

Ｈ29～
県医療政策課・健康推進課・障
がい福祉課・特別支援教育課

特別支援学校における医療的ケア実施
体制整備

ガイドラインに則った医療的ケアの実施。
（H16）「島根県医療的ケア実施体制ガイドライン」策定
（H28）「島根県立学校における医療的ケア実施体制ガイドライン」策定

Ｈ16～

県特別支援教育課
学校看護師の配置 Ｈ12～

第3号研修を受けた教員による医療的ケアの実施 Ｈ24～

「島根県立学校医療的ケアの実施体制の整備に関する運営協議会」の設置 Ｈ29～

身近な地域における重症心身障がい児
向けサービスの充実

在宅重症心身障がい児（者）サービス提供体制整備事業
重心児を受け入れるために看護職員等を加配する事業所に対し人件費相当を補助する。

Ｈ17～
県障がい福祉課
（障害福祉サービス事業所へ
補助）重症心身障がい児（者）巡回等療育支援事業

巡回方式または送迎方式により重心児への療育を実施する事業所に対して必要経費を補助
する。

Ｈ24～

慢性疾病児童等地域支援協議会・医療
的ケア児支援連絡協議会の設置

慢性疾病児童等及び医療的ケア児が、心身の状況に応じて適切な保健、医療、福祉、教育な
どの関連分野の支援を受けられるよう、地域におけるサービスの提供体制の確保や関係機関
の連携体制の構築を図ることを目的として協議会を開催する。

Ｈ30～
県健康推進課・障がい福祉課・
医療政策課・子ども・子育て支援
課・特別支援教育課

令和元年度より、医療的ケア児等コーディネーター養成研修を開催（令和元年１２月～）



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いてい
る圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

５

② 人口
1,892,448人
（R1.8.1時点）

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

３３６人
（H30.10月時
点における調
査）

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

岡山県自立支
援協議会医療
的ケア児等支
援部会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 99人

⑥ 医療型短期入所事業所数
19
（R1.4.1時点）

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 不明

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

158（81）
Ｒ1.5月現在

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

31.0%（135施
設）（31施設）

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児数
174人
(H30.5.1時
点）

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数
55人（Ｒ1.5.1
時点）

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を使
用している通学生数

1人(Ｒ1.5.1時
点）

基礎情報

どのデータが、い
つの時点のデータ
か分かるように記
載願います。

医療的ケア児支援の
体制整備を進めてい
る圏域を
図示してください。

１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

津山・勝英圏域

備前圏域
倉敷・井笠圏域

高梁・新見圏域

真庭圏域



【医療推進課】
○小児等在宅医療連携拠点事業（社会福祉法人への委託事業） 【開始年度：平成25年度】
－医療的ケア児等が在宅において必要な医療・福祉サービス等を受けることにより、地域で安心
して療養できるよう、医療・保健・福祉・教育等の関係機関と連携し、地域で在宅療養を支える
体制の整備に取り組んでいる。
・小児等の在宅医療が抱える課題の抽出と対応方針の策定
医療的ケア児の現状把握（対象者のニーズ、利用可能な資源等）及び在宅療養に必要な情
報提供の仕組みづくり 等
・地域の医療、福祉、教育資源の把握と活用の検討
小児科医と連携し、小児在宅医療を考える研修会を開催、小児科をもつ医療機関に対し福
祉サービスの研修会を開催 等
・地域の小児等への在宅医療資源の拡充と専門機関の連携
短期入所事業所連絡会 等
・地域の福祉・教育・行政担当者との連携促進
ヘルパーステーション研修会 相談支援専門員研修会
児童発達支援センター・児童発達支援事業所との連携会議・研修
・患者・家族の個別支援
専門のコーディネーターを配置し、電話や訪問等による個別支援を実施。
・患者・家族や学校関係者等への理解促進、負担軽減
長期入院障害児等の保護者と在宅療養中の保護者の情報交換会
学校関係者と福祉サービス事業所との連絡会 等

２．医療的ケア児支援のための取組概要 岡山県

○現在実施している取組



○小児訪問看護拡充事業（訪問看護ステーション連絡協議会への委託事業）
【開始年度：平成30年度】

－小児訪問看護に関する基礎的知識・技術を学ぶ研修会・相談会を開始し、看護職
が多様なニーズをマネジメントできることを目指す。
・小児訪問看護研修会
小児の成長発達、特徴的な疾患、子どもが学ぶ意味、親子・家族関係、看護技
術、社会保障制度等に係る研修会を実施

【子ども未来課】
○医療的ケア児保育支援モデル事業【開始年度：平成29年度】
・医療的ケア児が保育所・認定こども園等の利用を希望する場合に、受け入れが可能となるよう
看護師等を配置
・平成２９年度より、津山市の公立保育園１園において医療的ケア児１名の受け入れを実施

２．医療的ケア児支援のための取組概要 岡山県

○現在実施している取組



【障害福祉課】
○重症心身障害児者と家族の安心生活サポート事業（一部委託実施）【開始年度：平成26年度】

地域バランスのとれた短期入所の環境整備・充実を総合的に促進し、医療的ケア児等（重症心
身障害児者等を含む）とその家族が県内どこでも安心して生活できる社会の実現を図る。
・短期入所サービス拡大促進事業
市町村と協働し、短期入所サービスを実施する医療機関等に対する財政的支援を行い、身
近な地域における当該医療機関等の拡大を促進
・短期入所事業所施設開設等支援事業
重症心身障害児者等の医療的ケアのために必要となる設備整備又は備品購入の経費の一
部を補助し、短期入所事業所の緊急時の受け入れ対応の機能強化
・サービス職員研修等事業
重症心身障害児者等への医療的ケアに従事する看護師等の資質向上を図るため、重症心
身障害児者等のケアの現場における看護職員及び介護職員を対象とした実習や、短期入所
事業所への専門家及び主治医の派遣等を実施
・医療的ケア児等コーディネーター養成研修事業（委託実施） 【開始年度：平成29年度】
医療的ケア児等が地域で安心して暮らしていけるよう、医療的ケア児等の支援を総合調整
する者（コーディネーター）を養成
・障害福祉従事者の専門性向上のための研修受講促進事業【開始年度：平成29年度】
喀痰吸引等研修（第1号研修及び第2号研修）の受講の際に必要となる代替職員の確保等に
係る経費を助成することにより、障害福祉従事者の確保や専門性の向上を促進

２．医療的ケア児支援のための取組概要 岡山県

○現在実施している取組



○喀痰吸引等３号研修事業
在宅において喀痰吸引及び経管栄養を必要とする方に介護職員等がその行為を行えるよう、
岡山県看護協会の協力を得て、介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修（基本研
修）を実施

【特別支援教育課】
○医療的ケア充実事業 【開始年度：平成20年度】
特別支援学校において、吸引や経管栄養等の日常的医療的ケアに係る看護師及び教員等の
専門性を高めることにより、医療的ケアの実施体制の充実を図る。
・医療的ケアに係る運営協議会（年１回）
学識経験者、医師、学校関係者等からなる運営協議会を開催し、医療的ケアに関わる諸問
題について協議
・医療的ケア新規担当教員研修（基礎研修会は年２回、実地研修会は年４回）
看護師の指導の下、新たに医療的ケアを実施する教員は研修を修了する必要があるため、
当該研修を実施
・ 医療的ケア指導医派遣事業
重度重複児に対応した医療機関が遠く、医療的ケアの指導に必要な指導が受けにくい地域
の学校や、急速に変化する医療的ケアの様々なニーズに対応するため、問題点の整理や手
技等が必要となる学校に指導医を派遣
さらに、市町村教育委員会からの要請により、医療的ケア児が在籍する市町村に対して指導
医を派遣し、実施体制整備の方法等の支援

２．医療的ケア児支援のための取組概要 岡山県

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 岡山県

〇【継続】学校における医療的ケア実施体制構築事業（国庫委託事業）【開始年度：平成30年度】
医療技術の進歩等を背景として、人工呼吸器の管理等、特定行為以外の医行為が必要な児童
生徒が増加している。合理的配慮の提供の観点などから、国においても人工呼吸器等を使用して
いる児童生徒のための体制整備が推進されているため、学校における高度な医療的ケアの体制
整備についてモデル校を指定して研究を行う。
・医療的ケア対象行為拡充検討委員会による安全な医療的ケアに関する協議
・指導医によるモデル校への巡回指導
・高度な医療的ケアに対応するためのＨ３０年度に作成した実施マニュアルの検証

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組

・現時点では、新規については未定



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いて
いる圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

7圏域

② 人口（H31.4.1現在） 2,809,617人

③ 医療的ケア児数(独自の調査等により把握している場合) ―

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

広島県障害者
自立支援協議会
医療的ケア児
支援部会

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数
（H30年度末）

36人

⑥ 医療型短期入所事業所数（H31.4.1現在） 12事業所

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
（Ｈ30.10.1現在）※訪問診療を実施している医療機関

675

⑧
訪問看護事業所数（うち小児患者に対応できる訪問看護事
業所数）（Ｈ30.10.1現在）

310
(107)

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）
（R元.8月現在）

7％（27）
（8）

⑩
公立の特別支援学校及び小･中学校における医療的ケア児
数

特 支：179人
小・中： 20人

⑪ 公立の特別支援学校及び小･中学校における看護師配置数
特 支：35人
小・中：13人

⑫
公立の特別支援学校及び小･中学校における人工呼吸器を
使用している通学生数

特 支：3人
小・中： 0人

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

広島県障害者プランにおける障害保健福祉圏域
「広島県保健医療計画」の二次保健医療圏及び
「ひろしま高齢者プラン」の老人保健福祉圏域と
同じ圏域

※⑩～⑫については広島市を除き，県立特別支援学校はR元.5.1現在，小学校及び
中学校はH30.5.1現在



２．医療的ケア児支援のための取組概要 広島県

１ 障害福祉における取組
（１）今年度から医療的ケアを必要とする在宅重症心身障害児（者）の家族等介護者を支援するため，病床を活用した医療型短
期入所事業を実施する医療機関に対して，未利用の日数に対する収入相当額を補助

（２）相談支援専門員，保健師等を対象に，医療的ケア児等が必要とする支援の利用を調整する医療的ケア児等コーディネー
ター養成研修を実施。また，今年度からは講義のみ受講する医療的ケア児等支援者養成研修も実施

２ 医療における取組
○医療機能調査の実施

病院，診療所，訪問看護事業所において，在宅医療を必要とする小児に対し，在宅で必要な医療の提供が可能かどうか，
調査を実施し，調査結果を県HPで公表（平成29年度から毎年度調査，実施主体は県）
※今年度から訪問看護事業所において，調査項目（医療的ケアを必要とする患者の在宅医療の対応）を追加

３ 教育における取組
文部科学省委託事業「学校における医療的ケア実施体制構築事業」の指定を受け，高度な医療的ケアに対応する取組を進め
ている。この取組の目的は，保護者，看護師，教員の役割を明確にし，保護者の負担軽減を図るための医療的ケア実施体制を
構築することである。具体的には，教員と看護師が対象者の基礎疾患，医療的ケア，看護度，病態の変化等の情報を共通理解
し，幼児児童生徒一人一人の教育ニーズに応える教育と医療的ケアを実施するシステムづくりである。
特に高度な医療的ケアに対応するうえで，幼児児童生徒の病態の悪化を予防する取組に力を注いでいる。

１ 障害福祉における取組
医療的ケア児支援部会での協議等に基づき，医療的ケア児（者）の支援方策について検討の上，必要な取組を実施する。

２ 教育における取組
今年度の取組の進捗により，医療的ケアを必要とする幼児児童生徒の教育の充実について課題を整理し，取り組む。

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いてい
る圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

8

② 人口（R1.8.1現在推計人口） 1,356,978

③ 医療的ケア児数（独自の調査等により把握している場合） 調査中

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

山口県医療的ケ
ア児支援地域協
議会（医療的ケ
ア児支援体制整
備事業）

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 30

⑥ 医療型短期入所事業所数（R1.8.1） 4

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
※① 在宅療養支援診療所数（うち小児科系）(H30.11)
※② 在宅療養支援病院数（うち小児科系）(H30.11)

不明
※① 150（29）
※② 15（ 4）

⑧
訪問看護事業所数（H31.4.1）
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

135
（不明）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）（H30.4.1）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

13.8%（40）
（不明）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数（H29.5.1）

90

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数（H29.5.1）

34

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数（H29.5.1）

0

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

※障害福祉計画における障害保健福祉圏域

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要（1/3） 山口県

【障害福祉分野】
○医療的ケア児支援体制整備事業
・医療的ケア児とその家族が地域で安心して生活できるよう、関係機関の連携、情報共有を図る
ことを目的に、「山口県医療的ケア児支援地域協議会」を開催
・医療的ケア児等に対して適切な支援を実施できる人材及び支援を総合的に調整する人材を養
成するため、コーディネーター養成研修を実施

【保健分野】
○長期療養児指導事業
・小児慢性特定疾病など、長期にわたり療養を必要とする児童に対し適切な療育を確保するた
め、健康福祉センター（保健所）において、療養相談や講演会・交流会を実施

【医療分野】
○小児在宅医療に関する理解促進
・小児科医師等を対象とした研修会（実技等）の開催（県小児科医会に委託）
・訪問看護師等を対象とした研修会の開催（県看護協会に委託）
・市町保健師や病院看護師等を対象とした研修会（圏域別の情報交換等）の開催
（県立総合医療センターに委託）

○総合周産期母子医療センターを中核とした周産期医療体制の確保
・県立総合医療センター（総合周産期母子医療センター）に、入院児支援コーディネーター
を配置し、ＮＩＣＵ等長期入院児への支援等を実施

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要

山口県

【教育分野】

○医療的ケア児に係る実態把握
・文部科学省調査「小・中学校における医療的ケアに関する調査」「特別支援学校における医療
的ケアに関する調査」により実態を把握。調査内容は、医療的ケアが必要な児童生徒数、行為
別医療的ケアが必要な児童生徒数等

○医療的ケアを必要とする児童生徒が通学する県立特別支援学校９校（平成３０年
度）に看護師を配置。当該保護者からの実施依頼により主治医の指示に基づいて、
看護師が医療的ケアを実施

○医療的ケアを実施するに当たり、保護者との連携のもと、対象児童生徒の状況を把
握し、医療的ケアの施行管理を行うとともに、校長、養護教諭、教諭等からなる校内
医療的ケア検討委員会を設置する等、校内保健管理体制を整備

○平成１５年にスタートした看護師配置の取組による成果
・看護師配置による対象児童生徒の安全な学習環境の整備と保護者の負担軽減
・対象児童生徒の健康の保持増進（経管栄養による誤えん防止と十分な水分補給等）
・学習の継続性の確保（保護者の都合等による欠席の減少等）
・学習の機会の確保（校外における学習活動にも看護師の同行を可能とする等）

○現在実施している取組

２．医療的ケア児支援のための取組概要（2/3）



山口県

○今後実施を予定または検討している取組

２．医療的ケア児支援のための取組概要（3/3）

時期 実施内容 担当課

通年 小児在宅医療に関する理解促進
（小児科医師、訪問看護師等に対する研修会の実施）

医療政策課

通年 総合周産期母子医療センターを中核とした周産期医療体制の確保
（入院児支援コーディネーターを中心としたＮＩＣＵ等長期入院児への支援）

医療政策課

８月 特別支援学校医療的ケア担当看護師等研修会 特別支援教育
推進室

９月 第１回特別支援学校医療的ケア運営協議会 特別支援教育
推進室

１１月 第１回山口県医療的ケア児支援地域協議会 障害者支援課
他庁内関係課

１２月 第２回特別支援学校医療的ケア運営協議会（予定） 特別支援教育
推進室

２～３月 第２回山口県医療的ケア児支援地域協議会（予定） 障害者支援課
他庁内関係課

（未定） 医療的ケア児等コーディネーター養成研修の実施 障害者支援課

（未定） 小児心臓病講演会・交流会（長期療養児指導事業） 健康増進課



① 圏域数 ３圏域

② 人口（R1.8.1現在） ７２９，５８７人

③ 医療的ケア児数 未把握

④ 医療的ケア児支援のための協議の場
医療的ケアを要する重症
心身障がい児等検討会議

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修
修了者数（R1.8.1）

－
(令和元年度から実施）

⑥ 医療型短期入所事業所数（R1.8.1） ３か所

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療
機関数

不明

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業
所数）（R1.8.1）

訪問看護ステーション

８７事業所（小児患者に
対応できる訪問看護事業
所数は不明）

⑨
看護師を配置している保育所の割合(数)
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

1３．３％(２１か所）
（０か所）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校におけ
る医療的ケア児数 （H30文科省調査より）

特別支援学校 ５０名
小・中学校 １名

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校におけ
る看護師配置数（R1.5.1）

２０名
（全ての特別支援学校)

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校におけ
る人工呼吸器を使用している通学生数

２名（特別支援学校２名）
（H30文科省調査より）

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 徳島県

【医療政策課・広域医療室】
○小児医療（救急）関係者会議において、医療的ケアを要する重症心身障がい児等支
援について協議

【健康づくり課、感染症・疾病対策室】
○小児の在宅医療を支える関係職員の資質向上と人材育成のための研修会（在宅療
養児支援関係者研修会）等の開催

【特別支援教育課】
○医療的ケア担当者研修会を年３回開催
○医療的ケアに関するヒヤリハット事例を各校に周知
○医療的ケア・給食等の指導検討委員会を開催
○県訪問看護支援センターが実施する小児訪問看護スキルアップ研修会に学校看護
師も参加

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 徳島県

【障がい福祉課】
○医療的ケアを要する重症心身障がい児等支援検討会議を開催（H29～）
○医療型・福祉型短期入所施設への設備補助（H29.H30)
○介護職員，看護職員に対するスキルアップ研修
○制度周知のためのガイドブック（よりそいガイドブック）の作成

【障がい福祉課】
○医療的ケア児等コーディネーター養成研修の実施（今年度から開催予定）

○医療的ケア児等支援者養成研修の実施（今年度から実施予定）

○介護人材等キャリアアップ研修の実施
介護事業所等の支援従事者への実地研修等によるキャリアアップを促進

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

６（旧）障害保
健福祉圏域

② 人口
956,700人
(R1.8.1)

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

160人
(H29.3末）

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

医療的ケア
部会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 1人

⑥ 医療型短期入所事業所数 7事業所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
9医療機関
(H29.3末）

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

108事業所
（Ｒ1.9.1）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

医療的ケア
児受入れ

２施設

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

８５人
(R1..5.1)
※小中はH３０

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

１７人
(R1..5.1)
※小中はH３０

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

０人
（R1..5.1)

基礎情報
１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

大川障害保健福祉圏域

三豊障害保健福祉圏域

高松障害保健福祉圏域

小豆障害保健福祉圏域

中讃障害保健福祉圏域



２．医療的ケア児支援のための取組概要 香川県

○障害児（者）関係【障害福祉課】
「重症心身障害児（者）にかかる在宅支援事業」

重症心身障害児（者）の在宅介護の支援のための医療型短期入所の受
入体制の整備
・各関係者の役割
香川県：補助事業者の指定及び補助
指定補助事業者：医療型短期入所事業所の空床確保
・取組開始年度及び事業実施内容
開始年度：平成２７年１１月

事業実施内容：「香川県医療型短期入所受入体制整備事業費補助金交
付要綱」に基づき、指定補助事業者において短期入所の空床を確保した
が利用がなかった場合に、短期入所の利用があった場合に相当する額を
補助するもの。

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 香川県

○障害児（者）関係【障害福祉課】
①医療的ケア児等コーディネーター養成研修事業等（R1年度〜）
②医療的ケア児等支援体制強化事業（R１年度〜）
・医療的ケア児等コーディネーター等実地研修：医療的ケア児等コーディ
ネーター候補者等を対象に県下で医療的ケア児等の支援を実施している
医療機関や事業所等の見学、意見交換会。

・医療的ケア児等の支援にかかる事例検討会：各市町等から推薦された
地域作りの核となる医療的ケア児等コーディネーター候補者等が、それぞ
れの事例を通して地域支援体制づくりを検討する。

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組

・医療的ケアが必要な子どもをもつ保護者、及び支援者向けの勉強会、及び
意見交換会を開催予定。



２．医療的ケア児支援のための取組概要 香川県

○母子保健関連【子ども家庭課】
①周産期医療体制と患児等のQOL向上に関する調査の実施（H28.3）
周産期医療体制の対策として、周産期医療センターの実態調査及び利用者の意識調査等
を実施し、NICU等長期入院患児およびその家族のQOLの向上について検証を行った。

②小児在宅医療従事者養成研修を実施(H30年～）
医師・看護師向け研修（開催協力 香川大学、日本小児科医会）

③小児慢性特定疾病児の医療的ケア児数・状況の調査（H29年～）
1)調査結果をもとに、各保健福祉事務所で保健師の訪問指導、相談等を実施
2)医療的ケア児が病院から退院するときには病院で退院支援会議を開催
3)医療依存度の高い小児慢性特定疾病患者に対し災害時に適切な対応ができるよう、
H30年に「災害時要援護小児慢性特定疾病患者安否確認リスト」・「個別支援票」
を作成し、台風等の災害時には安否確認をしている。

④乳幼児レスパイト事業の実施
在宅で人工呼吸器を使用するなどの医療的ケアを必要とする重症の小児慢性疾病児童
等の療養支援と、介護する家族の精神的・肉体的負担の軽減を図るため、医療機関で
患者を一時的に受け入れる乳幼児レスパイト事業を実施
平成31年度までは１医療機関➡令和元年度から２医療機関で対応

・県の防災部局が全市町と構築している防災情報システムの「避難行動要支援者状況」に医療的ケア児の情報
が入力でき、個別支援計画が策定できるに検討している。

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 香川県

○医療的ケア運営協議会（年２回）【 特別支援教育課 】
医療的ケア指導医、関係特別支援学校長、医療的ケア児保護者代表、そ
の他教育長が必要と認める者で組織し、特別支援学校において実施され
る医療的ケアの基本方針等を審議する。
○医療的ケア連絡協議会（年１回）【 特別支援教育課 】
特別支援学校６校に配置されている学校看護師及び管理職、養護教諭等
を対象に、講師として医師を招いての講話や協議題に沿った情報交換な
どをテーマに実施している。

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。障がい保健福祉圏域）

６圏域

② 人口（R1.8.1現在推計） 1,340,364

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

調査予定

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

愛媛県障がい
者自立支援協
議会子ども部会

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数
（H30年度）

２８人

⑥ 医療型短期入所事業所数 ４か所

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
※訪問診療を実施している医療機関数（H29年度 ＮＤＢデータ 在宅
患者訪問診療科を算定した病院数・診療所数）（うち15歳未満）

３５０か所
（３か所）

⑧
訪問看護事業所数（R１年７月審査分）
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

１７５か所

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）(R1.8.1)
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

２６．１％
（９７か所）
（うち６か所）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数（H30.5.1現在）

９７人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数（H30.5.1現在）

２１人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数（H30.5.1現在）

６人

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

今治圏

宇摩圏

新居浜・西条圏

松山圏

八幡浜・大洲圏

宇和島圏



２．医療的ケア児支援のための取組概要 愛媛県

≪障がい福祉≫
・（平成１９年度～）県立子ども療育センター等県内１３施設において障害児（者）療育
等支援事業を実施し、訪問による療育指導など、重症心身障がい児（者）の在宅生活を
支援している。

・医療的ケア児等支援者・コーディネーター養成研修を開催するとともに、各市町におけ
るコーディネーターの配置を推進。

・医療的ケア児等支援市町連絡調整会を開催し、各地域における医療的ケア児等支援の実
情や課題等について情報交換を行うとともに、支援体制の構築を促進。

≪教育≫
・（平成29～令和元年度）「学校における医療的ケア実施体制構築事業（文科委託事
業）」を受託し、県立特別支援学校をモデル校として、人工呼吸器の管理等の特定行為
以外の高度な医療的ケアに対応した校内支援体制の充実に向けた研究に取り組んでいる。

≪在宅医療≫
・（平成２６年度～）医療的ケアを必要とする障害者が在宅で暮らせる体制整備のための
協議会を設置（四国中央市）

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 愛媛県

≪母子保健≫
・（平成27年度～）幼少期から慢性的な疾病による長期療養のため、学校生活での教育や
社会性の涵養に遅れが見られる小児慢性特定疾病児童等の健全育成及び自立促進を図る
ため「小児慢性特定疾病児童等自立支援事業」を実施。自立及び就学等の相談事業等に
より、医療的ケア児を含む対象児及びその家族への支援を行っている。（ＮＰＯ法人に
委託）

○現在実施している取組

・医療的ケア児数等を把握するための実態調査を実施するとともに、各市町にも実態把握
を働きかけ。

・令和２年度に県立特別支援学校における医療的ケア実施体制ガイドブック（仮称）の
策定を予定するとともに、県立特別支援学校における医療的ケア運営協議会（仮称）の
設置を検討している。

○今後実施を予定または検討している取組



① 圏域数（医療的ケア児支援体制整備する
にあたって用いている圏域。例：二次医
療圏、障害保健福祉圏域等）

障害保健福祉圏：５圏
保健医療圏：４圏

② 人口 698,167人（令和元年８月１日現在推計人口）

③ 医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場
合）

６２名
（Ｈ３０年９月末：１８才未満）

④ 医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、
事業名）

・高知県重症心身障害児者等支援体制整備協議会
（平成30年11月設置）
・高知県障害者教育支援委員会（昭和51年設置）

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研
修修了者数

２名（他県の重症心身障害児者等コーディネーター養
成研修を修了、県内事業所で勤務中）

⑥ 医療型短期入所事業所数 ４か所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医
療機関数

訪問診療を行う医療機関数：133施設
※医療的ケア児に対応できる医療機関数は不明

⑧ 訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事
業所数）

64ステーション
（22ステーション）

⑨ 看護師を配置している保育所の割合(数)
（うち医療的ケア児に対応できる保育所
数）

37％（88施設）
（2施設）

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校にお
ける医療的ケア児数

・特別支援学校（分校含む14校）：51名（R1）
（通学生24名、訪問生8名、施設生19名）
・小中学校：8名（6市町村）（R1）

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校にお
ける看護師配置数

・特別支援学校：17名（R1）
（うち医療的ケア児対応看護師15名）
・小中学校：6名（４市町村）（R1）

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校にお
ける人工呼吸器を使用している通学生数

・特別支援学校：１名（R1）
・小中学校：０名（R1）

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

香美市

香南市

大豊町
本山町

土佐町

大川村

南国市

高知市

いの町

仁淀川町

越知町

佐川町
土佐市

日高村

須崎市
津野町

中土佐町

梼原町

四万十町

黒潮町四万十市

宿毛市

土佐清水市大月町

三原村

東洋町

室戸市

北川村

馬路村

安芸市

芸西村

田野町

安田町

奈半利町

保健医療圏:中央は1圏
（東西に分かれていない）

障害保健福祉圏

（中央西）

（中央東）

高幡

幡多

安芸



２．医療的ケア児支援のための取組概要 高知県

１ 本人や家族に対しての支援の取組み

□障害児者地域支え合い支援事業（H18～）（障害福祉課）
・公的な介護サービスが利用できない場合で、家庭において介護を受けることができず、一時的に介護を必要とする場合に、
障害児（者）が予め登録した介護人から介護を受ける（介護委託）市町村事業に対して補助する
（上限：登録利用者1人につき50時間）

□重度障害児者のヘルパー利用支援事業（H25～）（障害福祉課）
・入院時に家族の代わりにヘルパーが付き添う場合や（上限：対象者1人につき42日）、保護者が通所事業所へ送迎する際
のガイドヘルパーの利用に係る経費に対して補助する

□通学支援（「特別支援学校への就学奨励に関する法律」に基づく就学奨励費）（H26～）（特別支援教育課）
・重度重複幼児児童生徒に係る通学時のタクシー利用に関する補助
保護者等の運転する自家用車で通学している者が、タクシーを利用して通学した際の費用について、自家用車相当分の
ガソリン代を通学費として補助する
（上限：対象者1人につき48回（往復24回））

□特別支援学校での対応（特別支援教育課）
・医療的ケア児に対応するため看護師を配置
・合理的配慮の視点から指導医を委嘱（１校）、医師等を派遣し実地研修や研修会を実施

□医療的ケア児等支援事業（定期受診の通院時）（H29～）（障害福祉課）
・付き添いの看護師が必要となる場合の訪問看護に係る費用を補助する（上限：対象者1人につき12回）

□家族の精神面への支援（H29～）（障害福祉課）
・重度障害児者の家族を対象としたピアカウンセラーの養成研修を実施

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 高知県

２ 支援者への取組み

□短期入所利用促進事業（H25～）（障害福祉課）
・医療機関において短期入所サービスを提供した場合、その支援に係る経費に対して補助する

□中山間地域等訪問看護サービス確保対策事業（H29～）（医療政策課）
・小児や難病患者・児等に高度なケアを提供する体制を整備
訪問看護師に教育支援（知識・技術）が必要な場合の支援費用を補助する
（重度障害でも家族が在宅療養を希望する場合、少しでも対応できるように訪問看護師間の協力体制を整備している）

□退院調整・継続看護（医療政策課）
・ＮＩＣＵ等を退院する児の退院調整や継続看護について、基幹訪問看護ステーションが相談を受け、さらに当該児の近隣
訪問看護ステーションと連携して、継続支援を実施している

□相談支援専門員等研修（H28～）（障害福祉課）
・相談支援専門員等のスキルアップを図る研修を実施

□医療的ケア児加配看護師等雇用事業（H30～）（幼保支援課）
・医療的ケア児を受け入れるため、医療的ケアの頻度等に応じて看護師を雇用し、保育所等に配置した場合の人件費を
補助する
（医療機関等において雇い上げた看護師を保育所等に派遣する方法も可）

□医療的ケア児等支援事業（H29～）（障害福祉課）
・保育所等への訪問看護に係る経費に対して補助する（訪問看護による医療的ケア、市町村が雇用する加配看護師への
技術的支援）

□重症心身障害児者等支援体制整備協議会の設置（Ｈ３０～）
・既存の高知県重症心身障害児者等サービス調整会議を改組し、平成30年度に設置。
保健・医療・障害福祉・教育等の各分野の関係者が一堂に会し、医療的ケア児の支援に係る課題や対策に
ついて継続的に意見交換や情報共有を図る。

○現在実施している取組



・「県立特別支援学校における医療的ケア実施体制ガイドライン」の策定（令和元年8月策定）

・医療的ケア児等コーディネーター養成研修事業（委託実施）（Ｒ１～）

・保護者のレスパイトのための訪問看護師等派遣事業（Ｒ２～）

○今後実施を予定または検討している取組



① 圏域数 13圏域（障がい福祉圏域）

② 人口 5,126,283人（R1.6月住民基本台帳）

③ 医療的ケア児数 796人（H29国研究班推計値）

④
医療的ケア児支援のための協議の
場※都道府県又は政令市設置のも
の（名称、事業名）

小児等在宅医療推進検討会、地区別小児
等在宅医療検討会（R１開催予定）、特別
支援学校医療的ケア体制事業運営協議
会（H19.8）、医療的ケア児支援及びレス
パイトケアに関する庁内連絡会議（H29.5）

⑤
医療的ケア児等コーディネーター
養成研修修了者数

197人（R1.7月現在）

⑥ 医療型短期入所事業所数 40（R1.8月現在）

⑦ 訪問診療を行う医療機関数 1,412(R1.8月現在)

⑧
訪問看護事業所数（うち小児患者
に対応できる訪問看護事業所数）

◆訪問看護ステーション５８３（H3１.4）
◆小児対応可能数
１８３件（H31.3看護ケア情報調査結果）

⑨
看護師を配置している保育所の割
合（数）（うち医療的ケア児に対
応できる保育所数）

49.8 %（277 か所）（うち3か所）
（R1.6月現在）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学
校における医療的ケア児数

特別支援学校１６校２０４人、小・中学校９
校１０人（H30.5.1）

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学
校における看護師配置数

特別支援学校１４校５２人、小・中学校０人
（H30.5.1）

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学
校における人工呼吸器を使用して
いる通学生数

特別支援学校６人、小・中学校０人
（H30.5.1）

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 福岡県

医療的ケア児支援施策及びレスパイトケアサービスの拡充・利用促進：障がい福祉課

１．事業目的

在宅で医療的ケアが必要な障がい児及び重症心身障がい児者を日常的に介護する家族の負担軽減を図る。

２．事業概要

（１）訪問型在宅レスパイト事業（R1～）

医療的ケア児の自宅等へ訪問看護事業所の看護師を派遣に要する費用の一部を補助

（２）医療的ケア支援人材育成研修助成事業（R1～）

介護職員等が医療的ケア児を対象とした喀痰吸引等研修（3号研修）を受講する費用の一部を補助

（３）支援情報発信事業（R1）

医療的ケア児支援施策を体系的にまとめた冊子の作成

（４）医療的ケア児等コーディネーター養成研修（H29～）

在宅の医療的ケア児等に関する専門的知識や関係機関との連携等の研修（相談支援員、医療機関の職員等が対象）

（５）レスパイトケア体験型説明会（H28～）

老健施設及び医療機関を活用した重症心身障がい児者の医療型短期入所サービスの説明

（６）医療的ケア児等の受入れの実地研修（H26～）

重症心身障がい児入所施設での実地研修（老健施設及び医療機関の職員が対象）

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 福岡県

小児慢性特定疾病児童等自立支援事業：がん感染症疾病対策課

小児慢性特定疾病児童等に対しては、患児や家族の不安や悩みを軽減し、
生活の質の向上を図るために、相談支援や地域関係者への研修等を実施している。

≪小児慢性特定疾病自立支援員≫
－福岡県難病相談支援センターに配置－

○各種相談
療養・日常生活、進学・就労相談、患児家族交
流会の紹介等
関係機関との連絡調整を行いながら自立に向け
て支援

○地域関係者への啓発や情報提供
学校の養護教諭、保育実施従事者等に対する研
修会の実施等

≪保健福祉（環境）事務所≫

○慢性疾病児童等に対する療育相談
家庭看護、食事・栄養指導、精神的支援、福
祉制度の紹介等

○小児慢性特定疾病児童等ピアカウンセリング
患児を抱える保護者の相談会、交流会等

○小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付
患児への日常生活用具の給付（市町村への
補助）

【福岡県難病相談・支援センター】

～ 小児から成人期までの切れ目ない支援 ～

難病相談支援員

難病診療連携ｺｰﾃﾞｲﾈｰﾀｰ小慢自立支援員

連携

福岡県と福岡市
の自立支援員
２名で対応



２．医療的ケア児支援のための取組概要 福岡県

小児慢性特定疾病児童等レスパイト支援事業：がん感染症疾病対策課

家族の休養等のため、医療機関において、患児を一時的に預かっていただくことで、小児慢
性特定疾病児童等とその家族が安心して地域で療養生活を送ることができるよう支援する。

対象者： 小児慢性特定疾病医療受給者証を持ち、次に掲げる要件を全て満たす方。
（１）福岡県に住所を有する児童等
（２）医療受給者証において人工呼吸器等装着認定を受けている児童等または、
医療受給者証において重症患者認定を受け次のいずれかの状態にある児童等

ア 呼吸障害等により人工呼吸器を使用している
イ 気管切開を行っている
ウ 常時頻回の喀痰吸引を実施している（概ね１日に８回以上）

（３）介護者の疾病や疲労、またはきょうだい児の看護や学校事業等により、必要な療養上の介護等
が受けられなくなり、在宅療養の継続が一時的に困難な状態にある児童等。

実施主体：福岡県、北九州市、福岡市、久留米市
利用日数：実施主体が承認した期間内に、患児１人につき年間１４日間
利用者負担：原則、本事業の利用に関する費用は無料。ただし、保険診療が発生した場合の医療保険の自己負

担額分や医療機関までの移送費用や保険適用外の費用（差額ベット代等）等については自己負担
あり。

保護者
保健所

又は区役所

受入
医療機関

実施主体
の本庁

①

③

委託契約

④

② 保護者は予め保健所等に登録の申請を行い、実
施主体から登録の承認を受ける。（①～③）
保護者は、一時入院を希望する場合、直接かか
りつけの受入医療機関に相談する。（④）
※ かかりつけの受入医療機関での一時入院が困難
な場合、必要に応じ、小児慢性特定疾病児童等
自立支援員が医療機関との調整等の支援を行う。



２．医療的ケア児支援のための取組概要 福岡県

福岡県小児等在宅医療推進事業（平成２６年度～）：高齢者地域包括ケア推進課

【目的】 ＮＩＣＵ（新生児集中治療管理室）で長期の療養を要した小児をはじめとする在宅医療を必要と
する小児等が、在宅において必要な医療・福祉サービス等が提供され、地域で安心して療養できるよう、
福祉や教育などとも連携し、地域で在宅療養を支える体制を構築する。

１ 県実施（所管：高齢者地域包括ケア推進課）
・福岡県小児等在宅医療推進検討会の開催
・福岡県地区別小児等在宅医療推進検討会の開催
（北九州地区、福岡地区、筑豊地区、筑後地区）

２ 委託事業（６拠点病院実施事業概要）
（１）小児等医療提供ネットワーク構築
・在宅医療を担う医療機関等の拡大を図るため、人材育
成を目的とした研修会の開催

・医療機関内外の関係機関との調整。関係機関に対して
在宅移行に向けての支援等

（２）医療・福祉・教育との連携
・地域の福祉・教育・行政関係者に対する研修会の開催
・自立支援協議会への参画
・事例検討等により多職種との連携促進
・医療的ケア児とその家族へのヒアリング

（３）社会資源調査・分析
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したい取組み



協議①小児等在宅医療提供体制の整備に関すること

福岡県小児等在宅医療推進検討会

協議②医療･福祉･教育の連携に関すること

福岡県地区別小児等
在宅医療推進検討会

福岡地区

各地区代表
報告･提案

意見反映 参画・提案

意見反映

患児･
家族

医療型短期入
所、療養介護、
入所施設

福岡県における小児等在宅医療推進体制整備に係る各会議のイメージ

福祉相談機関､相談事業所､
障がい福祉サービス事業
所、通所支援、放課後ﾃﾞｲ
ｻｰﾋﾞｽ

周産期母子医療センター

教育機関（特別支援教育
相談センター､特別支援
学校､幼稚園、小中学校）

小児科がある地域中核病院

医師会

在宅療養支援診療所

小児科診療所

訪問看護ステー
ション、薬局、
歯科診療所等

県地域在宅医
療支援センター、
市町村

小児等在宅医療における関係機関のネットワーク

協議

北九州地区

筑豊地区

筑後地区

拠点病院
①小児等医療提供ネットワーク構
②医療･福祉･教育との連携
③課題抽出と検討 等

参画・提案

子育て機関
（保育所）



２．医療的ケア児支援のための取組概要 福岡県

福岡県特別支援学校医療的ケア体制整備事業：福岡県教育委員会

点
検

評
価

県立特別支援学校

校内委員会
（副校長、教頭、事務長、看護職員、養護教諭、教員等）

幼児児童生徒

指導医

保護者

医療的ケアの実施

申請・決定

特別支援学校医療的ケア体制整備事業運営協議会
（医師、看護師、弁護士、保健・福祉・ＰＴＡ代表・学校等）

校長
助言・相談

指示・報告

医
療
機
関
・
福
祉
機
関

連携

主治医

医療的ケアを必要とする幼児児童生徒の
安全な教育環境の整備

依頼・指示

県教育委員会

指導・報告

委嘱

看護職員、教員（特定行為）

指示・報告



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いている
圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

2次保健医療
圏域

② 人口【R1.8.1】 814,681人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

150人程度
（推計）

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

佐賀県医療的
ケア児等支援
連絡協議会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数【R1.9.1】 30人

⑥ 医療型短期入所事業所数【R1.9.1】 7ヵ所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 未把握

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

86ヵ所
【R1.6.1】
小慢指定訪問
看護33ヵ所
【R1.8.1】

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）【H31.4.1】

6割
（120施設）
（3施設）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児数
【H30.5.1】＊施設病院等の入所入院及び訪問教育対象者は除く

41人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数
【H30.5.1】

23人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を使用
している通学生数【H30.5.1】
＊施設病院等の入所入院及び訪問教育対象者は除く

5人

基礎情報

どのデータが、いつ
の時点のデータか分
かるように記載願い
ます。１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

障害保健福祉圏域
（２次保健医療圏域）

東部

中部

南部

北部

西部



２．医療的ケア児支援のための取組概要 佐賀県

○現在実施している取組

・平成30年2月1日 佐賀県医療的ケア児等支援連絡協議会発足
・平成31年2月6日 第２回医療的ケア児等支援連絡協議会開催

(1) 保健担当（ 男女参画・こども局 こども家庭課 ）
・各保健福祉事務所において、小児慢性特定疾病児童等の相談支援や交流会を実施。
・平成27年度から小児慢性特定疾病児童等自立支援員を配置し、相談支援や関係機関
との連絡調整を実施。

・平成27年度から慢性疾病児童地域支援連絡会を開催。関係機関との情報交換や課題
の検討を実施。

・平成29年度から小児慢性特定疾病児童等レスパイト訪問看護事業を実施。

(2) 在宅医療担当（ 健康福祉部 医務課 ）
・佐賀県看護協会に委託している訪問看護サポートセンター事業では、医療的ケア児
が必要な小児から高齢者まで対応できる訪問看護師の資質向上を目的に、研修や
相談事業を実施している。

・熱や予防接種などの軽微な処置対応について、近隣の医療機関等でも診療が受け
られるように、大学病院小児科医師が患者住居周辺の医療機関や小児地域医療
センターと調整を行い、患者に応じた対処の指導を行う事業を実施している。



２．医療的ケア児支援のための取組概要 佐賀県

○現在実施している取組

(3) 障害福祉担当（ 健康福祉部 障害福祉課 ）
・平成11年度から児童発達支援センターにおいて、訪問・外来による療育支援や支援
者への技術指導を実施（障害児等療育支援事業）

・平成25年度から福祉型短期入所及び日中一時支援事業所の医療的ケアが必要な障害
児者の受け入れに助成し、家族のレスパイト支援を実施

・平成29年度から医療型短期入所事業所等が行う①医療的ケアが必要な障害児等の受
入体制整備、②送迎支援、③人工呼吸器等の設備整備に対して補助を実施

・平成30年度から医療的ケア児等コーディネーター養成研修実施
・在宅の医療的ケアを要する方の実態を把握するため、県内訪問看護ステーションを
対象としてアンケートを実施

(4) 保育担当（ 男女参画・こども局 こども未来課 ）
・現段階で取組なし



２．医療的ケア児支援のための取組概要 佐賀県

○現在実施している取組

(5) 教育担当 （ 教育庁教育振興課特別支援教育室 ）
・本県教育委員会は、「佐賀県立特別支援学校における医療的ケア支援事業」を平成
15年12月に創設し、看護師を非常勤職員として特別支援学校に配置すること等によ
り、校内における医療的ケアに関する体制を整備し、付添い等の保護者の負担軽減
及び児童生徒の学習の機会の安定・確保を図ることとしている。

①特別支援学校における医療的ケア実施の看護師の配置
医療的ケアを必要とする児童生徒数に応じて県立特別支援学校に看護師を配置する。

（※令和元年度切れ目ない支援体制整備充実事業費補助金も活用）

②特別支援学校における医療的ケア支援体制の整備
看護師の研修（主治医による指導等）、指導医による看護師の訪問指導、校内医療的
ケア委員会、校内医療的ケア研修会、教職員研修等に係る経費を予算化している。



２．医療的ケア児支援のための取組概要 佐賀県

○今後実施を予定または検討している取組

・R1.9.26~27, 10.1~2 佐賀県医療的ケア児等コーディネーター養成研修 開催

・R2初旬 第3回佐賀県医療的ケア児等支援連絡協議会 開催

・災害時の医療的ケア児等の支援について、関係各課で検討中



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

10
（R1.9.1）

② 人口
1,326,993人
（R1.8.1）

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

―

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

長崎県自立支援
協議会 医療的ケ
ア児等支援部会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 78名（H31.3.31）

⑥ 医療型短期入所事業所数 5（R1.9.1)

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 不明

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

98箇所（20）
（H29.7.1）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

39％(156園)
（H31.4.1）
（H29実績：7園）
※認定こども園含む

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

75
（R1.5.1)

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

20
（R1.5.1）

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

0
（R1.5.1）

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

医療型障害児
入所施設



２．医療的ケア児支援のための取組概要 長崎県

●医療的ケアが必要な在宅小児等支援事業（障害福祉課）
①協議の場の運営支援・参画 ②地域の支援体制づくり ③資源開拓 ④医療連携
●医療的ケアが必要な在宅小児等への支援事業（医療政策課）
小児の在宅医療に関わる看護師を養成するための研修を実施
小児在宅に携わる多職種の連携体制構築の為、地域での勉強会を実施
●医療的ケア児保育支援モデル事業（こども未来課）
今年度2市町において、医療的ケア児の受入れに要する看護師配置や受入れに係る
マニュアルを策定する。
●小児慢性特定疾病医療費助成制度（こども家庭課）
厚生労働大臣が定める小児慢性特定疾病の患児家庭の医療費の負担軽減
●小児慢性特定疾病児童等自立支援事業（こども家庭課）
長期療養をしている児童の自立や成長にあわせ、利用者の環境等に応じた相談支
援を実施
●障害のある子どもの医療サポート事業（特別支援教育課）
①学校看護師の任用 ②看護師研修会の実施 ③基本研修（第３号研修）の実施
④指導医の委嘱 ⑤医療的ケア実施運営協議会、医療的ケア担当者会の開催

●現在の取組の継続
●小児慢性特定疾病児童等自立支援事業（こども家庭課）
既存の取組に加え、医療的ケア児等コーディネーターとの連携強化

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



① 圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用い
ている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

１０圏域（二次保健医療
圏域：.R1.9.1現在）

② 人口 1,747,467人
(R1.8.1現在）

③ 医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

名称：熊本県医療的ケア
児等支援検討協議会
事業名：医療的ケア児等
支援事業

④ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 57人(R1.9.1現在）

⑤ 医療型短期入所事業所数 １３事業所(R1.9.1現在)

⑥ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 １４カ所(R1.9.1現在)

⑦ 医療的ケア児に対して入院治療を受け入れる病院数 １４カ所(R1.9.1現在)

⑧ 訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

１９０カ所(63カ所)
(H30.1.1現在)

⑨ 看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

約6.0％（24か所）
（H30.5.1現在）

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア
児数

１５６人
（H30.5.1現在）

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置
数

４９人
（H30.5.1現在）

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器
を使用している通学生数

１３人
（H30.5.1現在）

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

各二次保健医療圏域（１０圏域）毎に協議の場の設
置を検討している。
※熊本・上益城圏域は熊本市を除く

①

②

③
④

⑤
⑥

⑦
⑧

⑨

⑩

熊本県の二次保健医療圏域
① 有明
② 鹿本
③ 菊地
④ 阿蘇
⑤ 熊本・上益城
⑥ 宇城
⑦ 天草
⑧ 八代
⑨ 芦北
⑩ 球磨

熊本市



２．医療的ケア児支援のための取組概要 熊本県

○現在実施している取組

●地域療育総合推進事業（Ｈ１７～：障がい者支援課）

在宅障がい児に地域で適切な療育サービスを提供できる体制充実を目的に、地域療育ネット
ワークの構成、地域療育センター運営、在宅児童・家庭への直接支援及び地域療育拠点施設
等の支援充実等を実施。

●重度障がい者居宅生活支援事業（Ｈ２７～：障がい者支援課）

重度訪問介護に対応できる介護従事者の育成を図るため、研修を実施。医療的ケアが必要な
重度の障害児・者を受け入れる事業に対し、利用者の受入れに必要となる自動車等の備品購
入費用の一部を助成。

●医療的ケア児等支援事業（Ｈ３０～：障がい者支援課）
１ 医療的ケア児支援に関する保健、医療、福祉及び教育の連携を推進するために
各分野の関係機関による協議の場（熊本県医療的ケア児等支援検討協議会）を開催。

２ 医療的ケア児等を支援する支援者や、それらを結びつけるコーディネーターを養成する。



２．医療的ケア児支援のための取組概要 熊本県

○現在実施している取組

●熊本県小児在宅医療支援センター運営事業（Ｈ２８～：医療政策課）

熊本大学病院内に設置された「小児在宅医療支援センター」にて、小児 在宅医療に関する保
護者や医療関係者に対する相談対応や、医師や看護師を対象とした人工呼吸器の取扱い等に
関する講習会、地域の中核病院小児科への支援等を実施。県は運営費を助成。

●小児訪問看護ステーション機能強化事業（Ｈ２８～：医療政策課）
NPO法人NEXTEPに「小児訪問看護ステーション相談支援センター」を委託し、小児を対象と
した訪問看護ステーションの新規参入や継続に不安を抱く事業者に対する相談窓口の運営、技
術的支援を担う小児在宅支援コーディネーターの配置、小児訪問看護に関する研修等を実施。

●小児在宅医療に関する関係者（小児在宅医療支援センター、NEXTEP、小児医療機関、在宅
クリニック等）の意見交換会の開催（Ｈ３０～：医療政策課）



２．医療的ケア児支援のための取組概要 熊本県

○現在実施している取組

●特別支援教育経費補助事業：幼稚園（Ｓ５９～：子ども未来課）

障がい児を受け入れて特別支援教育を行っている幼稚園等に、専任教職員給与をはじめとす
る特別支援教育に必要な経常的経費について補助を行う。

●障がい児受入促進事業：保育所（Ｈ２～：子ども未来課）
既存の保育所等が障がい児を受け入れるために必要な改修等の経費について補助を行う。

●小児慢性特定疾病児童等自立支援事業（Ｈ２７～：子ども未来課）

小児慢性特定疾病児童及び家族に対して、適切な療養の確保、必要な情報提供を行うことで、
健康の保持及び自立支援の促進を図ることを目的としている。相談支援業務に関しては、各保
健所及び委託をしているＮＰＯ法人ＮＥＸＴＥＰにおいて、対象者からの相談対応や交流会の開催
等を行っている。

●ほほえみスクールライフ支援事業（Ｈ１４～：特別支援教育課）

学校生活を送るに当たり、医療的ケア（喀痰吸引や経管栄養等）の必要な児童生徒が、安全で
安心して学べる学習環境を整備するとともに、保護者の負担軽減を図ることを目的とし、熊本県
立特別支援学校に医療機関から看護師を配置して、医療的ケアを実施する事業



２．医療的ケア児支援のための取組概要 熊本県

○今後実施を予定または検討している取組



① 圏域数（H31.4.1現在） ６圏域

② 人口（H30.10.1現在） 1,142.943人

③ 医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

自立支援協
議会子ども
部会

④ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 ２２人(養成中)

⑤ 医療型短期入所事業所数（Ｒ元.8.1現在） １０事業所

⑥ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 不明

⑦ 医療的ケア児に対して入院治療を受け入れる病院数 不明

⑧ 訪問看護事業所数（H31.4.1現在）
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

１１０事業所
（４６事業所）

⑨ 看護師を配置している保育所の割合（数）
(H30.4.1現在）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

７４か所
※非常勤含む

（７か所）
※ケアの内容により
対応可否が異なる

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数（H30.5.1現在）

９１名

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数（H30.5.1現在）

２６名

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数（H30.5.1現在）

２名

基礎情報

医療的ケア児支援
の体制整備を進め
ている圏域を
図示してください。

１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

障がい保健福祉圏域及び二次医療圏

北部

西部

豊肥

南部

中部

東部



医療的ケア児支援のための取組概要

○ 医療的ケア児支援体制構築事業（障害福祉課）別添１
概要：医療的ケアを必要とする障がい児が適切な支援を受けられる環境を整えるため、障害福祉サービスとの

マッチングを行う専門人材を養成するほか、サービスを提供する機関等を支援する。
①医療的ケア児コーディネーターの養成（年間２０人程度）
②医療的ケア児が利用可能なサービスの充実（短期入所事業所開設支援、受入拡充用設備整備助成等）
③医療的ケア児を支援するための連携体制の構築（自立支援協議会子ども部会での協議）

○ 小児在宅医療連携体制整備事業（医療政策課）別添２
概要：中津市立中津市民病院小児科に運営事務局を設置し、在宅訪問診療の実地研修や事例検討研修を行うと

ともに、小児科施設、重心児施設、訪問看護等で構成する連絡会を設置し、大分県下の小児患者・成人期
移行患者の在宅医療提供体制を整備する。

○ 大分県教育庁における医療的ケアに関する取組（特別支援教育課）別添３
概要：特別支援学校において医療的ケアが必要な児童生徒への支援を適切に実施するため、学校と福祉、医療機関

等の相互連携及び医療機関と連携した医療的バックアップ体制の構築を的確に進め、医療的ケアの実施体制
の整備を図り、障がいのある児童生徒が自立し、社会参加する基盤の形成に資する。

○現在実施している取組

○ 現行の事業を継続予定

○今後実施を予定または検討している取組



○医療的ケア児への支援のあり方の協議
医療的ケア児への支援に携わる保健、医療、福祉、教育、行政等の関係機関の連絡調整、意見交換の場を設け、連携体制を構築
（自立支援協議会子ども部会で協議）

○医療的ケア児の人数は１４２人と推計（Ｈ２９厚労省推計）

○受入が可能な事業所の状況
短期入所事業所 ９４施設中１１施設 医ケア児２１人が利用
障害児通所支援事業所 ２０８施設中１５施設 医ケア児４５人が利用

医療的ケア児と障害福祉サービスのマッチング強化及びニーズに応じたサービスの充実に向けて下記に取り組む

医療的ケア児支援体制構築事業

取 組

現状・課題

※全国の医療的ケア児は約１．８万人（Ｈ２９厚労省推計）

○受入拡充に向けた医療機関等の掘り起こし
対象：医療機関等（受入可能な事業所の少ない圏域を中心）
内容：小児科医等に対する空床型短期入所事業の開設打診や既存の通所支援事業所に対する受入時の報酬等の説明

○受入拡充に向けた研修会の実施
対象：事業所開設を検討する医療機関及び新規受入を検討する事業所
内容：医療機関等に対して支援の基礎知識や支援事例などの研修を実施

○受入拡充に必要な設備整備等への助成
対象：新規開設や既存の事業所で医ケア児を受け入れる事業所
内容：受入拡充に必要な医療用ベッドやたんの吸引器等の備品購入等に対する補助

上限１，０００千円 補助率１／２

○医療的ケア児等コーディネーターの養成（国庫１／２）
対象：相談支援専門員、各市町村保健師 等 ２２人
内容：医療、福祉、本人理解等の基礎知識、支援体制整備に関する座学及び計画作成や事例検討の演習等

座学２日、演習２日（計画作成、事例検討）→ ９月～１０月にかけて実施

・看護師常駐の安心して預けられる事業所が少ない
・休日や長期休暇時に受け入れてもらえる施設が少ない
・自分が病気になった時や緊急の用事ができた時に
子どもが入所できる施設が近隣にない

・相談できる相手がいない

背景：障がい児通所支援事業所等で医療的ケアができる環境整備がされていないことや事業所等に配置されている看護師等の人材が医療的ケア児に
対応できない場合が多いこと等により、医療的ケア児が障害福祉サービスが受けられていない。
医療的ケア児が身近な地域で必要な支援を受けられ、安心して暮らせる環境づくりが求められている。

別添１

○保護者の声

医療的ケア児と障害福祉サービスのマッチング強化

医療的ケア児を支援するための連携体制の構築

医療的ケア児が利用可能なサービスの充実



●小児在宅医療実地研修
〔対象〕医師、看護師
〔内容〕小児在宅訪問診療を行う医師に同行し、現場での対応手法を学ぶ

●小児在宅コーディネート研修
〔対象〕医師、看護師、MSW等
〔内容〕講義・事例検討

●小児在宅医療連絡会
〔構成員〕NICU・小児科施設、重症心身障害児施設、訪問看護、行政
〔内 容〕小児在宅医療へのスムーズな移行、急変時の対応等、入院受入

制整備に係る検討

●学校巡回指導
医師が特別支援学校や普通学校を巡回し、医療的ケアが必要な児の教育
環境について医学的アドバイスを行う

平成３１年度小児在宅医療連携体制整備事業

○医療技術の進歩等を背景として、ＮＩＣＵ等に長期入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や
経管栄養などの医療的ケアが必要な障害児（医療的ケア児）が増加。→ 全国推計 18,000人（H29年厚労省調査）

○高齢者のみではなく、小児や若年層の在宅患者に対する訪問診療、訪問看護、訪問薬剤管理指導等にも対応できるような
体制を確保すること。（「在宅医療の体制構築に係る指針」H29.7.31 厚労省医政局地域医療計画課長通知）

○県内の医療的ケア児は142人と推計（H30厚生労働省推計）。小児在宅医療を担う医療機関、訪問看護ステーション等は
少なく、引き続き医師・ 看護師の技能習得や入院医療機関と在宅医療機関等との連携体制づくりが必要。

現状

【小児在宅医療推進システム
構築事業（H27～H29年度）】
◆小児在宅医療実技講習会（年２回）
◆医療資源・ニーズ調査
◆小児在宅医療連絡会（年２回）

これまでの取組

・レスパイト入院可能医療機関、療育施設・事業所とも
に少なく、 引き続き、医師・看護師等の技能習得によ
る人材育成が必要。

・18歳以上患者の多くを引き続き小児科で診ている実態
がある。成人科へのスムーズな移行のため、在宅医の
理解促進が必要。

・実技講習会参加後、小児在宅医療に関心を示す小児科
医や在宅医が少しずつ増加。一方、「福祉サービスの
知識」、「重症心身障害児者医療の知識」、「診療報
酬等の知識」の不足や「急変時の対応」等、に不安を
抱えている。

・看取りを中心とした成人と異なり、小児は成長発達に
応じた、長期的・継続的なケアを行う。小児科以外の
医師を含めた医療・保健・福祉・教育の多職種におけ
る連携が必要。

見えた課題

・技術の習得から実践へ
・多職種連携の強化

今後の取組

基幹病院

在宅クリ
ニック

訪問看護ス
テーション

療育病院

在宅

デイサービ
ス事業所

ヘルパー
事業所

学校

相談支援
事業所

定期受診・緊急入院

訪問看護

訪問診療
レスパイト入院

訪問リハビリ

【児童福祉法第56条の6第2項 H28.6.3公布】
「地方公共団体に対し、医療的ケア児が必要な支援を円滑に受けることができ
るよう、保健、医療、福祉等の各関連分野の支援を行う機関との連絡調整を行
うための体制整備に関する努力義務を規定」

国の動き

別添２

【小児在宅医療連携体制整備事
業（H30年度)】
◆小児在宅医療実技講習会（年２回）
◆小児在宅医療連絡会（年２回）
◆支援学校巡回



当該児童生徒の保護者との連携、連絡

大分県における医療的ケアの取り組み ～令和元年～

関係機関

医療・福祉機関：研修等への協力

救急病院：緊急時の連携体制

主治医等との連携
・当該児童生徒の健康管理
・訪問看護

連携県教育委員会

医師会

看護協会

医療部局

福祉部局

学 校

学識経験者医療的ケア実施校担
当者等研修（年１回）

医療的ケア実施校
連絡会議（年１回）

運営協議会の設置（年２回）
・事業の具体的計画の作成
・県レベルでの関係者間の
連絡調整

・事業の報告内容の検討

医療的ケア研修
・教員研修
〔第３号研修〕
（年３日）

・看護師研修
（年３日）

関係部局教育委員会（登録研修機関）

特別支援学校〔医療的ケア実施校〕

看護師による医療的ケアの実施：主治医の指示書に基づく各行為の実施

教員による医療的ケアの実施：たんの吸引、経管栄養の確認

安全委員会の設置：学校における医療的ケアに関する資料提供

教員に対する研修：重症心身障がい児理解、心肺蘇生法、実地研修

県知事

ア）研修の受講
イ）認定証の申請・認定辞退（返納）
ウ）登録の申請・変更・辞退手続き
※イ）・ウ）の手続きは、教育委員会
を経由する

ア）研修の実施・研修修了証明書の交付
イ）認定証取得審査・帳簿の管理
ウ）登録審査・登録変更審査・帳簿の管理
※イ）・ウ）は、審査後県知事に申請
※認定証・登録通知は、県知事から交付された
ものを教育委員会を経由して実施校に送付

・認定・認定証交付
・登録・登録通知
・指導監督

第３号研修に係る
認定証の申請、
登録の申請、登録の変更、
登録の更新、登録の辞退

知事部局
障害福祉課

登録研修機関に係る
申請、登録の変更、
登録の更新、
登録の辞退

5

別添３



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用
いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域
等）（R1.9.1時点の障害保健福祉圏域）

７圏域

② 人口（R1.8.1時点推計値） １,０７２,２２０人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

－

④ 医療的ケア児支援のための協議の場（H31.4.1時点） ０件

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数
（H31.4.1時点）

０人

⑥ 医療型短期入所事業所数（R1.9.1時点） ４事業所

⑦

医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
※在宅療養支援診療所・在宅療養支援病院・在宅時医学総合管理
料届出施設・施設入居時等医学総合管理料届出施設の医療機関
のうち、小児科のある医療機関数（R1.8.1時点）

３３医療機関

⑧
訪問看護事業所数（R1.7.1時点）
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

１１７施設
（６１施設）

⑨
看護師を配置している保育所の数（H31.4.1時点）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

９３施設
（５施設）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケ
ア児数（R1.5.1時点）

５６人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配
置数（R1.5.1時点）

２５人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸
器を使用している通学生数（R1.5.1時点）

４人

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

障害保健福祉圏域と別で、医療的ケア児支
援の体制整備を進めている圏域があれば、
圏域の名称と、各圏域の構成市町村を記載
してください。

宮崎県北部圏域
日向入郷圏域

西都児湯圏域

宮崎東諸県圏域

西諸県圏域

都城北諸県圏域

日南串間圏域

①

②

④

⑤

⑥

⑦

障がい保健福祉圏域における重症心身障がい児（者）等を対象とした
障害福祉サービス事業所等の分布状況

①児童発達支援（重心）、放課後等デイサービス（重心）
②児童発達支援（重心）、放課後等デイサービス（重心）
③児童発達支援（重心）、放課後等デイサービス（重心）
④医療型障害児入所、療養介護、児童発達支援（重心）、
放課後等デイサービス（重心）、医療型短期入所

⑤医療型障害児入所、医療型児童発達支援、生活介護、医療型短期入所、日中一時支援
⑥医療型障害児入所、療養介護、医療型短期入所
⑦児童発達支援（重心）、放課後等デイサービス（重心）

③



２．医療的ケア児支援のための取組概要 宮崎県

○現在実施している取組

○重症心身障がい児（者）医療体制構築事業（施設・設備整備費補助金）【H2９年度～】
【事業概要】医療的ケアの必要な重症心身障がい児（者）を対象とした短期入所等の新たな実施あるいは受入人員

の拡大及び受入機能の充実を目指す医療機関等に対し、医療機器等の購入や施設・設備の整備に要す
る費用の一部を補助

【実施主体】医療機関、障害福祉サービス事業所等
【補 助 率 】２分の１以内
【基 準 額 】医療型短期入所事業所：（新設）９，０００千円 （拡充）４，５００千円

福祉型短期入所・日中一時支援・生活介護事業所：（新設）６，０００千円（拡充）３，０００千円

○重症心身障がい児（者）医療・療育研修拠点構築事業【H2９年度～】
【事業概要】県内の重症心身障がい児（者）医療・療育体制の充実を図るため、重症心身障がい児（者）支援の中

核的な医療機関を研修拠点施設として位置付け、地域の医療関係や障がい福祉サービス事業所の医師
・看護師等の支援力向上のための研修等を実施。

【実施主体】重症心身障がい児（者）を主たる対象とする県内の医療機関（２病院）

○重症心身障がい児（者）医療サービス高度化支援事業【H2９年度～】
【事業概要】県内の重症心身障がい児（者）医療・療育サービスの向上のため、重症心身障がい児（者）支援の中

核的な医療機関において専門研究や医療・看護師等の人材育成等を実施。
【実施主体】重症心身障がい児（者）を主たる対象とする県内の医療機関（２病院）

○重症心身障がい児（者）支援小児科医師研究研修事業費補助金【H2９年度～】
医療的ケア児を含む重症心身障がい児（者）の支援に携わる小児科医師の育成を目的として、県内で重心児の

診療に携わる医師および後進の育成・指導に携わる医師の研修、研究等の支援を実施する機関に対し補助



２．医療的ケア児支援のための取組概要 宮崎県

○現在実施している取組

○看護師研修会【年２回】
【目 的】特別支援学校が任用する医療的ケア看護師が一堂に会し、研究協議を行うことにより、円滑な業務の

遂行及び実施上の課題の改善を図るとともに、対象児童生徒のニーズに応じた医療的ケアを実施する
ために必要な研修を行い、専門的知識・技能の向上を図る。

【実施主体】教育委員会
【参加対象】医療的ケアを実施する特別支援学校の看護師

○医療的ケア連絡協議会【年２回】
【目 的】医療的ケア実施校における実施体制を点検し、医療的ケアが円滑に行われるよう校内体制や研修の

在り方等の検討を行うとともに、関係機関等との連絡調整を図る。
【実施主体】教育委員会
【参 加 者 】推進指導医、県看護協会の代表者、県福祉保健部（医療薬務課、障がい福祉課）の代表者、医療的

ケア実施校の教員等、学校看護師の代表者、保護者の代表者

○医療的ケア業務連絡会【年１回】
【目 的】特別支援学校における医療的ケア実施要綱等について、各学校の医療的ケア業務担当者に周知を図る

とともに、各校の医療的ケアが円滑に行われるよう連絡調整を行う。
【実施主体】教育委員会
【参 加 者 】医療的ケア実施校業務担当者（養護教諭、保健主事、医療的ケア事務担当者等）

○特別支援学校医療的ケア実施教員等研修（法定研修）【年２回】
【実施主体】教育委員会
【参 加 者 】特定認定行為業務従事者となる教員（認定は受けないが自己研修として研修に参加する教員等

の参加も可能としている）



２．医療的ケア児支援のための取組概要 宮崎県

○現在実施している取組

○推進指導医等による校内研修及び個別研修
・校内研修
【目 的】医療的ケアの実施内容等について推進指導医による研修を受講し、基本な知識の習得を図る。
【実施主体】医療的ケア実施校
【参 加 者 】医療的ケア実施校の全ての教職員等

・推進指導医による個別研修
【目 的】医療的ケア対象児童生徒の疾患の状態や医療的ケアの実施内容等について、推進指導医による研修

を受講し、専門的な知識の習得を図る。
【実施主体】医療的ケア実施校
【参 加 者 】管理職、保健主事、養護教諭、対象となる児童生徒の担任等、学校看護師

・学校看護師による個別研修
【目 的】医療的ケア対象児童生徒の疾患や医療的ケアの実施内容等について、学校看護師による研修を受講

し、専門的な知識の習得を図る。
【実施主体】医療的ケア実施校
【参 加 者 】医療的ケアを受けている児童生徒の学級担任等

○文部科学省委託事業
平成２９年度から、人工呼吸器の管理等を必要とする児童生徒がより一層安全で安心な学校生活を送るため、

学校、医療、福祉等が連携して医療的ケア実施体制の在り方を検証し、高度な医療的ケアに対応できる実施体制
の充実を図る。特別支援学校２校を研究指定校とし、医療的ケア運営協議会、医療的ケアガイドライン作成委員
会等を実施している。

○小児慢性特定疾病児童等自立支援事業
慢性疾患にかかっていることで長期療養を必要とする長期療養児や発達等に遅れが見られる児童を対象

に、保健所が療育相談、訪問指導、研修会等を実施し、児童の日常生活における健康の保持増進を図る。



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

７圏域

② 人口 1,602,952人（R１.８月）

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

340人（H28.１月）※推計

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

医療的ケア児支援連絡協議会（仮称）
小児慢性特定疾病児童等地域支援協議会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 37人（R1.８月）

⑥ 医療型短期入所事業所数 ８箇所（H31.４月）

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
101施設（H27.3月）
※小児患者への往診対応可

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

179箇所（H31.４月）
（73箇所（H30.8月）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

29.4％（164/558（H30.4月））
（33か所（R1.8月））

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

206人【特200（通学146 訪問54）
小５ 中１】
※ R元.5月

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

31人（特30 小１ 中０） ※R元..５月

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

３人（特３，小０ 中０）
※Ｒ元.５月

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 鹿児島県

○現在実施している取組



鹿児島県



鹿児島県



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

５圏域

② 人口（Ｒ１.8.1現在） 1,452,825名

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

230名

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

自立支援協
議会（医療
的ケア児
ワーキング）

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 ２８名

⑥ 医療型短期入所事業所数 ５事業所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
R1年
82箇所

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

H30年
53箇所

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（H30.4.1）（うち医療的ケア児に対応できる保育
所数）

27.3％
（135箇所）
（うち３箇所）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

94

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

16

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

10

基礎情報１．沖縄県の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

中部

南部

９市町村

１１市町村

２市村

１６市町村
（那覇市含む。）

宮古

総面積 227,672㎢
北部

八重山

３市町



２．医療的ケア児支援のための取組概要① 沖縄県

①保健（地域保健課）

現
在
実
施
し
て
い
る
取
組

１．「在宅療養を支える環境づくり事業」
♦目的：人工呼吸器を装着している小児が緊急時にも安心して在宅療養生活を継続できる環境の整備

♦実施内容：台風等の緊急時に備え、人工呼吸器を装置し在宅療養を送っている小児（小児慢性特定疾病受給児）
に対し、
福祉事業者が無償貸与する発電機等非常用電源等の購入費
♦事業期間：平成２４年度～現在

２．「小児慢性特定疾病自立支援事業」

♦目的：小児慢性特定疾病児等とその家族に、適切な療養の確保や必要な情報提供を行い、児童等の健康の保持増
進と
自立促進を図る。
♦実施内容：
①ピアカウンセリング事業：小児慢性特定疾病児の親にするピアカウンセリングの実施
②相談支援事業：福祉の措置が困難な在宅療養児に対して、専門医師を派遣して相談を行う。
③療養生活支援事業 (レスパイト事業）：人工呼吸器を装置し在宅療養を送っている小児（小児慢性特定疾病受

給児）

の介護者の休養、兄弟の行事参加等の際に、医療保険適用外となる長時間利用分の訪問看護利用料の一部を負
担

する。

３．「小児慢性特定疾病児在宅療養支援」
♦目的：小児慢性特定疾病児の在宅療養を支援するため、個別相談及び家庭訪問を実施
♦実施主体：保健所
♦実施内容：
①在宅療養の環境整備
②保健・医療・福祉・教育分野との連携
③家族への情報提供及びサポート

今
後
実
施

ま
た
は

検
討
し
て
い
る

組

現在の取組を継続して実施する。



２．医療的ケア児支援のための取組概要② 沖縄県

②在宅医療（医療政策課） ③障害福祉（障害福祉課）

現
在
実
施
し
て
い
る
取
組

１ 慢性疾患の小児及び家族に対する地域
の医療資源・福祉サービスの情報提供を
実施している市町村数をアンケート調査
で把握。
※41市町村中、12市町村が実施

２ 訪問看護ステーションへの小児在宅医療
に関する研修会の実施。
※平成30年度に１回実施。

３ 在宅移行支援病床を持つ中間施設の設置
設置者：一般社団法人Kukuru
＜事業内容＞

(1）医療的ケア研修センター
・介護職員等による喀痰吸引研修 など

(2) Kukuruきっずクリニック
・退院移行支援病室
・医療型短期入所（日帰り・宿泊）
・日中一時支援事業
・訪問看護・居宅介護 など

○医療的ケア児ワーキング（医療的ケア児支援のための
関係機関の協議の場）の設置

沖縄県障害児福祉計画（第１期）における「医療的ケ
ア児支援のための関係機関の協議の場」として、当該
ワーキングを位置づけ。年２回程度開催予定。（7月に
第１回目開催済み）

○医療的ケア児等レスパイトケア推進基金事業
医療的ケア児等が在宅で療養できるようレスパイトケ

アを実施できる事業所を確保するため、医療的ケア児等
を新たに受入又は受入拡大を図る事業所が必要な医療機
器等を購入した場合の経費に対し補助する。

○医療的ケア児等コーディネーター養成研修等事業
①医療的ケア児等コーディネーター養成研修
市町村の障害福祉計画において、配置を促進する

こととされている、医療的ケア児に対する関連分野

間の支援を調整する「コーディネーター」の養成を図
る。
②医療的ケア児等支援者養成研修
医療的ケア児に障害福祉サービスを提供する事業

所等の職員に対し、知識・技能の向上を図る。

今
後
実
施
を
予
定

ま
た
は

検
討
し
て
い
る
取
組

１ 小児科医や訪問看護事業所に対する小児在
宅医療に関する研修を予定。

２ 訪問看護利用者の満足度を継続的に実態把
握できる調査手法の検討及び実施

現在の取組を継続して実施する。



２．医療的ケア児支援のための取組概要③ 沖縄県

④保育（子育て支援課） ⑤教育（県立学校教育課）

現
在
実
施
し
て
い
る
取
組

・平成30年度は、３市町村３か所
で医
療的ケア児の受入れを行っている。
受入れにあたって、保育士の加配
等に係る経費については、保育の
実施主体である市町村が一般財
源により補助しており、実施内容
は
市町村によって異なっている。

「令和元年度 特別支援学校における医療的ケア体制整備事業」
①県内特別支援学校９校に３０名の看護師を配置。
②特別支援学校における医療的ケアの総括的な管理体制を整えるため、教育、
医療、福祉などの関係者からなる「医療的ケア運営委員会」を年間４回実施。

③医療的ケアに係る校内研修会、県主催「看護師･養護教諭研修会」、「教
頭・養護教諭研修会」の実施。

④教員の医療的ケア実施に係る第３号研修、指導看護師養成研修の実施。
⑤医療的ケアに係る指導医の活用
⑥学校において必要な備品等の環境整備及び看護師向け損害賠償保険の加入
⑦ヒヤリハットの集積、分析から具体的な場面を想定した事例集の作成、配布。
⑧主治医、保護者に向けて「学校における医療的ケア」を周知するための取組。

「令和元年度 学校における医療的ケア実施体制構築事業」

• 指導医を県教育委員会で委嘱し、実施校における医療的ケアの実施状況等の
確認や実施する看護師や養護教諭等に対し、指導助言を行う。

• 各実施校２～３回程度、巡回指導を実施する。
• 各実施校での医療的ケアに係る課題を聞き取り、判断が難しい事案に関して
は、県医療的ケア運営委員会、県立学校教育課特別支援教育室において、検
討・対応を行う。

• 高度な医療的ケアについての体制整備（ガイドライン等の作成など）

今
後
実
施
を
予
定
ま
た
は

検
討
し
て
い
る
取
組

・令和元年度の保育所の医療的ケ
ア児の受け入れ状況について、現
在、調査中。
・国において平成29年度に創設さ
れた医療的ケア児保育支援モデル
事業について、これまで県内市町
村の応募がなかったが、今年度、
１市において同事業を実施してい
る。

・特別支援学校における医療的ケア実施に関する検討会議中間まとめの内容を
踏ま
えたガイドライン等の作成、周知

・特別支援学校の医療的ケア実施に関する保護者用、医療関係者用リーフレッ
トの作
成と広報
・特別支援学校における医療的ケア指導医の巡回指導の充実



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いて
いる圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

－

② 人口（R1.8.1） 1,969,676人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

250～300人

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

札幌市医療的ケア児
支援検討会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 －

⑥ 医療型短期入所事業所数（R1.7.30） 7事業所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数（H29.10.1）
把握していない
【参考】市内の訪問診療を
行う医療機関数218ヶ所

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）（R1.8.1）

230か所
（把握していない）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）（H30.4.1）

11％（36園／325園）
（把握していない）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児
数（H31.5.1）

・特別支援学校44人
・小学校9人
・中学校2人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数
（R1.8.1）

・特別支援学校6人
・小中学校2人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を
使用している通学生数（H30.5.1）

・特別支援学校8人
・小中学校0人

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

手稲区
北区

西区
中央区

南区

豊平区

清田区

東区

白石区
厚別区



２．医療的ケア児支援のための取組概要 札幌市

○現在実施している取組

協議の場での議論を踏まえ、検討を進める。

○今後実施を予定または検討している取組

事業名 担当部局 事業概要

母子保健事業における
医療的ケア児の把握

保健・衛生部門
乳幼児健診等の母子保健事業において医療的ケア児の状況を把握
し、適切な支援につなげる。（H29～）

重症心身障がい児者
受入促進事業

障害福祉部門
医療的ケアの必要な重症心身障がい児者を受け入れる児童発達支
援・放課後等デイサービス事業所等が看護師を配置した場合、その
人件費の一部を補助する。（H24～）

重症心身障がい児者
地域生活支援事業

障害福祉部門

医療的ケアの必要な重症心身障がい児者を受け入れる児童発達支
援・放課後等児童デイサービス事業所等を新たに実施又は定員増を
図る法人に対し、医療機器等を購入した場合に補助金を交付する。
（H26～）

障がい者等災害対策用品
購入費助成事業

障害福祉部門
在宅の障がい者（児）が、災害時にも日常生活を継続する上で必要と
なる災害対策用品の購入に係る費用の全部又は一部について助成
を行う。（R1～）

公立保育園における医療的
ケア児の受入モデル事業

保育部門
市立保育園において保育時間中に常時1名の看護師を配置し、医療
的ケアの必要な児童を受け入れる。（R1～）

学校への看護師配置 教育部門
医療的ケアが必要な児童がいる学校に週1回看護師を派遣する。
（H30～）



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

１

② 人口(R1.9.1現在) 1,089,888

③
医療的ケア児数(H31.3.31現在)
（独自の調査等により把握している場合）

106

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

仙台市医療
的ケア児者
等地域支援

連絡会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 15

⑥ 医療型短期入所事業所数(R1.9.1現在) 4

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
全数把握は
していない

⑧
訪問看護事業所数（うち小児患者に対応できる訪問
看護事業所数）(R1.7.15現在）

90(小児患
者対応事業
所数は把握
していない)

⑨
看護師を配置している保育所の割合(数)（うち医療的
ケア児に対応できる保育所数）(R1.9.1現在)

公立4(4)
私立98(1)

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数(R1.9.1現在)

33

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数(R1.9.1現在)

31

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数(R1.9.1現在)

4

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要_保育 仙台市

・障害児等保育の一環として、導尿及び経管栄養に限り、医療的ケア児の受入れを
実施。
・入所の適否は、有識者を含む障害児等保育審議委員会で医療機関の診断書等を
もとに判定。
・現在受入体制が整っているのは計５か所（公立４・私立１）。それぞれケアを担当す
る看護師を配置（私立には看護師配置の助成あり）。
・令和元年９月１日現在、計３か所（公立２・私立１）で３名を受入れ。

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組

・受入対象とする医療的ケアの範囲の拡大を検討（当面、導尿及び経管栄養と同等
程度のケアを視野）。
・私立保育所等に対し、医療的ケア児の受入れに関する情報提供や研修等を行い
ながら、受入れ施設の拡大を図る。



２．医療的ケア児支援のための取組概要_教育 仙台市

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組

要医療的ケア通学児童生徒学習支援事業

仙台市教育委員会（特別支援教育課）

・ 年度初めに教頭及び担任に対して看護師配置校研修を実施している。

・ 巡回指導医による学校を訪問（年10回）を実施し，看護師及び教員に対して指導助言を行っている。
・ 看護師に対して研修会（講義及び実技）を実施している。

・ 看護師の勤務状況及び対象児童生徒の医ケアの状態確認のため，すべての看護師配置校訪問を

実施している。

・ 緊急時対応のため医療機関と協定を結んでいる。

毎日の授業時間帯に医療的ケア（経管栄養，痰の吸引，導尿，気管カニューレの管理等）を必
要とする児童生徒が在籍する学校に看護師を配置し，学校における学習及び校外学習や宿泊
学習の支援を図る。 （平成９年度より看護師配置開始）

・看護師の待遇についての検討

・指導的立場の看護師の配置の検討



２．医療的ケア児支援のための取組概要 仙台市

○現在実施している取組
ＮＯ 取組年度 実施内容 実施主体 取り組みの概要

1
H19〜(北部)
H26～(南部)
通年実施

家族会支援
北部・南部発達相談支
援センター

Ｈ30年度実績：(北部実施の会） 月1回程度の情報交換と年2回の行事（春休みと夏休みに子
どもと家族が集まり1日活動をする）を行う。継続することで、家族の主体性が向上し会の運営
も安定している。家族会のメンバーは、関係書籍への掲載に協力されたり、代表は本市の医療
的ケア児者等地域支援連絡会の委員となっている。児の年齢は未就学～成人までで登録家
族は15名程度。夏休みの会では成人を祝う会を行った。行事の際には福祉系大学の学生ボラ
ンティアや関係成人施設の看護師等の参加も定着している。

Ｈ30年度実績：(南部実施の会） 月1～2回程度の情報交換実施。児の年齢は未就学～学齢ま
でで参加家族は5～6名。先輩保護者が進路やケアの相談にのることもある。職員は毎回1名
参加。

2
Ｈ27～
通年実施

在宅支援
（コミュニケーション支
援）

北部・南部発達相談支
援センター

R1.9.現在（南北3名） 医療的ケアを必要とする重症心身障害児を対象として、コミュニケーショ
ン機器の選定や操作方法等について当センター職員（理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士）が訪問。頻度は1回/1～2ヶ月程度。

3
H14～
通年実施

在宅支援（乳幼児）
北部・南部発達相談支
援センター

R1.9.現在（南北合計）：5名 所属のない在宅児への訪問支援。頻度は1回/2月～1回/3月。

4
H14～
通年実施

施設支援（乳幼児）
北部・南部発達相談支
援センター

11か所の児童発達支援事業所、児童発達支援センターに対して月1回程度の訪問支援を実施
している。

5
H21.8月～
通年実施

短期入所事業所への補
助金の交付

障害者支援課
H30実績：利用延日数 201日
医療的ケアを必要とする障害児者が短期入所を利用できるように、福祉型短期入所事業者
（1ヶ所）に対して、24時間看護師を配備するため、看護師の人件費（3名分）を補助する。

6
H28.11.1~
事業開始

医療型短期入所事業実
施機関における病床確
保業務

障害者支援課
医療的ケアを必要とする重症心身障害児者等が必要時に短期入所事業を利用できるように、
医療型短期入所事業を実施する医療機関（１ヵ所）において、短期入所用に病床を常時一床確
保する。病床確保に係る費用は、市が補償する。

７
H30.7~
事業開始

医療的ケア等コーディ
ネーター配置事業

障害者支援課
県と共同で、医療型短期入所事業所に「重症心身障害児者医療型短期入所コーディネート業
務」を委託。利用希望者への事業所の紹介、事業所職員を対象とした研修、担当者会議等を
開催。

２．医療的ケア児支援のための取組概要_ 障害①



２．医療的ケア児支援のための取組概要_ 障害② 仙台市

○今後実施を予定または検討している取組

時期 実施内容 担当課

毎月 家族支援・在宅支援・施設訪問支援 発達相談支援ｾﾝﾀｰ

年1回 仙台市医療的ケア児者等地域支援連絡会 発達相談支援ｾﾝﾀｰ

年1回 宮城県・仙台市 医療的ケア児等支援者養成研修・医
療的ケア児等コーディネーター養成研修

発達相談支援ｾﾝﾀｰ

随時 医療的ケア児者の利用できる短期入所事業所への補
助金助成や空床確保業務、コーディネート業務委託

障害者支援課



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

さいたま市全域

② 人口 1,311,295人（R1.8.1）

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

―

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

地域自立支援協議会子ども
部会
小児在宅医療推進委員会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 １９名（H31.3.31）

⑥ 医療型短期入所事業所数 ６事業所（R1.8.1）

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 ―

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

８８か所(R1.7.1時点）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

３２％（７４所）
（うち０所）（H31.4.1)

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

４９名（R1.5.1)

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

１２名（R1.5.1)

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

３名（R1.5.1)

基礎情報

どのデータが、い
つの時点のデータ
か分かるように記
載願います。１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

【さいたま市】
行政区：１０区
西区、北区、大宮区、見沼区
中央区、桜区、浦和区、南区
緑区、岩槻区



２．医療的ケア児支援のための取組概要 さいたま市

【障害福祉】
医療的ケア児を受け入れるレスパイト事業を実施。
【児童発達支援センター】
総合療育センターひまわり学園の外来療育、通所療育において、医療的ケア児を含めた療育支援を実施してい
る。
【地域医療】
看護師・行政職・医師・医療相談員・保育士・教育委員会教員等、医療的ケア児支援に関わる機関との小児在
宅医療推進委員会勉強会を実施。
【就学前】
就学前の医療的ケアを必要とする児童の保育所での受け入れについては、日常生活において必要な医療的ケ
アの状況を確認したうえで、保育所と保護者で対応方法等を検討した結果を踏まえて判断している。(保育)
【就学後】
・小・中・特別支援学校への看護師配置（教育）
・特別支援学校の医療的ケアに関する指導医の委嘱（教育）
・特別支援学校の医療的ケア連絡協議会の開催（教育）

・就学児を対象とした医療的ケア児実態調査の実施（地域自立支援協議会子ども部会）

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



① 圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いてい
る圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

1圏域

② 人口（令和元年８月１日現在） 980,195人

③ 医療的ケア児数（独自の調査等により把握している場
合）（H30.7.2５～H31.3.12調査）

６８人

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

医療的ケア児等
支援部会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 １０人

⑥ 医療型短期入所事業所数 ３人

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
未把握（在宅療養支援
診療所・病院７４件）

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

446（小児患者への対応
可否は未把握）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

７０／３１０か所
（うち医ケアに対応でき
る保育所数：不明）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医
療的ケア児数

９人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看
護師配置数

８人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人
工呼吸器を使用している通学生数

０人

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 千葉市

スクールメディカルサポート事業実施要項 千葉市教育委員会 （平成28年度より開始）
１ 趣 旨

小学校の通常の学級又は特別支援学級に在籍する医療的ケアを必要とする児童に対し、医療的ケアを行う看護師（以下「メディカルサポーター」という。）
を派遣するにあたり、必要な事項を定めるものとする。
２ メディカルサポーターの資格
看護師免許または准看護師免許を有する者とする。
３ メディカルサポーターの職務内容
関係者（主治医、学校医、保護者、メディカルサポーターを派遣される小学校の校長、教頭、学級担任、養護教諭、教育委員会 等）が相互に連携し、以下
の医療的ケアのうち、教育委員会が認めた支援を行うものとする。
【呼吸機能障害へのケア】吸引（必要な吸引前の吸入を含む）、酸素療法 【摂食嚥下障害へのケア】経管栄養、胃ろう・腸ろう部の管理
【排泄機能障害へのケア】排尿介助 【糖尿病管理に係るケア】血糖測定、インスリン注射
【その他】教育委員会が、特に必要と認める医療的ケア
４ 対象児童

医療的ケアによる支援の対象となる児童（以下「対象児童」という）は、小学校の通常の学級又は特別支援学級に在籍する医療的ケアを必要とする児童のう
ち、家庭事情により保護者の全面支援かつ児童の自己対応が難しい場合で、教育委員会がメディカルサポーターの支援が必要であると認めた者とする。

千葉市喀痰吸引等研修支援事業 障害福祉サービス課 （平成26年度より開始）

ヘルパー等医療職以外の方が、喀痰吸引等の医療的ケア（喀痰吸引、経管栄養）を行うために必要な喀痰吸引等研修のうち、第3号研修にかかる経費に
ついて、一部を助成。

重心短期入所空き状況を市のホームページに掲載 障害福祉サービス課 (平成26年度より開始)

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組

スクールメディカルサポート事業における来年度の目標
・医療的ケア検討会議を実施し、安全で確実な医療的ケアが実施するた めに、スクールメディカルサポートの実施状況について
検討・協議をする。
・現事業の課題について検討し、要綱についても見直しを図る。
・対象児童・生徒と主治医を繋ぎ、より密な対応ができるようにする。
・雇用関係、訪問看護ステーションへの委託業務についての検討。



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

県二次保健
医療圏（横浜
保健医療圏）

② 人口（令和元年9月1日時点） 3,748,322人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

―

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

「横浜市医療
的ケア児・者
等支援検討
委員会」を令
和元年度に
設置

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数
（平成31年4月1日時点）

40人

⑥ 医療型短期入所事業所数（平成31年4月1日時点） 12事業所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 ―

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）
（令和元年度時点）

314事業所
（104事業
所）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）
（平成31年4月1日時点）

8か所
（8か所）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数（令和元年５月１日時点）

特別支援学校
184人、

小7人・中1人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数（令和元年５月１日時点）

特別支援学校
16人、

小・中学校0人
(訪問看護ＳＴ
の看護師を派

遣)

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼 特別支援学校

６人、

基礎情報

１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 横浜市

横浜市多機能型拠点施設の設置（平成24年度～）
常時、医療的ケアを必要とする重症心身障害児・者等について、往診・訪問看護等の訪問型サービスや、一時宿泊・滞在（短期
入所、日中一時支援）、相談支援等を一体的に提供。

・市内保育所等における医療的ケア児の受入れ支援（平成24年度～）
民間保育所等で医療的ケア児を受入れる場合に、看護師の配置を求め、必要な経費を助成。

・メディカルショートシステム（平成24年度～）
常時、医療的ケアを必要とする重症心身障害児・者の在宅生活を支援するため、医療の必要に応じ協力医療機関で一時的な
入院による受入。

・肢体不自由特別支援学校への看護師の配置（６校）（令和元年５月時点）
・小中学校への訪問看護ステーションの看護師派遣による医療的ケアの実施（８校）（令和元年５月時点）
・小児在宅医療検討委員会（平成28年度～）※横浜市医師会の取組
障害のある小児を対象に現状や課題について共有し、今後の横浜市における小児の地域包括ケアの在り方について検討。

・横浜型医療的ケア児・者等コーディネーター及び支援者の養成（平成30年度～）
本市独自の研修プログラムにより、医療・福祉・教育等に関する専門的・総合的な調整を行う看護師のコーディネーター及び地域
で医療的ケア児・者等を支援する支援者を養成。

・横浜型医療的ケア児・者等コーディネーター支援拠点の設置（令和元年度～）

・特別支援学校における医療的ケアマニュアルの改訂（人工呼吸器の対応、インスリン注射の対応等を盛り込
む予定）
・特別支援学校への通学支援として、福祉車両の導入と検証
・肢体不自由特別支援学校以外の特別支援学校における医療的ケアの実施検討

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いている

圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）(R1.9.1現在)
８

② 人口（Ｒ１．８．１現在） 967,740人

③
医療的ケア児数（独自の調査等により把握している
場合）（Ｈ３１．４．１現在）

３２

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの

秋田県医療
的ケア児支
援協議会、
医療的ケア
推進協議会

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数
（Ｒ１．９．１現在）

３２

⑥ 医療型短期入所事業所数（Ｒ１．９．１現在） ２

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
(H30.7.1現在）

８

⑧
訪問看護事業所数（うち小児患者に対応できる訪問看護事業
所数）（H31.4.1現在）（平成25年介護サービス施設・事
業所調査より）

６５（０）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）（うち医療的ケア
児に対応できる保育所数）（平成30年５月時点）

39.5%(104)
(1)

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児数
（Ｒ１．５．１現在）

８０

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数
（Ｒ１．５．１現在） １８

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を使
用している通学生数（Ｒ１．５．１現在）

１

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 秋田県

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組

○障害福祉課
秋田県医療的ケア児等支援協議会の実施（年１回の予定）
医療的ケア児等支援者養成研修及び医療的ケア児等コーディネーター養成研修を委託事業により実施

○保健・疾病対策課
秋田県小児慢性特定疾病児童等自立支援事業（児童福祉法第１９条の２２）
・実施要綱を整備し、県内医療機関、保健所に周知
・県内８保健所に相談窓口を設置。保健所担当者を自立支援相談員として医療機関からの連絡票に基づき
相談員が家庭訪問し、小児慢性特定疾病児童等とその家族へ支援を行う。
・実施主体：各保健所（地域振興局福祉環境部）

○教育庁特別支援教育課
①【県教委】医療的ケアを必要とする幼児児童生徒が通学する特別支援学校への看護師配置
②【特別支援学校】「医療的ケア校内委員会」を設置し、具体的な医療的ケアの内容について確認・実施
③【県教委】「医療的ケア学校間連絡協議会」において各校の実施内容を確認（年１回）
④【特別支援学校】「主治医巡回指導」の実施（年１回）
⑤【県教委】「看護師研修会」の実施（年１回）
⑥【県教委】関係機関（医療・福祉・教育・保護者等）による「医療的ケア推進協議会」の実施（年１回）

・小児慢性疾病児童等地域支援協議会の設立

・「秋田県特別支援学校の医療的ケア実施の手引」（平成２８年３月秋田県教育委員会）の内容の見直し



① 圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いて
いる圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等） １

② 人口（R1.8.1現在） 722,630人

③ 医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

未把握

④

医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

小児在宅移
行支援会議
（要医療ケア
障害児在宅
支援事業）

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 ０人

⑥ 医療型短期入所事業所数（R1.8.1現在） ３か所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 不明

⑧ 訪問看護事業所数 （H31.4.1現在）
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

５１か所
（23～41か所）

⑨ 看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）
※認可保育所、幼保連携認定こども園、小規模保育、事業
所内保育（H31.4.1現在）

17.6％（３０
施設）
（４施設）

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児
数

５人

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数 ５人

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を
使用している通学生数

０人

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

【医療的ケア児者対応事業所及び関係機関等】
①：療養介護・医療型障害児入所施設・医療型短期入所
②：医療型児童発達支援センター・療育相談・療育支援

③：重心等対応児童発達支援事業・放課後等デイサービス・
（居宅訪問型児童発達支援）
④：生活介護・一時ケア

⑤：医療型短期入所・メディカルショートステイ（小児在宅支
援センター）
⑥：療養介護・医療型短期入所・生活介護・外来診療
◎：大学病院（周産母子医療センター）
ⅰ・ⅱ：特別支援学校（肢体不自由部門）
ア～キ：（行政）母子保健窓口・障害相談窓口
ア・ウ・オ～キ（行政）療育相談・療育支援

【中央区】面積： 36.87km
人口： 271,992人

【緑区】面積： 253.93km
人口： 170,938人

【南区】面積： 38.11km
人口： 279,700人



２．医療的ケア児支援のための取組概要 相模原市

●北里大学東病院 小児在宅支援センター

・医療的ケアがあっても、安心して在宅療養に移
行し、その後もメディカルショートステイや日中支
援の利用などで、在宅生活の継続を支援する。医
療、療育、レスパイトなどを一体的に提供できる医
療と福祉の複合施設。

【本市の取り組み】
○要医療ケア障害児在宅支援事業
・小児在宅支援センターのメディカルショートス
テイ病床において、本市の医療的ケアを要する
重症心身障害児等が安心して在宅生活を継続
できるよう、運営に対し補助するもの。
○小児在宅移行支援会議
・本市の医療的ケア児の在宅療養を支援する
ため、小児在宅支援センターの利用児の状況や
課題について、情報共有と意見交換を実施。
・NICUなど、急性期の病棟から在宅移行支援病
棟に入院し、在宅療養に臨む児童と家族に対し、
様々な機関が連携し情報提供や、支援の検討を
行う。

医療機関・障害福祉

北里大学東病院 小児在宅支援センター
（医療と福祉の複合施設）

在宅移行支援病床（医療保険）

メディカルショートステイ病床（医療保険）

日帰り短期ベッド（障害福祉サービス 短期入所泊なし）

在
宅
移
行
（退
院
）

シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ

北里大学病院
他の病院

ＮＩＣＵ

ＧＣＵ

ＰＩＣＵ

ＮＩＣＵ：新生児集中治療室

ＧＣＵ ：新生児治療回復室

ＰＩＣＵ：小児集中治療室

医療
児童相談所

その他機関・
サービス

保健

在宅療養への移行・継続支援

医療的ケア児等と家族

福祉

日
中
支
援

○重症心身障害児者訪問看護支援事業 ： 医療保険（診療報酬）としての訪問看護に続けて、福祉サービス分を追加し、訪問
時間を９０分間延長することで、保護者の介護負担の軽減を図る。

○重症心身障害児者看護研修事業 ： 看護師等、医療的ケア児等の支援従事者を対象に、技術・知識の向上を図り、また障
害への理解の普及・啓発を進めるため研修やシンポジウムを実施する。

療育

障害福祉

○現在実施している取組

小児病棟

教育
保育



２．医療的ケア児支援のための取組概要 相模原市

●医療機器使用児の災害時対応

相模原市地域防災計画、災害時保健師等初動対応マニュアルに基づき、平成２３年度から医療機器使用児の名簿等を作成。日
ごろから家族が災害発生時に速やかな対応ができるよう支援。

母子保健（子育て支援）

教 育

●令和元年度から、医療的ケアを要する児童生徒が通う小中学校に看護師を配置し、医療的ケアを実施する事業を開始。

保 育

●公立保育所等について、平成２９年度より医師によるアドバイスをいただき子どもの状態に応じて、看護師を配置するなど、受入
体制の整備を進めている。

○今後実施を予定または検討している取組

○保育、教育分野等を含めた「協議の場」の機能強化。
○医療的ケア児支援コーディネーターの設置。
〇重症心身障害児・医療的ケア児等状況調査の実施

障 害

保 育

○医療的ケア児の保育所等への受入体制の整備を推進していく。



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用い
ている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

１圏域

② 人口（R1.8月末） 793,850人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）
（H28小児慢性特定疾病ニーズ調査）

１３２人

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

新潟市障がい者
地域自立支援協
議会 相談支援

連絡会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 １人

⑥ 医療型短期入所事業所数（R1.8月末） ３か所

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
(小児科で訪問診療対応可能と回答した医療機関数)

１２

⑧
訪問看護事業所数（H3１.4月末）
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

５７(３６)

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）
（H3１.4月末）

21.6％
（35園）
（10園）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数（H3１.4月末）

4人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数（H3１.4月末）

2校

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数（H3１.4月末）

1人

基礎情報

どのデータが、い
つの時点のデータ
か分かるように記
載願います。１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 新潟市

【こども家庭】
・周産期育児支援連絡会（Ｈ１４～ 実施主体：県、市）
内容：医療的ケア等が必要な児の円滑な地域移行のため、ＮＩＣＵのある病院、保健所、市町村で情報共有、支援体制の検討を行う。

・小児慢性特定疾病児童等自立支援事業（Ｈ２７～ 実施主体：県、市（一部業務をＮＰＯに委託））
内容：小児慢性特定疾病児童等及び家族への自立・就労支援。

・慢性疾病児童等地域支援協議会（Ｈ２９～ 実施主体：県、市）
内容：慢性的な疾病を抱え、様々な支障や心身にわたる悩みを有する児童等が成人後に自立することができるよう、地域の支援体制に

ついて協議する。

【学校教育】
・平成20年4月，対象児の小学校入学に伴い，新潟市医療的ケア実施要綱を作成すると共に，看護師２名を配置し，医療
的ケアを開始する。

・平成22年度には，県立学校から市立特別支援学校に対象児が転入学したことに伴い，特別支援学校にも看護師１名を
配置した。

・医療的ケアの内容については，経管栄養，喀痰の吸引，導尿等である。
・看護師の研修機会としては，主治医との個別相談会を設定しているほかに，県立学校看護師研修会に参加している。
・2０19年度は，市立小学校１校に３名，市立特別支援学校に１名の計４名の医療的ケア対象児童生徒に，現在４名の看
護師を配置している。

【保育施設における医療的ケア児の受入れ】
各区役所で入園についての相談をうけ、情報収集を行う。その後、 主治医、保育課、区役所、保育園、保護者で入園につい

ての検討を行い、集団保育が可能な場合は看護師を配置している。（経管栄養、酸素療法、導尿）

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

１

② 人口（R1.8.1 推計人口） ６９１，９９１人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

統計データなし

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

静岡市医療的ケア児等支
援協議会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 ８人(R1.8月時点)

⑥ 医療型短期入所事業所数 ３事業所(R1.8月時点)

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 統計データなし

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

４６事業所（２６事業所）
(R1.5月時点)

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

２９．３％（１７園）
※こども園を除く
（０園）(R1.8月時点)

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

県立特支：78人
小中：９人(R1.8月時点)

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

県立特支：９人
小中：１人(R1.8月時点)

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

県立特支：１人
小中：０人(R1.8月時点)

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

※ 全市で１圏域（上図は区を示す）

葵区

駿河区

清水区



２．医療的ケア児支援のための取組概要
静岡市

○現在実施している取組

NO. 事業名 事業概要 開始年度

1 静岡市医療的ケア児等支援協議
会

医療的ケア児等とその家族が、心身の状況に応じた適切な支援を受ける
ことにより地域において安心して生活できる体制を整備するため、保健、医
療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が地域の課題や対応策について、
意見交換を行い、又は情報共有を図ることを目的として設置。

H31

2 重度身体障害児放課後対策レス
パイト事業

特別支援学校・学級に通う重症心身障害児・医療的ケア児を対象に、一時
預かりを実施する団体に対して補助金を交付（市単）。

H15

3 難病患者等介護家族リフレッシュ
事業

在宅の難病患者等で人工呼吸器の使用者に対し滞在型訪問看護を提供。
また、難病患者等で就学する学校における活動に際して、医療的ケア児に
対し、当該医療的ケアを提供（県費＋市費）。

H27

4 特別支援教育推進事業
特別な支援を必要とする幼児児童生徒に対する相談及び支援体制の整
備を図り、支援を充実させる。その中の１つの支援として、医療的ケアを必
要とする児童生徒に対する看護師の配置がある。

H30

5 ライフサポート事業
重症心身障がい児（者）の方の在宅生活での安全・安心の確保、介護者の
負担軽減に繋げるため、既存の通所施設等を活用し、宿泊または日帰り
ショートステイを実施した事業所に対し補助金を交付（市単）。

H25

6 重症心身障がい児（者）対応人材
養成研修等業務

「看護専門学校、福祉大学の学生」や「小中学生」及び一般市民を対象とし
た重症心身障がい児（者）に関する講座を開催。

H25



○ 「実態調査の実施」（R1年度）
・ 医療的ケア児等の実数把握調査と無記名式アンケート調査を実施する。

○ 「医療的ケア児等支援コーディネーターの配置」 （R3年度）
・ 医療的ケア児等が必要な支援を円滑に受けることができるよう、関係機関や事
業所等との調整、情報提供等を行うコーディネーターを配置。

○今後実施を予定または検討している取組

静岡市



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

1

② 人口 H31.4.1 802,728

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

調査中

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

医療的ケア運営
協議会（教育）
重心児・者及び
医療的ケア専門
部会（障害）

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 ２４

⑥ 医療型短期入所事業所数 ３

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 データなし

⑧
訪問看護事業所数 R1.9.12

（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）
４８（１２）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）R1.4.1

16.5%(13園)
(3園)

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

８

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

４

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

１

基礎情報

どのデータが、い
つの時点のデータ
か分かるように記
載願います。１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

・平成17年7月、12市町村の合併

・平成19年4月、政令指定都市へ移行

・面積、1558.06k㎡（全国2番目の市域面積）

・7つの行政区



２．医療的ケア児支援のための取組概要 浜松市

・福祉、看護、保健、教育合同の支援者養成研修を令和２年１月に実施予定。研修内容が現場ですぐに生かせ
るように医師や近隣総合病院の協力をいただき、研修内容には実技研修を含む。
・医療的ケア児の状況把握とニーズ把握のため、『重心児・者及び医療的ケア専門部会』で作成した情報提供
書を用い、医療機関、学校、相談支援事業所へ情報提供について依頼予定。
・令和２年度に現在の『重心児・者及び医療的ケア専門部会』を医療的ケア児等の支援体制整備を目的とした
協議会として設置する。

○今後実施を予定または検討している取組

・平成２７年度に浜松市障がい者自立支援協議会『重症心身障害児者専門部会』を立ち上げ、在宅及び地域に
おける医療・福祉体制の充実や相談支援体制の確立、教育分野における受入体制の改善等を調査研究。平
成３０年度からは『重心児・者及び医療的ケア専門部会』と名称を変更し、保健、医療、障害福祉、保育、教育
等が連携する会議体とした。
・令和元年８月より医療的ケア児の全数把握のため、訪問看護ステーションへ訪問看護情報提供書の依頼をし
ている。
・令和元年度より発災直後の医療的ケアの確保、安否確認等の災害時支援のため、庁内関係課（危機管理課、
健康医療課、健康増進課、障害保健福祉課）が集まり、担当者会議を開催している。

○現在実施している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたっ
て用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福
祉圏域等）

1

② 人口 2,326,842人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

188人

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業
名）

ネットワーク
会議

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者
数

32人

⑥ 医療型短期入所事業所数 5

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 15

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

98

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

15

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療
的ケア児数

27人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護
師配置数

22人

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工
呼吸器を使用している通学生数

2人

基礎情報

①②は令和元年8月
１日時点、③～⑫は
平成３１年３月３１
日時点１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

医療的ケア児支援の体制
整備を進めている圏域は
特に指定はなく、市全体で
取り組んでいる形になります



２．医療的ケア児支援のための取組概要 名古屋市

令和元年度における取組

・医療的ケア児実態把握調査（子ども福祉課）

・小児慢性特定疾病児童等自立支援事業（子育て支援課）

・医療的ケア児保育支援モデル事業（保育運営課）

・看護介助員派遣事業（教育委員会指導室）

・東海三県小児在宅医療研究会（基調講演、シンポジウム）への参加

・医療的ケア児の支援に関する情報発信

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



① 圏域数（医療的ケア児支援体制整備
するにあたって用いている圏域。
例：二次医療圏、障害保健福祉圏域
等）

5圏域

② 人口 1,465,610 （R1.9.1現在）

③ 医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの
（名称、事業名）

京都市立総合支援学校等における医療的ケア
の安全管理に関する会議（H23年度設置，
H25年度改称）

④ 医療的ケア児等コーディネーター養
成研修修了者数 ４８人 （H30年度修了者数）

⑤ 医療型短期入所事業所数 2

⑥ 医療的ケア児に対して訪問診療を行
う医療機関数（うち小児患者に対応
できる医療機関数）

不明

⑦ 医療的ケア児に対して入院治療を受
け入れる病院数（うち小児患者に対
応できる病院数）

不明

⑧ 訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看
護事業所数）

430箇所（R1.8.1現在）

⑨ 看護師を配置している保育所の割合
（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保
育所数）

９．２％（対応数：９）

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校
における医療的ケア児数

○特別支援学校 ６０人
○小・中学校 ５人 （Ｒ１.７末現在）

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校
における看護師配置数

○特別支援学校 4校 25人
○小・中学校 ５校 ８人（うち2名は特別
支援学校看護師が巡回）（Ｒ１.７末現在）

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校
における人工呼吸器を使用している
通学生数

○特別支援学校 ４校 11人
○小・中学校 １校 １人（Ｒ１.７末現在）

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

京都市（５圏域）



２．医療的ケア児支援のための取組概要

○ 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業 （子ども若者はぐくみ局子ども家庭支援課）
平成２７年１月 各区役所・支所保健福祉センター子どもはぐくみ室（平成２９年５月８日から名称変更）の
学区担当が医療的ケア児等への相談支援を実施。
平成２７年度 小児慢性児童等を対象とした療養相談会を実施。
平成２８年度 小児慢性児童等を対象とした療養相談会及び交流会実施。

京都小児慢性疾病児童等地域支援協議会実施（京都府と合同設置）
平成２９年度 小児慢性児童等を対象とした講演会・交流会を実施。

京都小児慢性疾病児童等地域支援協議会実施（京都府と合同設置）
平成３０年度 小児慢性児童等を対象とした講演会・交流会を実施。

京都小児慢性疾病児童等地域支援協議会実施（京都府と合同設置）

○ 重症心身障害児を通わせる放デイ，児童発達支援事業所に対する補助制度
（子ども若者はぐくみ局子ども家庭支援課）

平成２８年度～ 主に重症心身障害児を通わせる放課後等デイサービスの事業者に対し，重症心身障害
児の受け入れ人数に応じた補助を実施
通所支援事業所の職員の喀痰吸引等第３号研修受講に対する補助を実施

障害福祉

母子保健

京都市



２．医療的ケア児支援のための取組概要 京都市

○ 喀痰吸引等が必要な障害者及び障害児が利用する障害福祉サービス事業者に対する補助制度
（保健福祉局障害保健福祉推進室）

平成２９年度～ 法に定める喀痰吸引等が必要な障害者及び障害児が利用する障害福祉サービス事業者の
職員が喀痰吸引等第３号研修を受講した場合に研修の受講にかかる費用の一部の補助を
実施。

○ 医療的ケア児保育支援事業 （子ども若者はぐくみ局幼保総合支援室） 平成３０年度～実施
医療的ケア児を民営保育施設に受け入れるために看護師等を配置した場合，医療的ケア児の区分に応じ

て医療的ケア児保育支援対策費を支給。

保育

障害福祉

認定
区分

職員加配数
（対象児童：看護師等）

支給基準額（月額）

１ １：１ ４９２，０００円

２ １．５：１ ３２８，０００円

３ ２：１ ２４６，０００円

４ ３：１ １６４，０００円

５ ５：１ ９８，０００円



２．医療的ケア児支援のための取組概要

○ 特別支援学校への看護師の配置（平成１２年度～） （教育委員会事務局総合育成支援課）
児童生徒の障害の重度・重複化が課題となる中，特別支援学校４校については，教員定数の活用により
常勤講師及び特別非常勤講師として配置。

○ 京都市立総合支援学校等における医療的ケアの安全管理に関する会議
（教育委員会事務局総合育成支援課）

総合支援学校等で実施する医療的ケアについて，各校が設置する医療的ケア検討委員会との綿密な連携
のもと，在籍児童生徒に対して安全に実施する体制を整備することを目的に設置。
また，総合支援学校長会の部会として設置の医療的ケア安全管理部会や総合支援学校養護教諭部会に
おいても，ヒヤリ・ハット等個別事例の共有・検討等を行っている。

○ 京都市立総合支援学校等医療的ケア実施研修（喀痰吸引等３号研修，平成２６年度～）
（教育委員会事務局総合育成支援課）

京都市教育委員会を研修機関として登録し，基本研修を毎年８月に，その後，実地研修を各校にて実施。

○ 看護師等の資質向上に対する取組 （教育委員会事務局総合育成支援課）
大学教授や元看護協会理事を指導看護師として任用し，総合支援学校への巡回指導や研修を実施。
今後，文部科学省の委託事業も活用しながら，医療機関等との連携・協力のもと，看護師の資質向上だけ
でなく，学校における安全な医療的ケアの実施体制の充実に向け，技術向上研修や事例検討研修等の実施
に取り組む。

京都市

教育



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用い
ている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

１圏域

② 人口（令和元年８月１日現在） 2,739,043人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

－

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

大阪市医療的
ケア児の支援
に関する
検討会議

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 －

⑥ 医療型短期入所事業所数 ７事業所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 －

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

－

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児を受け入れている保育所数）
（公立直営保育所62か所、令和元年7月1日現在）

33.9％(3か所)
個別調整に
より受入可能

⑩
公立の小・中学校における医療的ケア児数
【令和元年５月１日現在】

61名
小学校52名
中学校 9名

⑪
公立の小・中学校における看護師配置数
【令和元年５月１日現在】

54校
小学校46校
中学校 8校

⑫
公立の小・中学校における人工呼吸器を使用してい
る通学生数 【令和元年５月１日現在】

1名

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 大阪市

○小児慢性特定疾病児等長期療養児への療養支援事業

小児慢性特定疾病児等療養相談会

○現在実施している取組

小児慢性特定疾病児等及びその家族に対
し、子どもの健全育成の推進と、日常生活
上生じる問題や障がいの軽減を図ることを
目的として、子どもの状況に応じた講演会、
医師相談・保健指導・食生活相談・小児慢
性特定疾病児等の養育経験者（ピアカウン
セラー）による助言・相談及び参加者同士
の交流会の内容で療養相談会を実施して
いる。（平成１２年から実施）

実施主体：大阪市保健所

平成３０年度実施状況
開 催 日/ 内 容

６月２７日 (水)
講演会（療育センター職員）
「就園・就学にむけて
～療育園ってどんなところ？～」

７月１４日 (土)
講演会（支援学校職員）
「おしえて 学校生活のこと」

７月２７日 (金)
講演会（ホスピタルプレイスペシャリスト）
「スペシャルキッズと家族に

スペシャルな遊びを」

８月１８日 (土)
講演会（NPO法人）
「きょうだいさんのキモチ
～こころの土台を育てるために～」

９月１日 (土)
講演会（先輩ママ）
「先輩ママの子育て体験談」



○高度な医療的ケアが必要なこどもの在宅療養支援事業

近年、低出生体重児や未熟児の増加・周産期医療の進歩により、人工呼吸器等の
高度な医療的ケアを必要とする児の退院に伴い、こどもやその家族の在宅支援に対
する取り組みを強化する必要があり、平成２５年度から「高度な医療的ケアが必要な
こどもの在宅療養支援」を事業として位置づけ、取り組みを開始している。

事業内容
①関係機関と行政の顔の見える関係構築
退院コーディネーターの配置のある５病院からの高度な医療的ケアが必要なこども
の退院時カンファレンスに保健所保健師が同行し、区保健師や関係機関の顔の見
える関係づくりをバックアップ。

②関係機関による研修会開催
関係機関と、退院時カンファレンスや日常連携を重ねる中から課題を抽出し、課題
解決のための研修会や事例検討を実施。

③保健師研修の開催
疾病知識や制度等について、保健師への研修を実施

実施主体：大阪市保健所

○現在実施している取組



○重症心身障がい児者の医療コーディネート事業

重症心身障がい児者の方の多くは、出生時より多種多様な基礎疾患があることから、
診察するには専門的な知識や技術を必要とされるが、急病時、基礎疾患等の情報を
持たない医療機関への受入れが困難である。
本市では、このような状況を改善するために平成２６年１０月から「重症心身障がい
児者の医療コーディネート事業」を医療型障がい児入所施設に業務委託して実施し
ている。

主な事業内容としては、
①事前に基礎疾患等の情報を登録している対象者が急病等になったときに、コー
ディネーター（医師・看護師）へ相談を行い、コーディネーターが病状等を把握し、
必要に応じて応急的医療処置、入院可能な医療機関との受入調整

②医療機関等の従事者に対して手技・知識を実地研修するなど、従事者の育成を行
うことにより、患者の症状に的確に対応できる医療機関を確保

③地域の重症心身障がい児者の診療実績のある医療機関等に協力を依頼し、登録
者のなかで地域のかかりつけ医をもたない者等に対し、地域の医療機関の
確保・紹介

○現在実施している取組



○医療的ケアを必要とする重症心身障がい児者支援事業（平成25年度～）

① 重症心身障がい児者等医療型短期入所事業

事業目的

医療型短期入所事業の整備促進を図り、在宅重症心身障がい児者等の介護者の急病等の

一時的受入施設を確保する。

事業内容
人工呼吸器の装着による呼吸管理や気管切開による痰吸引、経管栄養などの医療的ケアを
必要とする重症心身障がい児者等を自宅で介護等が出来ない際に、一時的に医療機関にお
いて、対象者を受け入れるための病床を確保するとともに、対象者又はその保護者からの利
用申し込みに応じて、医療的ケアをはじめとした宿泊を伴うサービス（入浴、排せつ、食事の
介護等必要な支援）を提供する。
実施機関が対象者を受け入れるための病床を確保し、その対象者に医療型短期入所サービ
スを提供したときは、大阪市は、実施機関に対して、入院の診療報酬と医療型短期入所の
事業報酬との差額を負担する。

○現在実施している取組

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

利用日数 306日 456日 952日 1,163日 1,141日 2,327日

【利用状況（利用日数）】



② 重症心身障がい児者等地域生活支援センター事業

事業目的

医療的ケアに対応する福祉サービス事業所の整備充実

事業内容
人工呼吸器の装着による呼吸管理や気管切開による痰吸引、経管栄養等の医療的ケアを
必要とする重症心身障がい児者等に対する在宅生活の支援においては、医療的ケアに対応
可能な障がい福祉サービス事業者の体制整備を進めていくことが必要不可欠である。
このため、障がい福祉サービス事業所の医療的ケアに関する基礎知識の取得や、介護技術
の向上等を目的とした研修、障がい福祉サービス事業所への情報提供等の実施し、地域生活
支援の基盤づくりを行う。
（１）医療的ケア児等の支援に関する研修
医療的ケア児者等の受入れを促進するため、居宅介護、短期入所、生活介護、児童発達
支援、放課後等デイサービスの職員を対象に、基礎研修を実施。
令和元年度からは、対象に相談支援事業所を加え、医療的ケア児等コーディネーター養成
研修に基づき、カリキュラムを構成し、地域における医療的ケア児の支援に関してキーパー
ソンとなる人材を育成する。

（２）医療的ケア児等の支援方法及び技術等の向上を目的とした関係機関を交えた検討会
医療的ケア児者の支援に関して、障がい福祉サービス事業所等の関係機関が集まり、
支援方法や技術の向上を目的に、日ごろ の支援の現場での課題や問題点について、
情報共有や情報連携を行う

（３）医療的ケア児に関する専門的な指導、助言
医療的ケア児者等の日常の支援における障がい福祉サービス事業所向けの相談
窓口を設け、必要な指導や助言を行う。

○現在実施している取組



○公立保育所における医療的ケアの必要な児童の支援について
（※受入可能な保育所を設定せず、利用者が希望する保育所に対し看護師配置を調整する）

・本市の保育所では、保護者が就労等により保育を必要とし、かつ医療的ケアの
必要な児童（以下、「医療的ケア児」とする）の受け入れを実施。

・公立保育所において平成30年度は、医療的ケア児4名の受け入れを実施。
令和元年度においても医療的ケア児が入所する保育所には、看護師（任期付き職
員）を配置。（原則、児童と職員が１対１となる）

・さらに、公立保育所の複数の保育所を担当する保健衛生管理・指導を役割とする
看護師（以下、「エリア看護師」とする）が、医療的ケアの必要な児童が在籍してい
る保育所を定期的に巡回した際に、児童の状況も併せて把握することで、バック
アップ体制を構築している。

・また、公立保育所において保育と医療が協働し、集団の中で児童に対して安全で
安心な医療的ケアを行うために、本市担当課に配属される看護師が調整役となり、
エリア看護師と連携し、保育所内での体制づくりに関するカンファレンス、職種間の
共通理解等を図り、安全かつ適切に医療的ケアが行なわれているかを確認
することで支援体制のより一層の確立に努めている。

○現在実施している取組



〇 インクルーシブ教育システムの充実と推進

・学校配置看護師を直接雇用し、医療的ケアが必要な児童生徒が在籍する学校
に看護師の配置を段階的に進め、医療的ケアを実施するとともに、教員と連
携のもと各校における支援体制を構築。

・学校配置看護師を統括する役割のチーフ看護師を雇用し、看護師配置校への
巡回、看護師連絡会・研修会の実施、相談業務等の支援の実施。

・教育委員会が登録研修機関として、医療的ケアを実施できる教員を養成する
ために、たんの吸引等（特定の者対象）に関する基本研修を実施。

・大阪市在住で、もと大阪市立肢体不自由特別支援学校に在籍する医療的ケア
の必要な児童生徒への看護師同乗の介護タクシーによる通学支援。

○現在実施している取組



① 圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたっ
て用いている圏域。障害保健福祉圏域） 1

② 人口 （R１.８.1推計人口） 828,555人

③ 医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業
名）

堺市医療的ケ
ア児等支援
懇話会

④ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者
数

R2年度から
実施予定

⑤ 医療型短期入所事業所数（R１.9.1現在） １

⑧ 訪問看護事業所数（大阪府訪問看護ステーション
協会HPより）

73

⑨ 看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

約56％
（20か所以上）

⑩ 公立の特別支援学校及び小・中学校における医療
的ケア児数

６

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護
師配置数

６

⑫ 公立の特別支援学校及び小・中学校における人工
呼吸器を使用している通学生数

０

基礎情報１．堺市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 堺市

令和元年度（従前からの取組含む）

【健康福祉局 障害福祉部 障害施策推進課・障害者支援課】
〇市立の重症心身障害者(児）支援センター（指定管理委託）における入所、
短期入所
〇「堺市重症障害者医療的ケア支援事業」による家族レスパイト支援

【健康福祉局 健康部 保健所 保健医療課 】
○堺市難病患者支援センター（委託）において小児慢性特定疾病児童・家族向けの
学習交流会

【子ども青少年局 子ども青少年育成部 子ども家庭課】
〇市立の医療型児童発達支援センター（2園・指定管理委託）における療育
〇児童福祉法に基づく障害児支援

重心児対応の児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所の指定
※R1.8.1現在：児童発達支援事業所・放課後等デイサービス事業所多機能型 7か所

○現在実施している取組



【子ども青少年局 子育て支援部 幼保運営課・幼保推進課】
〇認定こども園や保育所における医療的ケア児の受け入れ
○医療的ケア児対応小規模保育事業施設への看護師雇用補助（H30.4月より）
〇公立認定こども園への医療的ケア専任看護師の配置（H30.4月より）

【教育委員会事務局】
特別支援学校及び小中学校での取組
○特別支援学校及び小・中学校への看護師の配置
○特別支援学校における登下校用タクシーの配車
○校外学習用の車両借り上げ
○宿泊学習における医師及び看護師の派遣

○今後実施を予定または検討している取組

・「協議の場」として設置している「医療的ケア児等支援懇話会」において、本市の
現状及び課題を整理し、医療的ケア児等コーディネーターの養成や配置を中心
に、具体的な支援体制の構築について検討する。
・各所管等において、必要な施策の検討を進める。
・各所管における支援施策等を継続する。



時期 実施内容 担当課

【新規】

令和元年度 医療的ケア児等コーディネーター養成研修開催準備 子ども青少年局 子ども青少
年育成部 子ども家庭課

【継続】

令和元年4月1日
～令和2年3月31日

・市立の重症心身障害者(児）支援センター（指定管理委託）における
入所、短期入所
・「堺市重症障害者医療的ケア支援事業」による家族レスパイト支援

健康福祉局 障害福祉部
障害施策推進課
障害者支援課

令和元年4月1日
～令和2年3月31日

・堺市難病患者支援センター（委託）において小児慢性特定疾病児
童・家族向けの学習交流会

健康福祉局 健康部 保健所
保健医療課

令和元年4月1日
～令和2年3月31日

・堺市医療的ケア児等支援懇話会の開催
・市立の医療型児童発達支援センター（2園・指定管理委託）におけ
る療育
・児童福祉法に基づく障害児支援
重心児対応の児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業
所の指定

子ども青少年局
子ども青少年育成部
子ども家庭課

令和元年4月1日
～令和2年3月31日

・認定こども園や保育所における医療的ケア児の受け入れ
・医療的ケア児対応小規模保育事業施設への看護師雇用補助
・公立認定こども園への医療的ケア専任看護師の配置

子ども青少年局
子育て支援部 幼保推進課

幼保運営課

令和元年4月1日
～令和2年3月31日

・小・中学校への看護師配置
・校外学習用の車両借り上げ
・宿泊学習における医師及び看護師の派遣

教育委員会事務局
学校教育部 支援教育課

令和元年4月1日
～令和2年3月31日

・特別支援学校における登下校用タクシーの配車 教育委員会事務局
学務課

令和元年4月1日
～令和2年3月31日

・特別支援学校への看護師配置 教育委員会事務局
教職員人事課



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

1

② 人口
1,523,518人
（R1.8.1）

③ 医療的ケア児数（独自の調査等により把握している場合） 把握していない

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

神戸市療育ネットワー
ク会議「医療的ケア児
の支援施策検討会議」
平成29年度設置

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 （兵庫県実施）

⑥ 医療型短期入所事業所数 2箇所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
265施設（H30.9.1）
※全ての病院数

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

194施設（R1.7.1）
※全ての訪問看護
事業所数

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

令和元年10月時点
28施設（6施設）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

特支 97人（R1,5,1)
小中 14人
（H30,5,1)

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

特支 17人
(R1、5，1）
小･中14人
（R1,7,10)

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

特支 17人（R1,5,1）
小中 ３人
（R1,5,1）

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 神戸市

■特別支援学校における医療的ケア支援事業
医療的ケアを必要とする児童生徒が在籍する特別支援学校に看護師を配置。
喀痰吸引等研修の実施、医療的ケアに関する研修の実施、宿泊を伴う学校行事への支援事業、医療的ケア連絡会の実施 等

■小中学校への医療的ケア支援事業
幼稚園・小中学校で看護師による医療的ケアを必要とする児童生徒へ、訪問看護ステーションより看護師を週10時間を上限に
派遣。

■神戸市療育ネットワーク会議「医療的ケア児の支援施策検討会議」
障害児支援に関する全市的な課題を共有し、必要な支援策について協議と施策の推進を行う場として、平成29年度より「神戸市
療育ネットワーク会議」を開催。

この会議の一環として、医療的ケア児に関わる保健、医療、福祉、教育等の関係機関及び行政担当者が、支援の課題や対応策
について継続的に意見交換や情報共有を図ることにより支援体制の充実を図るため、「医療的ケア児の支援施策検討会議」を実
施している（年2回程度）。

■医療的ケアを必要とする子どもに関する調査
医療的ケア児の具体的な支援ニーズや課題を把握し、効果的な支援策を検討することを目的として、平成30年度に調査を実施。

■教育・保育施設等における医療的ケア児の受け入れ体制整備

日常生活において「経管栄養」や「たんの吸引」など、医療的ケアを必要とする子どもが心身の状況に応じて適切な保育を受ける
ことができるよう、保育所等の看護師配置にかかる補助制度等を設けて、受け入れ体制を整備。また、民間の幼稚園等について
は、訪問看護ステーションを活用した受入にかかる支援を行っている。

■在宅重度障害児者医療福祉コーディネート事業

医療的ケアを必要とする障害児者に対する保健、医療、福祉その他の各関連分野の支援を行う機関との連絡調整、重症心身障
害児者処遇に関する研修、その他の医療的ケアを必要とする在宅障害児者に関する一般相談などを、医療サービス及び障害福
祉サービスの双方についてノウハウを有する社会福祉法人に委託して実施（平成28年10月～）。円滑に連携を行うための医療的
ケアを必要とする障害児者の情報登録の開始（平成29年12月～）。

○現在実施している取組



■上記事業の継続・拡充実施を予定

■特別支援学校における医療的ケアが必要な児童生徒の看護師添乗による通学
医療的ケアが必要でスクールバスに乗車できない児童生徒を対象に、看護師添乗による通学を検討中。

○今後実施を予定または検討している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域）

１(岡山市全
域）

② 人口（令和元年7月末） 708,581人

③
医療的ケア児数
（H31年度岡山県医療的ケア児に関する調査より）

111人

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

協議中

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 28人

⑥ 医療型短期入所事業所数 3ヶ所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数中 現在調査中

⑧
訪問看護事業所数（うち小児患者に対応できる訪問
看護事業所数）岡山県訪問看護ステーション連絡協
議会公表資料（令和元年5月現在）より

75ヶ所
（32ヶ所）

⑨

看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）
Ｒ1.8.1現在

公私立
143園中65
園（公立なし、
私立１園）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数

6人

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数

6校
（延べ13人）

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数

2人

基礎情報
１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

看護師を配置している保育
所・認定こども園
公立 52園中 20園
私立 91園中 45園



R1 ２．医療的ケア児支援のための取組概要 岡山市

○特別支援教育支援員配置事業
医療的ケアが必要な児童生徒に対して、医療的ケアを含む教育活動の支援を行う特別支援教

育支援員として、看護支援員を配置する。看護支援員は、岡山市教育委員会が必要と認めた以
下の医療的ケアを行う。

①口腔内の喀痰吸引
②鼻腔内の喀痰吸引
③気管カニューレ内部の喀痰吸引
④胃ろうまたは腸ろうによる経管栄養
⑤経鼻経管栄養
⑥その他、学校内で安全に実施できる日常的ケア及び応急的ケア

また、看護支援員に対して以下のことを行う。
・看護支援員を対象に年２回、医療的ケア研修会（訪問看護ステーションの看護
師等を講師 とする研修会等）を実施する。
・看護支援員が、校外学習、遠足等に同行できるよう旅費を支給する。
・医療的ケアを行う際に使用する医療用手袋を公費で支給する。

○岡山市医療的ケア児保育支援事業補助金
保育所等において、医療的ケア児を受け入れるため医療的ケアを行う看護師等を配置する
場合、その経費を補助する。

○現在実施している取組（１）



R1 ２．医療的ケア児支援のための取組概要 岡山市

○医療的ケア児等コーディネーター養成研修
医療的ケア児等の支援を総合調整する人材を養成する研修を県と合同で実施している。

○医療的ケア児に係る在宅医療提供体制の整備について
地域における医療的ケア児に関する現場の状況を調査し、課題の整理や望ましい連携
スキームを検討し、一定の案をまとめるためにワーキンググループを開催。
ワーキンググループで作成した連携の基本ルール（仮説）をもとにモデル事業を実施・検証し、
最終的な在宅医療提供体制を今年度中に構築する。

○保健所・保健センターにおける相談支援
保護者からの養育相談及び医療機関や訪問看護ステーション等からの情報提供等により、
小児慢性特定疾病児童等自立支援員や地区担当保健師が相談支援を実施。

○小児慢性特定疾病児童等相互交流支援事業
長期にわたり療養を必要とする小児慢性特定疾病児童等に対し、健全育成や自立促進を
目的として、ピアサポート相談やボランティア等との交流の機会を提供する。

○子育て世代包括支援センター（利用者支援事業 母子保健型）
岡山市内に６か所設置する子育て世代包括支援センター（利用者支援事業 母子保健型）
において、妊娠期から子育て期における医療的ケアを含む養育等に関する相談があれば
、地区担当保健師等、適切な関係機関や支援につなげる。

○現在実施している取組（２）



○関係部署による協議の場づくりに向けた庁内体制整備
昨年から、庁内関係課による検討会を開催し、各分野の「施策の情報共有」を
したり、「研修会等」へ参加する等協議の場づくりに向けた検討をしている。
（保健管理課・医療政策推進課・障害福祉課・幼保運営課・教育委員会指導課）

○医療的ケア児に係る在宅医療提供体制の整備について

来年度は、Ｒ元年度に確立した在宅医療提供体制について、広く普及啓発していく。ま
た、人材育成・確保に関する研修等を引き続き行っていく予定である。

Ｒ１

○ストレッチャー対応のエレベーター設置の検討

「岡山市ユニバーサルデザイン・共生社会推進基本方針」に基づき、教育委員会の
「学校施設エレベーター設置に関する方針」を見直し、「ストレッチャー対応拠点校」
の設置について検討していく。

岡山市



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって
用いている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏
域等）

—

② 人口（Ｒ1.7.31現在） 1,196,236人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

—

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

重症心身障害
児者地域生活
支援協議会

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数
（Ｒ1.８.1現在）

１５名

⑥ 医療型短期入所事業所数（Ｒ1.８.1現在） ２事業所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 —

⑧
訪問看護事業所数（Ｒ1.８.1現在）
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

１４７カ所
（不明）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）
（Ｒ1.８.1現在）

公立 5.7％
（５園）（５園）
私立12.4％
（24園）（24園）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的
ケア児数（Ｒ1.５.1現在）

特41名、小9
名、中2名

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師
配置数（Ｒ1.５.1現在）

特6名、小13
名、中3名

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼
吸器を使用している通学生数（Ｒ1.５.1現在）

特1名、小１名

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 広島市

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組

○ 重症心身障害児者地域生活支援協議会（平成２５年度～）

医療機関、教育機関、行政、当事者家族、障害者相談支援事業所、障害福祉サービス事業
所、訪問看護事業所など重症心身障害児者支援に関わる関係機関が参加し、年４回程度会議
を開催 し、重症心身障害児者支援に係る課題等について協議する。また、年に２回程度講演会、
研修会等を実施する。

〇 重症心身障害児（者）医療型短期入所事業（平成２８年度～）

医療的ケアが必要な重症心身障害児等を短期的に受け入れる医療型短期入所事業を実施
する広島市立の医療機関に対し補助を行う。

〇 障害のある子どもへの医療的ケア実施事業（平成２８年度～）

医療的ケアが必要な児童生徒等が通学する小・中学校等に対して看護師を配置し、安心して
学校生活を送ることができるよう支援する。

〇 医療的ケアが必要な重症心身障害児者に対する相談支援事業（平成２９年度～）

生活上の困難さが著しい重症心身障害児者本人やその保護者を支援するため、専門職員に
よる相談事業を実施するとともに、重症心身障害児者の保護者を相談員としてピアカウンセリン
グを行う。

〇 上記取組について、引き続き実施していく。



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いて
いる圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

障害保健福祉圏域
１圏域

② 人口
951,366人
R1.7月時点

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

130人程度

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

北九州地域医療的
ケア児支援協議会

⑤ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数 ４２人

⑥ 医療型短期入所事業所数 ５事業所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
７機関（療育センター
把握数）R1.8時点

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

110施設（38施設）
H31.9月時点

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

１３％
166のうち２２保育所
（２保育所）
H31.4月時点

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児
数

５３名(うち通学生は
３８名)

⑪ 公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数 ９名

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を
使用している通学生数

６名(うち夜間１名・必
要時２名)

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート

北九州市



２．医療的ケア児支援のための取組概要 北九州市

○現在実施している取組

●特別支援学校医療的ケア実施要項を改訂（Ｈ31年４月）
（１） 高度な医療的ケア（人工呼吸器、酸素療法の管理等）を必要とする児童生徒への対応を「特別支援学校医療的ケア実施要項」に追加した。
（２） 緊急時対応のための「医療的ケア対応マニュアル」を策定し、ヒヤリハット事例の蓄積を行っている。

●保育課に看護師配置（Ｈ２９年度～）
保育所や地域型保育事業所を訪問し、保育の実態把握及び保育所での看護師の業務の確認や情報交換を実施。また、医療的ケア児の入所に向け
た体制整備を行う。

●直営保育所２ヶ所に看護師配置と保育時間の延長（Ｈ３０年度～）
Ｈ３０年度に直営保育所（東部）１か所に看護師２名、令和元年度に直営保育所（西部）１か所に看護師を１名配置し、医療的ケア児の受入れを開始
した。直営保育所（西部）１か所は、看護師１名のため、医療的ケアの内容を限定し、受け入れている。また、受け入れ時間を平成３０年度は、月曜日
～金曜日（９時～１７時）で受け入れていたが、令和元年度から月曜日から土曜日（７時３０分から１７時５０分）の保育時間とした。

●保育所入所協議の開催（H29年度～）
保育所入所にあたり主治医意見書等で集団保育が可能であるという医師の意見を確認した上で、保護者・保育士・看護師・区役所の入所担当者で
保育内容や医療的ケア状況等を確認する入所協議を行っている。

●保育所入所に向けた関係機関からの情報収集（H29年度～）
入所前の医療的ケア児のかかりつけ病院の受診に同行し、緊急時の受入れの承諾と医療的ケアについて主治医から指導や助言を受けている。また、
必要時、利用している児童発達支援事業所の訪問看護師と情報共有を行い、保育所での保育や医療的ケアの実施に役立てている。

●サービス担当者会議の開催（H３０年度～）
医療的ケア児にかかわる相談支援事業所・在宅医療機関・病児保育室・訪問看護ステーション・児童発達支援事業所・保育所・子ども家庭局保育課
の各担当者で、3ヶ月に1回程度、会議を開催し、各利用機関での対象児の様子や発達状況などの情報交換を行い、日々の保育や看護に役立ててい
る。

●北九州地域医療的ケア児支援協議会設置（令和元年７月～）
医療、福祉、保育、教育など関係機関が集まり、医療的ケア児やその家族が抱える課題から地域課題を整理し、医療的ケア児及びその家族が地域
生活を送るために必要な支援の具体的方策の立案、協議及びその実施状況の把握、見直し等を行う。

●小児慢性特定疾病児童等レスパイト支援事業（Ｈ３０年１月～）
介護者（家族等）の休養等により、医療的ケアを必要とする患児が在宅療養が一時的に困難となった場合に、医療機関での一時的入院を支
援する事業を実施。



２．医療的ケア児支援のための取組概要 北九州市

○今後実施を予定または検討している取組

●北九州市立学校医療的ケア運営協議会
（１） 医療的ケアの必要な児童生徒数が増加傾向にあることから、「特別支援学校医療的ケア検討会議」の名称を「北九州市立学校医療的ケア
検討会議」に変更し、令和元年７月１２日に第１回検討会議を開催した。
小・中学校及び知的障害特別支援学校に在籍する医療的ケアの必要な児童生徒への対応を検討した。

（２） 令和２年２月に第２回検討会議を開催し、小・中学校及び知的障害特別支援学校への対応や指導看護師の配置に向け、医療的ケア実施
要項の改訂版について審議する予定。

●保育所における看護師配置
医療的ケア児の保育ニーズに応え、更なる支援を進めるため、看護師を１名増員し、直営保育所２か所で看護師各２名体制とすることで、拠点
的に医療的ケア児を受入れる。

●保育所における受入れ体制の整備
入所までの事務手続きの流れや必要書類、入所してからの問題点等について保育所の実情を踏まえ、様々な課題を整理する。また、受入れ
箇所数や看護師確保等を検討し、今後の受入れ体制を整備していく。

●保育所における医療的ケア児受入れガイドライン策定の着手

●医療的ケア児リスト作成
医療機関などから保護者へアンケート調査を配布し、医療的ケア児の基礎情報を入力したリストを作成。リストを基に、医療的ケア児支援協議
会等において課題等を検証し、支援の充実を図る。



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用い
ている圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

1圏域

② 人口（R1.8.1現在） 1,591,123人

③
医療的ケア児数（R1.６.1現在）
（独自の調査等により把握している場合）

267人
※重複あり

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

福岡市医療的ケ
ア児関係機関連
絡会議

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数
（Ｒ1.8.1現在）

74人

⑥ 医療型短期入所事業所数（Ｈ31.４.１現在） 12

⑦
医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数
（H30.12月現在）

33件

⑧
訪問看護事業所数（Ｒ1.8.1現在）
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

177
（把握していない）

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）（H31.4.1現在）

55か所
（4か所）

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア
児数（Ｒ1.6.1現在）

支援学校：59名，
小中学校：8名

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置
数（Ｒ１.6.1現在）

支援学校：16名，
小中学校：5名

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器
を使用している通学生数（Ｒ１.6.1現在）

支援学校：1名，
小中学校：1名

基礎情報１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 福岡市

・医療的ケア児関係機関連絡会議（平成30年度～）
医療的ケア児支援の関係機関による協議の場。

・医療的ケア児等コーディネーター養成研修（平成30年度～）
コーディネーター養成研修を実施。

・医療的ケア児保育支援モデル事業（平成30年度～）
公立保育所に看護師を配置。

・医療的ケア児のための看護師配置事業
特別支援学校に配置（平成14年度～），小中学校に配置（令和元年度～）。

・福岡市立小中特別支援学校医療的ケア運営協議会（令和元年度～）

○現在実施している取組

○今後実施を予定または検討している取組



①
圏域数（医療的ケア児支援体制整備するにあたって用いてい
る圏域。例：二次医療圏、障害保健福祉圏域等）

－

② 人口 【R1.8月時点】 739,114人

③
医療的ケア児数
（独自の調査等により把握している場合）

調査中

④
医療的ケア児支援のための協議の場
※都道府県又は政令市設置のもの（名称、事業名）

重症心身障が
い児等在宅支
援ネットワーク
会議

⑤
医療的ケア児等コーディネーター養成研修修了者数

【R1.8月時点】
25人

⑥ 医療型短期入所事業所数 【R1.8月時点】 2箇所

⑦ 医療的ケア児に対して訪問診療を行う医療機関数 調査中

⑧
訪問看護事業所数
（うち小児患者に対応できる訪問看護事業所数）

調査中

⑨
看護師を配置している保育所の割合（数）
（うち医療的ケア児に対応できる保育所数）

調査中

⑩
公立の特別支援学校及び小・中学校における医療的ケア児数
【H30.５.1時点】

14人
（特別支援学校
は該当者なし）

⑪
公立の特別支援学校及び小・中学校における看護師配置数
【H30.５.1時点】

11人
（特別支援学校
は該当者なし）

⑫
公立の特別支援学校及び小・中学校における人工呼吸器を使
用している通学生数

2人
（特別支援学校
は該当者なし）

基礎情報

どのデータが、い
つの時点のデータ
か分かるように記
載願います。１．都道府県又は政令市の基礎情報

令和元年度 医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同会議事前提出資料
「取組報告」シート



２．医療的ケア児支援のための取組概要 熊本市

【障がい保健福祉課】
１ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修
障害者（児）相談事業所の相談支援専門員等を対象に、医療的ケア児等コーディネーター養成研修を実施。
また、受講者の増加を図るため、各事業所に対して要医療児者支援体制加算認定について周知している。

２ 重症心身障がい児等在宅支援ネットワーク会議
医療・福祉・保健分野の関係機関との情報共有及び連携を強化し、支援体制の充実を図るため、平成28年度より設置。

３ 医療的ケア児の実態調査
医療的ケア児数、必要な医療的ケア、支援する関係機関等に関する調査。

【医療政策課】
在宅療養中の人工呼吸器装着患者・児の熊本市災害時要援護者避難支援制度への登録申請支援、及び登録者の個別避難
支援プランの作成。
H19年より熊本市（健康福祉政策課）は、災害発生時に援護を必要とする者（以下「要援護者」）に対し、地域団体等が必要な
援護活動を効果的に行なえるよう、要援護者情報システムへの登録と、個別避難支援プラン・患者カードの作成を行い、
地域の関係者等に配布している。
＜対象者＞
・ひとり暮らしの高齢者、寝たきりの高齢者や認知症の高齢者
・障がいのある方
・妊産婦
・乳幼児
・医療依存度の高い方（人工呼吸器装着者、在宅酸素使用者、人工血液透析者、特殊薬剤使用者等）

この事業の中で、医療政策課では、訪問看護ステーションの訪問看護情報提供書より、医療依存度が高い人工呼吸器装着
の要援護者の情報を把握するとともに患者宅を訪問し、療養状況及び災害時支援事項の確認を行い、災害時要援護者登録
者名簿に登録されるよう申請を促している。申請書が出された場合、個別避難支援プランの情報とともに健康福祉政策課
への転送を行なっている。
なお、個別避難支援プランを作成した人工呼吸器装着の要援護者宅を年1回訪問し、作成した個別避難支援プランの更新
も行っている。

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 熊本市

【総合支援課】
１ 医療的ケアを必要とする児童生徒への支援の内容
・平成21年度から、医療的ケアを必要とする児童生徒が在籍する学校に看護師を1人配置している。
・主治医の指示書に基づき医療的ケアを実施している。
・学校、保護者、主治医が連携しながら支援を行う体制を作っている。
・令和元年度（2019年度）から、教育委員会に看護師資格を持つ職員を配置し、学校配置看護師への助言や看護師不在時の医療的ケア代行等
を行っている。

２看護師の雇用状況について
・臨時職員として雇用している。
・ホームページへの掲載やハローワーク、ナースバンクの活用により募集を行っている。
・人材確保に苦慮している状況である。

３ 看護師配置校への指導等
・看護師配置校校長会を開催し、看護師にとって無理のない勤務形態を保つために、支援体制づくりや主治医、保護者との連携等について
指導を行っている。

（留意事項）
・医療的ケア児支援のための取組に関する概要を記載して下さい。
・各関係者の役割も記載してください。（障害福祉サービス事業所、
医療機関、保健所、教育機関、保育所等）

・取組年度、実施内容、実施主体等が分かるよう記載して下さい。
・写真や図表などを用いてもかまいませんが、厚生労働省のHPにて
公表しますので、ご了承下さい。

○現在実施している取組



２．医療的ケア児支援のための取組概要 熊本市

【障がい保健福祉課】
医療的ケア児等コーディネーター養成研修及び重症心身障がい児等在宅支援ネットワーク会議の継続。

【医療政策課】
在宅療養中の人工呼吸器装着患者・児の熊本市災害時要援護者避難支援制度について取り組みの継続。

【総合支援課】
医療的ケア運営協議会の在り方について検討中。

○今後実施を予定または検討している取組


